
 

評価書様式 
様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人自動車技術総合機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和２年度（第５期） 
中期目標期間 平成２８～令和２年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 国土交通大臣 
 法人所管部局 自動車局 担当課、責任者 技術・環境政策課 久保田 秀暢 
 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 石崎 憲寛 
主務大臣  
 法人所管部局  担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載） 
 評価点検部局  担当課、責任者 （担当課、課長名等を記載） 

 
 
３．評価の実施に関する事項 
令和３年６月３０日に理事長・監事ヒアリング及び外部有識者からの意見聴取などを目的とする会合（令和２年度及び第 1 期中期目標期間における独立行政法人自動車技術総合機構の業務実績評価に

関する会合）を開催した。 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
該当なし 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ：当該法人の業績向上努力により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が

得られていると認められる。 
（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

H２８年度 H２９年度 H３０年度 R 元年度 R２年度 
Ｂ Ｂ Ａ A Ａ 

評定に至った理由 「独立行政法人の評価に関する指針」及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」の規定に基づき重要度の高い項目を考慮した項目別評定の算術平均に最も近い評定が「A
評定」であること、また、下記事項を踏まえ「Ａ評定」とする。 
 
【項目別評定の算術平均】 
（Ａ４点×４項目＋Ａ４点×３項目×２＋Ｂ３点×１０項目）÷（１７項目＋３項目）＝３．５ 
⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 項目別評定のとおり、評価項目全１７項目のうち７項目について「中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている」、１０項目について「中期計画における所期の目

標を達成している」と認められる業務運営を行っており、安定的な経営が実現していることから、法人全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
該当なし 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
（項目別評定で指摘した課題、改善事項で翌年度以降のフォローアップが必要な事項を記載。中期計画及び現時点の年度計画の変更が必要となる事項があれば必ず記載） 

その他改善事項 該当なし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
該当なし 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 法人の自己評価について異論無し。 

その他特記事項 外部有識者からの意見として、法人の自己評価について異論無し。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別調書

№ 
備考 
  28 

年度 
29 
年度 

30 
年度 

令和

元 
年度 

令和

２ 
年度 

  28 
年

度 

29
年度 

30
年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
 自動車の審査業務 

型式認証における基準適合性審査等 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ.1.(1)①    一般管理費及び業務経費の効率化目標等、

調達の見直し、業務運営の情報化・電子化

の取組。総員配置の見直し、その他実施体

制の見直し、人事に関する計画 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅱ.1.(1)(2)(3) 
Ⅱ.2.(1)(2)(3) 

 

自動車の審査業務 
使用段階における基準適合性審査 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ.1.(1)②   

自動車の登録確認調査業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ.1.(2)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 
自動車のリコール技術検証業務 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ⅰ.1.(3)    財務運営の適正化、自己収入の拡大、保有

資産の見直し Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
Ⅲ.(1)(2)(3)  

研究内容の重点化・成果目標の明確化 
自動車（安全分野） Ａ○ Ａ○ 

Ａ○ 

重 

Ａ○ 

重 
Ａ○ 

重 
Ⅰ.2.(1)①   

Ⅳ．短期借入金の限度額 － － － － － Ⅳ.  
研究内容の重点化・成果目標の明確化 
自動車（環境分野）   Ａ○ Ｂ○ 

Ａ○ 

重 

Ａ○ 

重 
Ａ○ 

重 
Ⅰ.2.(1)①   Ⅴ.その他業務運営に関する重要事項 

 自動車の設計から使用段階までの総合的な

対応、施設及び設備に関する計画、人材確

保、育成及び職員の意欲向上、広報の充実

強化を通じた国民理解の醸成、内部統制の

徹底、独立行政法人自動車技術総合機構法

（平成 11 年法律第 218 号）第 16 条第 1
項に規定する積立金の使途 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅴ.(1)(2)(3) 
(4)(5) 

 
研究内容の重点化・成果目標の明確化 
鉄道等 

Ｂ○ Ｂ○ 
Ｂ○ 

重 

Ａ○ 

重 
Ａ○ 

重 
Ⅰ.2.(1)①   

外部連携の強化・研究成果の発信、受

託研究等の獲得、知的財産権の活用と

管理適正化 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ⅰ.2.(1)②③

④ 
  

自動車の審査業務の高度化 
型式認証における基準適合性審査等 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

Ⅰ.2.(2)①   
Ⅵ．不要財産又は不要財産となる事が見

込まれる財産の処分等に関する計画 － － － － － 
Ⅵ  

自動車の審査業務の高度化 
 使用段階における基準適合性審査 

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ⅰ.2.(2)②   
Ⅶ．重要な財産を譲渡し、又は担保にす

る計画 － － － － － 
Ⅶ  

自動車のリコール技術検証業務の高度

化 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 
Ⅰ.2.(3)   

Ⅷ．剰余金の使途 － － － － － Ⅷ  
自動車技術の国際標準化 Ａ Ａ Ａ Ｓ Ａ Ⅰ.3.(1)   一定の事業等のまとまり 
鉄道技術の国際標準化 Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ⅰ.3.(2)①②    道路運送車両法に基づく執行業務等（保安

基準適合性の審査、登録に係る確認調査、

リコールに係る技術的検証等）（１．（１）

～（３）、２．（２）～（３）、４．） 

－ － Ａ Ａ Ｂ 

Ⅸ.(1)  
盗難車両対策、点検・整備促進への貢

献等、関係機関との情報共有の促進 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ 

Ⅰ.4.(1)(2)(3)  
 

 自動車及び鉄道等の研究業務等（２．

（１）、３．） 
－ － Ａ Ａ Ａ Ⅸ.(2)  

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、●年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．（１）① 的確で厳正かつ公正な業務の実施 

自動車の審査業務 
①型式認証における基準適合性審査等 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元

年度 
令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

審査方法等の

改善 
10 件 10 件 

（繁忙期を除いて毎

月実施） 

10 件 10 件 10 件 10 件 10 件  予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 
         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 
 

992 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動車が市場に

投入される前に実

施する型式認証に

おける基準適合性

審査等の的確で効

率的な実施に向け

た取組を推進する

とともに、申請者

である自動車メー

カーや装置メーカ

自動車が市場

に投入される前

に実施する型式

認証における基

準適合性審査等

の的確で効率的

な実施に向けた

取組を推進しま

す。 

また、地方事

自動車が市場に

投入される前に実

施する型式認証に

おける基準適合性

審査等の的確で効

率的な実施に向け

た取組を推進しま

す。 

 

 また、審査方法

＜主な定量的指標＞ 
・審査方法等の改善 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行で

きているか。 

＜主要な業務実績＞ 
自動車等の保安基準適合性の審査を的確か

つ効率的に実施するとともに、適切な審査体

制の保持・整備に努めるため、以下の取り組

みを実施した。 
 

（ア）業務実績 
自動車認証審査を的確かつ効率的に実施

し、基準に適合しない自動車が市場に出回る

ことを防止した。 

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとおり着実

な実施状況にあると認

められる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認で

きた。 



5 
 

ー等の利便性の向

上を図ること。 
務所や海外事務

所の創設、審査

方 法 等 の 改 善

（50 件以上）に

より、型式認証

等の申請者であ

る自動車メーカ

ーや装置メーカ

ー等の利便性の

向 上 を 図 り ま

す。 
 

等の改善（10 件

以上）により、型

式認証等の申請者

である自動車メー

カーや装置メーカ

ー等の利便性の向

上を図ります。 

令和２年度申請型式数及び不合格件数は以

下のとおり。 
 車両審査件数 ： 2,874 型式 
 共通構造部型式審査件数 ： 194 型式 
 装置型式審査件数 ： 611 型式 
 不合格（基準不適合自動車等）件数 ： 
４件 

 
（イ）技術職員の育成、技術力の向上 
認証審査を的確かつ効率的に実施すること

を目的として、自動車認証審査官等の業務の

習熟度の認定及び業務に必要な知識・技能を

習得するための研修等を行っている。 
令和２年度においては、新人職員を対象と

した初任研修について、習熟度の高い自動車

認証審査官を教育係として選任し、質の高い

教育を実施した。 
自動車認証審査官等の業務に求められる役

割・責任、それに必要となる知識、能力等に

ついて再確認した上で、騒音、ブレーキ、排

気ガス等に関する研修を行い、的確な審査の

実施とともに認証審査官の専門性の向上を図

るための研修をのべ 22 回実施するととも

に、業務に必要な知識・技能の認定（令和２

年度においては 64 件）を習得するための研

修等を行った。 
的確な審査を実施すべく、自動車認証審査

部と関係業界で、自動運行装置に関する基準

（UNR157 令和４年７月から適用）、騒音

に関する新基準（UNR51 令和３年３月か

ら適用）、衝突被害軽減制動制御装置に関す

る基準（UNR152 令和３年 11 月から適

用）等についての合同勉強会を実施し、双方

の知見を共有した。 
自動車認証審査部と環境研究部の合同

で 、 路 上 走 行 試 験 法 （ Real Driving 
Emission：RDE）についての合同勉強会を

実施し、審査方法等についての技術水準の

向上を図った。 
 
（ウ）申請者の利便性の向上 
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施設や審査方法等の申請者のニーズを把握

し、申請者の利便性向上を図るため改善を行

った。 
電磁両立性試験施設において、二輪車の試

験にも対応できるよう必要な改修を行った。

また、高速ブレーキ準備棟から走行路への大

型試験車両の移動の円滑化のため、同棟前の

路面改修を行った。さらに、新型コロナウイ

ルス感染防止のため、Web 会議システムを

活用したリモート試験を試行的に実施する

等、10 件の改善を行った。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．（１）．② 的確で厳正かつ公正な業務の実施 

自動車の審査業務 
②使用段階における基準適合性審査  

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

検査コース

閉鎖時間 
2,000 時間

以下 
 1,450 時

間 30 分 
1,485 時

間 39 分 
1,444 時

間 33 分 
947時間

28 分 
1148 時間

00 分 
 予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

重大事故の

発生にかか

る度数率 

1.15 以下  1.12 0.23 0.68 0.69 0.23  決算額（百万円） 15,041 14,723 16,070 14,345 19,229 

街頭検査実

施台数 
110,000 台  121,077

台 
131,300
台 

129,424
台 

130,054
台 

121,387
台 

 経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 

         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動車の使用段階に

おける基準適合性審査

（いわゆる車検時の審

自動車の使用段階に

おける基準適合性審査

（いわゆる車検時の審

自動車の使用段階に

おける基準適合性審査

（いわゆる車検時の審

＜主な定量的指標＞ 
 検査コース閉鎖時

間 

＜主要な業務実績＞ 
（ア）平成 27 年度に神奈川

事務所において、保安基準

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとおり着

評定 B 
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査。以下「検査業務」

という。）を的確で厳

正かつ公正に実施する

こと。 
特に、検査業務にお

いて審査事務規程に則

った審査が行われず、

また、基準に適合させ

るために必要な装置を

不要と判断する等の不

適切事案が発生したこ

とを踏まえ、理事長及

び全理事からなる検査

業務適正化推進本部を

設置し、推進本部の責

任のもと、同種不適切

事案を二度と発生させ

ないよう、審査事務規

程等の見直し、不当要

求対策の着実な推進、

審査体制の整備等の必

要な措置を確実かつ速

やかに実施するととも

に、その実施を不断に

確認し、検査業務の適

正化に取り組むこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

査。以下「検査業務」

という。）を的確で厳

正かつ公正に実施しま

す。 
特に、検査業務にお

いて審査事務規程に則

った審査が行われず、

また、基準に適合させ

るために必要な装置を

不要と判断する等の不

適切事案が発生したこ

とを踏まえ、理事長及

び全理事からなる検査

業務適正化推進本部を

設置し、推進本部の責

任のもと、同種不適切

事案を二度と発生させ

ないよう、審査事務規

程等の見直し、不当要

求対策の着実な推進、

審査体制の整備等の必

要な措置を確実かつ速

やかに実施するととも

に、その実施を不断に

確認し、検査業務の適

正化に取り組みます。 
具体的には、審査事

務規程について、不明

確な補修等の規定を明

確化することなどによ

り不当要求行為を誘発

する要因を排除すると

ともに、検査工数の効

率化による検査官の過

重な負担の軽減を検討

します。 
さらに、受検者によ

る審査への不当介入の

排除と審査体制の整備

等のため、並行輸入自

動車の審査にあって

査。以下「検査業務」

という。）を的確で厳

正かつ公正に実施しま

す。 
（ア）特に、検査業務

において審査事務規程

に則った審査が行われ

ず、また、基準に適合

させるために必要な装

置を不要と判断したも

のや、検査機器の不具

合及び設定不備による

誤判定等の不適切事案

に対して、理事長及び

全理事からなる検査業

務適正化推進本部の責

任のもと、同種不適切

事案を二度と発生させ

ないよう、審査事務規

程等の見直し、不当要

求対策の着実な推進、

審査体制の整備等の必

要な措置を確実かつ速

やかに実施するととも

に、その実施を不断に

確認し、検査業務の適

正化に取り組みます。 
ⅰ．検査機器の不具

合及び設定不備による

誤判定の再発を防止す

るため、ｅラーニング

の活用等の研修、事務

所、地方検査部及び本

部が連携し、複層的な

チェック体制の強化等

の対策を推進します。 
ⅱ．審査事務規程に

ついて、不明確な補修

等の規定を明確化する

ことなどにより不当要

求行為を誘発する要因

 重大事故の発生に

かかる度数率 
 街頭検査実施台数 

 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

不適合の並行輸入自動車を

合格させたとして旧自動車

検査独立行政法人の職員３

名が逮捕された事案（以下

「神奈川事案」という。）に

ついて、当該事案の原因分

析及び再発防止策の提言を

求めるために設置した「神

奈川事務所の不適切事案等

に関する第三者委員会」（委

員長：岩村修二弁護士）の

報告書を踏まえ、検査業務

適正化推進本部（本部長：

理事長）の下、再発防止に

向けて取り組んだ。具体的

には、当該本部会合につい

て、令和２年度は２回開催

し、以下のとおり、神奈川

事案や検査機器の不具合及

び設定不備による誤判定事

案の再発防止対策の実施状

況の確認等を進め、着実に

各種対策を実施した。 
 

ⅰ．これまでに発生した検

査機器の不具合及び設定不

備による誤判定事案の再発

を防止するため、当該機器

の設定に人が介在しない仕

様の導入を進めた。 
また、従来の集合研修に

加え、e ラーニングを活用

し、全ての検査職員を対象

とした再発防止策の理解促

進に努めた。 
さらに、通達「検査機器

の適正の確保通達につい

て」に基づく事務所による

再発防止策を地方検査部が

チェックし、地方検査部の

当該チェック体制を本部が

実な実施状況にある

と認められる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認で

きた。 
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加えて、監事を補佐

する監事監査室を設置

する等、チェック機能

の強化を図ること。 
 
 
 
また、審査事務規程

に則った検査業務が行

えるよう、必要な機

器・設備を整備すると

ともに、職員への研修

や、受検者へ検査業務

の理解を求める周知活

は、書面審査の徹底、

現車審査の複数名での

実施の徹底等をすすめ

て、並行輸入自動車の

外観検査を確実に行う

ための専用審査棟を設

置します。また、事務

所における警備員を増

員するとともに、監視

カメラの増設等を進め

ます。これらにより、

不当要求対策の着実な

推進と審査体制の整備

等を進めます。 
その他、検査後に不

正改造が疑われる自動

車の情報を国と共有す

るとともに、これらの

取組全般を不断に点検

するため、内部監査室

を設置し要員を増加す

るなど内部監査部門を

強化するとともに、抜

き打ち方式の監査も導

入するなどにより、内

部監督体制を強化しま

す。 
加えて、監事を補佐

する監事監査室を設置

する等、チェック機能

の強化を図ります。 
 
 
 
また、審査事務規程

に則った検査業務が行

えるよう、必要な機

器・設備を整備すると

ともに、職員への研修

や、受検者へ検査業務

の理解を求める周知活

を排除するとともに、

検査工数の効率化によ

る検査官の過重な負担

の軽減を検討します。 
ⅲ．受検者による審

査への不当介入の排除

と審査体制の整備等の

ため、並行輸入自動車

の審査にあっては、書

面審査の徹底、現車審

査の複数名での実施の

徹底、警備員の活用等

をすすめるとともに、

並行輸入自動車の外観

検査等を確実に行うた

めに設置した専用審査

棟を適切に運用しま

す。また、不当要求対

応訓練の実施など、不

当要求対策を着実に推

進することにより、厳

正かつ公正な審査体制

の維持に努めます。 
ⅳ．検査後に不正改

造が疑われる自動車の

情報を国と共有すると

ともに、これらの取組

全般を内部監査室が不

断に点検するととも

に、抜き打ち方式の監

査を実施するなどによ

り、引き続き内部監督

体制を徹底します。 
 

（イ）また、審査事務

規程に則った検査業務

が行えるよう、必要な

機器・設備を整備する

とともに、職員への研

修や、受検者へ検査業

務の理解を求める周知

チェックする「階層的チェ

ック」体制を強化する等、

対策を推進した。 
 

ⅱ．的確で厳正かつ公正な

審査業務を行うため、新規

検査等に事前提出する書面

について、対象技術基準等

を拡大し、型式認証時から

の変更点に対する基準適合

性証明範囲の明確化を図っ

た。 
また、並行輸入自動車の

事前審査書面について、技

術基準等への適合性を証す

るラベル（WVTA ラベル

等）の審査の厳格化等を図

った。 
さらに、事前書面審査に

おいて不受理となった事案

や、現車審査時に書面審査

と相違するなどの不正が疑

われる事案などに対して高

度化施設でのアラートやイ

ントラでの周知を図り、情

報共有体制を強化した。 
 

ⅲ．神奈川事案に係る第三

者委員会報告書において、

「本部の役職員と現場の検

査官等の組織としての一体

性を醸成」することが必要

と指摘されていることを踏

まえ、並行輸入自動車専用

審査棟の運用方法等につい

て、前年度に引き続き本

部、関東検査部及び神奈川

事務所からなるチームで検

討を進めた。具体的には、

神奈川事務所における並行

輸入自動車の書面審査日数
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動等に取り組むこと。

これらの対策を推進す

ることによって、コー

ス 稼 働 率 を 年 平 均

99.5％以上とするた

め、故障を起因とする

コース閉鎖時間を年平

均 2,000 時間以下とす

ること。 
 
検査業務の実施にあ

たっては、受検者の安

全性・利便性の向上も

重要であることから、

地方事務所に配置して

いる専門案内員の拡充

や、案内表示の改善等

を実施すること。これ

ら対策を推進すること

によって、中期目標期

間中の重大な事故の発

生にかかる度数率を年

平均 1.15※以下とす

ること。 
※厚生労働省がまとめ

る事業所規模が 100名

以上の特掲産業別労働

災害率のうち自動車整

備業の度数率が、平成

26 年度は 1.15 である

ことを踏まえ、それと

同等の値とすることを

目指すもの。 
 
社会的要請が高い街

頭検査への重点化を図

るため、街頭検査の実

施にあたっては、例え

ば、特に社会的要請が

高い騒音対策につい

て、これまで試行的に

動等に取り組みます。

これらの対策を推進す

ることによって、コー

ス 稼 働 率 を 年 平 均

99.5％以上とするた

め、故障を起因とする

コース閉鎖時間を年平

均 2,000 時間以下とし

ます。 
 
検査業務の実施にあ

たっては、受検者の安

全性・利便性の向上も

重要であることから、

地方事務所に配置して

いる専門案内員の拡充

や、案内表示の改善等

を実施し、これら対策

を推進することによっ

て、中期目標期間中の

重大な事故の発生にか

かる度数率を年平均

1.15※以下とします。 
※厚生労働省がまとめ

る事業所規模が 100名

以上の特掲産業別労働

災害率のうち自動車整

備業の度数率が、平成

26 年度は 1.15 である

ことを踏まえ、それと

同等の値とすることを

目指すもの。 
 
 
社会的要請が高い街

頭検査への重点化を図

るため、街頭検査の実

施にあたっては、例え

ば、特に社会的要請が

高い騒音対策につい

て、これまで試行的に

活動等に取り組みま

す。これらの対策を推

進することによって、

コース稼働率を年平均

99.5 ％以上とするた

め、故障を起因とする

コース閉鎖時間を年間

延べ 2,000 時間以下と

します。 
 
検査業務の実施にあ

たっては、受検者の安

全性・利便性の向上も

重要であることから、

地方事務所に配置して

いる専門案内員の拡充

や、案内表示の改善等

を実施し、これら対策

を推進することによっ

て、令和元年度期間中

の重大な事故の発生に

かかる度数率を 1.15※
以下とします。 
※厚生労働省がまと

める事業所規模が 100
名以上の特掲産業別労

働災害率のうち自動車

整備業の度数率が、平

成 26 年度は 1.15 であ

ることを踏まえ、それ

と同等の値とすること

を目指すもの。 
 
 
（ウ）社会的要請が高

い街頭検査への重点化

を図るため、街頭検査

の実施にあたっては、

例えば、特に社会的要

請が高い騒音対策につ

いて、これまで試行的

について、昨年度実施した

四輪車の審査日数延長によ

る効果の分析を行い、二輪

車についても四輪車と同等

の審査日数となるよう延長

し、更なる業務の適正化を

図った。 
また、これまで拡充を図

ってきた受検者の遵守事項

等について、効果検証を行

ったほか、関東検査部管内

の事務所における並行輸入

自動車の書面審査等に関す

る実態調査や事務所職員と

の意見交換を実施し、各事

務所が抱える課題や業務を

効率的に実施するための工

夫点等について整理し、今

後の並行輸入自動車の書面

審査のあり方についてとり

まとめた。 
さらに、第三者委員会報

告書を踏まえて実施してい

る再発防止策の進捗状況に

ついて、外部有識者による

モニタリングにおいて、神

奈川事務所の現地視察や自

動車機構役員との意見交換

等を通じ、第１期中期計画

期間全体におけるこれまで

の自動車機構の取組みにつ

いて総括評価を行い、再発

防止策が着実に実施されて

きた旨の評価を得た。 
加えて、全国の地方検査

部・事務所（以下、「地方事

務所等」という。）において

は、不当要求に毅然と対応

し厳正・公正な審査が行え

るよう、通達に規定されて

いる特異事業者への対応の
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実施してきた車両下部

画像確認システムの使

用を拡大するなど検査

内容の充実を図り、検

査効果の向上に努める

こと。これらの取組に

あたっては国と連携し

て効率的な実施に努

め、引き続き、中期目

標期間中に 55 万台以

上実施することを目指

すこと。また、所要の

構造・装置の取り外し

が疑われる車両に係る

情報について、国と共

有し、街頭検査を実施

することにより、一層

の不正改造車対策を推

進すること。 
さらに、国と連携

し、不正改造車対策の

ための活動を行うこ

と。 
 
検査業務時の車両の

状態を画像等で取得す

る機器及び検査業務の

結果等について電子的

に記録・保存する機器

を有効に活用すること

により、業務の適正化

と不正改造車対策を推

進すること。なお、こ

れらの機器の活用にあ

たっては、機器の改善

により、検査業務の負

担増加を緩和すること

に留意するとともに、

街頭検査等での画像照

合をより効果的に行う

観点で、継続検査時の

実施してきた車両下部

画像確認システムの使

用を拡大するなど検査

内容の充実を図り、検

査効果の向上に努めま

す。これらの取組にあ

たっては国と連携して

効率的な実施に努め、

引き続き、中期目標期

間中に 55 万台以上実

施することを目指しま

す。また、所要の装置

の取り外し等が疑われ

る車両に係る情報につ

いて、国と共有し、街

頭検査を実施すること

により、一層の不正改

造車対策を推進しま

す。 
さらに、国と連携

し、不正改造車対策の

ための活動を行いま

す。 
 
検査業務時の車両の

状態を画像等で取得す

る機器及び検査業務の

結果等について電子的

に記録・保存する機器

を有効に活用すること

により、業務の適正化

と不正改造車対策を推

進します。なお、これ

らの機器の活用にあた

っては、機器の改善に

より、検査業務の負担

増加を緩和することに

留意するとともに、街

頭検査等での画像照合

をより効果的に行う観

点で、継続検査時の車

に実施してきた車両下

部画像確認システムの

使用を拡大するなど検

査内容の充実を図り、

検査効果の向上に努め

ます。これらの取組に

あたっては国と連携し

て効率的な実施に努

め、引き続き、令和元

年度期間中に 11万台以

上実施することを目指

します。また、所要の

装置の取り外し等が疑

われる車両に係る情報

について、国と共有

し、街頭検査を実施す

ることにより、一層の

不正改造車対策を推進

します。 
さらに、国と連携

し、不正改造車対策の

ための活動を行いま

す。 
 
検査業務時の車両の

状態を画像等で取得す

る機器及び検査業務の

結果等について電子的

に記録・保存する機器

を有効に活用すること

により、業務の適正化

と不正改造車対策を推

進します。なお、これ

らの機器の活用にあた

っては、機器の改善に

より、検査業務の負担

増加を緩和することに

留意するとともに、街

頭検査等での画像照合

をより効果的に行う観

点で、継続検査時の車

流れを含めた対応訓練を全

ての地方事務所等において

実施した。 
 

ⅳ．基準適合性審査、不当

要求防止対策及び事故防止

対策の実施状況に関し、本

部が地方事務所等に対して

適切に指導・監督するため

に、一般監査を地方事務所

等 13 箇所、重点監査を１箇

所に対し実施するととも

に、無通告調査についても

実施した。監査実施結果は

他の地方事務所等に横展開

し、好事例の取入れ及び改

善指摘があった事項の自己

点検を促し同種事案の予防

処置を図った。 
 

（イ）検査コースについて

は稼働率を年平均 99.5％以

上とするため、使用年数が

長く、故障発生の可能性が

高い検査機器 14 基につい

て、老朽更新を行った。 

また、機器メーカーに対

して、定期点検の確実な実

施及び故障への迅速な対応

等の要請を行った。 

さらに、検査機器の適正

な運用を確保するため、研

修センターに一酸化炭素・

炭化水素測定器及びオパシ

メータを設置し、実務的な

研修を実施するための設備

の充実化を図った。 

これらの取り組みによ

り、令和２年度における故

障を起因とするコース閉鎖

時間は年間延べ 1,148 時間
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車両の状態についても

画像を取得するよう、

検討すること。 

両の状態についても画

像を取得するよう、検

討します。 

両の状態についても画

像を取得するよう、検

討します。 

となり、前中期期間（旧自

動車検査独立行政法人）の

平均閉鎖時間の約 1,916 時

間に比べ約 40％削減した。 

 
受検者の安全性・利便性

の向上を図るため、案内表

示の改善や、事故などに対

する注意喚起を引き続き実

施した。特に令和２年度に

おいては以下の通り重点的

に事故防止に係る取組みを

実施した。 
 

➢ 地方事務所等から事故

発生の報告があった場合は

同種事故防止を目的とした

事故速報を速やかに展開す

るとともに、関係事務所等

と再発防止策の検討を実施

した。  
➢ 非常勤職員が当事者と

なる事故の発生状況を踏ま

え、非常勤職員を対象とし

て、事故に特化した研修を

新たに導入した。 
➢ 事故防止啓発ポスター

を定期的に地方事務所等に

展開し、受検者への注意喚

起として検査場内に掲示を

行った。  
➢ 特に重大事故に対して

は、①事故発生から速やか

に事故速報を地方事務所等

に展開、②当該重大事故に

特化した再発防止ポスター

を作成し、地方事務所等に

展開・掲示、③事故映像の

加工データを作成し、地方

事務所等に展開・イントラ

へ掲載・研修等の機会を捉
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えて再周知等の対応を迅速

に行った。 
 

これらの取り組みによ

り、重大な事故発生に係る

度数率は年度計画における

数値目標 1.15 を大幅に下回

り、0.23 となった。 
 
（ウ）路上において不正改

造等の取り締まりを行うた

め、国土交通省及び各都道

府県警察等と協力し、社会

的要請が高い街頭検査を実

施した。令和２年度におい

ては、新型コロナウイルス

の感染拡大による影響を受

けながらも、通常の街頭検

査に加えて民間企業等とも

連携した街頭検査を実施す

ること等により、121,387
台の車両について街頭検査

を実施した。 
 
検査で取得した画像は、

国土交通省が保有する自動

車検査情報システムに保存

され、検査において不正が

疑われる車両があった際に

は、当該システムが保有す

る画像情報と照合すること

で適切な検査業務の実施に

繋げた。 
また、審査事務規程の改

正や高度化施設の機能追加

により、特殊な車両や標準

車から変更があった座席等

室内の画像の撮影・保存を

行い、次回検査時等におい

てこれらを参照しながら検

査可能な環境を整え、二次
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架装や不正改造の発見等検

査業務の更なる適正化に活

用した。 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．（２） 的確で厳正かつ公正な業務の実施 

自動車の登録確認調査業務 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 
         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 

         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 国から移管さ

れた自動車の登

録確認調査の確

実な実施に向け

た取組を推進す

ること。また、

国土交通省にお

国から移管さ

れた自動車の登

録確認調査の確

実な実施に向け

た取組を推進し

ます。また、国

土交通省におい

国から移管さ

れた自動車の登

録確認調査の確

実な実施に向け

た取組を推進し

ます。 

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 
業務の確実な実施に向けて、

「新任登録確認調査員研修」（自

動車機構主催）及び地方検査部ご

との登録確認調査員に対する研修

を行い、登録確認調査の現況及び

問題点について協議・的確に対応

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとおり

着実な実施状況に

ある と認めら れ

る。 
 

評定 B 
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いては、平成 28
年度の業務状況

を踏まえ、最終

的に移管する人

員を平成 29 年度

に検討し、平成

30 年度開始まで

に移管を完了す

ることとしてお

り、その準備を

連携して進める

こと。 

ては、平成 28 年

度の業務状況を

踏まえ、最終的

に移管する人員

を平成 29 年度に

検討し、平成 30
年度開始までに

移管を完了する

こ と と し て お

り、連携して準

備を進めます。 

計画通り着実に実行

できているか。 
する等により、登録確認調査の確

実な実施に努めた。 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．（３） 的確で厳正かつ公正な業務の実施 

自動車のリコール技術検証業務 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

不具合情報の

分析 
4,000 件  4,000 件 

(国土交通省に寄せら
れた不具合情報の件数
の実績) 

5,076 件 4,964 件 5,010 件 4,787 件 4,504 件  予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 
         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 リコールの迅

速かつ確実な実

施を図るため、

国土交通省との

連携の下、自動

リコールの迅

速かつ確実な実

施を図るため、

国土交通省との

連携の下、自動

リコールの迅

速かつ確実な実

施を図るため、

国土交通省との

連携の下、自動

＜主な定量的指標＞ 
不具合情報等の分析

状況（モニタリング

指標） 
 

＜主要な業務実績＞ 
リコール技術検証部では、車両の不具

合の発生原因が設計又は製作の過程にあ

るのかについて技術的な検証（以下、

「技術検証」という。）を国土交通省か

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとお

り着実な実施状

況にあると認め

評定 B 
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車の不具合の原

因が設計又は製

作の過程にある

かの技術的な検

証を実施するこ

と。特に、平成

27 年の道路運送

車両法の改正に

よりリコールに

係る報告徴収・

立入検査の対象

として装置製作

者等が加えられ

たことから、装

置を含めたリコ

ール技術検証の

実施のための体

制強化を図るこ

と。 
【指標】 
●不具合情報等

の分析状況（モ

ニ タ リ ン グ 指

標） 
 

車の不具合の原

因が設計又は製

作の過程にある

かの技術的な検

証 を 実 施 し ま

す。この技術的

な検証に活用す

るため、国土交

通省からの依頼

に応じて不具合

情報を確実に分

析 す る こ と と

し、20,000 件以

上の分析に努め

ます。また、平

成 27 年の道路運

送車両法の改正

によりリコール

に 係 る 報 告 徴

収・立入検査の

対象として装置

製作者等が加え

ら れ た こ と か

ら、装置を含め

たリコール技術

検証の実施のた

めの体制強化を

図ります。 

車の不具合の原

因が設計又は製

作の過程にある

かの技術的な検

証 を 実 施 し ま

す。この技術的

な検証に活用す

るため、国土交

通省からの依頼

に応じて不具合

情報を確実に分

析 す る こ と と

し、4,000件以上

の分析に努めま

す。 
 

＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。体制

強化の進捗度合いは

どうか。 
 

らの依頼によって行っている。その技術

検証業務の一環として、国土交通省が収

集した不具合情報について、それが設計

又は製作に係わる不具合であるかを分析

している。不具合情報が設計又は製作に

起因することが疑われる事案について技

術検証を行うとともに、自動車メーカー

が自主的に届け出たリコール届出内容の

技術的な妥当性についても技術検証を行

うことにより、リコール制度が適切に機

能するように貢献することを目的として

いる。 
 

令和２年度の取組み状況については以

下の通り。 
（ⅰ） 不具合情報の分析 
国土交通省の依頼に基づき、自動車メ

ーカーから報告された不具合情報 3,060
件について、また、自動車メーカーから

報告された事故・火災情報 1,213 件につ

いて分析を行った。これにより分析した

不具合情報件数は合計 4,504 件となり、

年度計画における数値目標 4,000 件を上

回る達成率 113％の成果が得られた。 
不具合情報の分析にあたっては、個々

の不具合情報の分析において、国土交通

省と連携して、必要に応じて国土交通省

に報告された過去の類似不具合情報件数

を把握し、設計又は製作に係わる不具合

が疑われる情報の発見に努めた。また、

国土交通省に報告された過去の不具合情

報や技術検証案件を検索ができるシステ

ムを構築し類似不具合情報件数を把握で

きるようにした。 
さらに検査情報のほか自動車機構が保

有する不具合情報等も含め、これらを横

断的に集計・分析することが可能なシス

テムを令和３年度に構築・運用すること

を前提に、現状において想定される課題

等の検証を実施した。 
 

られる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
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（ⅱ）効果的かつ効率的な技術検証の実

施 
国土交通省からの依頼により、不具合

の原因が設計又は製作の過程にあるの

か、また、リコールの届出に係る改善措

置の内容が適切であるのかについて技術

検証を行った。技術検証の実施において

は、国土交通省と連携した各事案の進捗

管理や事務処理の簡略化により、技術検

証回数を 310 回（過去５カ年平均 450
回）行った。技術検証回数は減少した

が、市場措置につながった件数は 22 件

（過去５カ年平均 17 件）で前年度 19 件

にくらべて増加しており不具合の原因究

明に大きく貢献した。 
令和２年度に新たに技術検証を開始し

た件数は 92 件となった。（過去５カ年平

均 102 件） 
 

（ⅲ）国土交通省からの受託調査による

ユーザー向け情報提供及び注意喚起 
自動車ユーザーやメーカー等への情報

提供及び注意喚起に資するため、国土交

通省からの受託調査による不具合情報の

統計分析やリコール届出内容の分析を実

施した。 
これらの結果は、「令和２年事故・火

災情報の統計結果」及び「四半期毎の自

動車不具合情報の集計結果について（令

和２年度）」、「令和元年度自動車のリコ

ール届出内容の分析結果について」とし

て、国土交通省のホームページに掲載さ

れた。 
また、国土交通省から受託した「令和

２年度脱出ハンマー使用方法の啓発に係

る調査業務｣については、水没時におけ

る脱出用ハンマーの使用方法等に関して

啓発ビデオを作成しユーザーへの注意喚

起を行った。 
 

（ⅳ）講演会等での発表 
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オンライン開催された 50周年記念講演

会において、「リコール技術検証部の今

後の取り組み」と題し、多様化・複雑化

する自動車不具合への対応について発表

し、視聴していただいたユーザー、自動

車メーカー、関係団体等へ周知した。 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（１）① 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

研究開発の成果の最大化その他の研究業務の質の向上に関する事項 
①研究内容の重点化・成果目標の明確化 
 自動車（安全関係） 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
重要度：高 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 
         決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

         経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 
         経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

         従事人員数 43 43 43 43 43 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
別紙１で定めた研究

計画に対し、所期の

目標を達成している

か。また、目標を超

過して達成した課題

の数。 
 
＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 
①研究内容の重点化・成果目標の明確化 
交通安全環境研究所に設置された研究企画会議において、

研究業務に関する企画、管理及び総合調整を行い、研究課題

選定方針を下記（１）及び（２）の要件を満たす課題のみを

選定し、これに研究者のリソースを振り向け重点化すること

により、研究目的の指向性向上及び研究内容の質的向上を図

ることとした。 
 

選定された研究課題については、交通安全環境研究所長が

主催する課題群進捗報告会において、運営費交付金で行う経

常研究に限らず、受託研究や共同研究、競争的資金による研

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
年度計画の目標

を超えた研究成

果が 22 項目中４

項 目 で 得 ら れ

た。 
コンピュータシ

ミュレーション

を用いた自動走

行機能の安全性

評価手法の検討

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
令和２年度研究計画において設定した研究課

題について、実施した 22 項目のうち 18 項目

で目標を達成、4 項目で目標を超過達成した

ことに加え、以下の課題については、中期計

画が目的とする我が国の自動運転技術の国際

標準化に寄与する研究開発成果の最大化を達

成しているため、所期の計画を上回る成果を

得たと認められることから「Ａ」評定とし

た。 
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いて行うものと

する。 
また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

うものとする。 
これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

計画期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進するものとす

る。 
 また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、評

価 に 当 た っ て

は、下記に掲げ

る評価軸及び①

から④までに掲

げる指標等に基

づいて実施する

ものとする。 

いて行います。 

 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業務

に係る評価につ

いては、研究業

務全体を一定の

事業等のまとま

りと捉え、自己

評価に当たって

は、中期目標に

定められた評価

軸及び指標等に

基づいて実施し

ます。 

 

いて行います。 

 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、自

己評価に当たっ

ては、中期目標

に定められた評

価軸及び指標等

に基づいて実施

します。 

 

国が実施する関連行

政施策の立案や技術

基準の策定等に反映

するための研究であ

るか。具体的には、

自動車、鉄道等の安

全の確保、環境の保

全及び燃料資源の有

効な利用の確保に係

る基準の策定等に資

するとされた調査及

び研究を実施してい

るか。 

究等を含め、交通安全環境研究所で実施する各分野の研究課

題を９つの研究課題群に集約し、課題群ごとに研究責任者か

ら研究の進捗度合いと今後の実行計画、将来展望、行政施策

との関連などを確認した。こうした方法で進捗管理を適切・

確実に実施した。 
 

（１）研究目的が下記のいずれかに該当すること 
 自動車及び鉄道等の陸上交通に係る国民の安全・安心の

確保及び環境の保全を図るため、国が実施する関連行政

施策の立案や技術基準の策定に資する研究 
 自動車及び鉄道等に係る我が国技術の国際標準化に資す

る研究 
 

（２）研究分野が下記のいずれかに該当すること 
【自動車（安全関係）】 
ⅰ．予防安全 
ⅱ．衝突安全 
ⅲ．自動運転技術の安全性・信頼性 

【自動車（環境関係）】 
ⅳ．燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性能評価 
ⅴ．実走行時の有害物質及び騒音の評価 
ⅵ．実用燃費の評価 

【鉄道等】 
ⅶ．都市交通システムの安全性・信頼性評価 
ⅷ．地方鉄道の安全性向上 
ⅸ．公共交通の導入促進・評価 

 
（３）さらに上記（１）及び（２）の要件を満たした提案課

題について、新規課題については下記の（ｉ）～（ⅶ）

の観点から、継続課題については下記の（ｉ）～（ⅴ）

の観点から評価し、ポイントの高い課題を選定する。評

価のポイントの低い課題は不採択（新規課題の場合）又

は中止（継続課題の場合）とした。 
 

新規課題 
（ⅰ）交通安全環境研究所の役割の整理がなされ、その研

究所の使命と整合していること 
（ⅱ）研究成果による国の目標実現、施策への寄与度が高

いこと 
（ⅲ）社会的必要性や緊急性が高いこと 
（ⅳ）令和２年度 研究計画策定基本方針の内容にあって

では、統計分析

に十分な数のド

ラレコデータを

解析し、実交通

環境下での認知

反応時間を算出

した。この時間

は人間ドライバ

モデルの認知反

応時間に資する

値として、国土

交通省の自動運

転基準検討会議

に報告し、国際

会議での議論に

も活用された。 
また、歩行者保

護を目的とした

コミュニケーシ

ョンライトによ

る情報提供に関

する研究では、

運転情報を車両

前方に表示する

コミュニケーシ

ョンライト（路

面描画）が先行

車制動灯点灯へ

の反応時間にど

う影響するかを

ドライビングシ

ミュレータで検

証し、コミュニ

ケーションライ

トの安全性評価

手法及び評価結

果を GRE の本

会議及びその専

門 部 会 で 報 告

し、国際技術基

準案の議論に貢

・コンピュータシミュレーションを用いた自

動走行機能の安全性評価手法の検討では、統

計分析に十分な数のドラレコデータを解析

し、実交通環境下での認知反応時間を算出し

た。この時間は人間ドライバモデルの認知反

応時間に資する値として、国土交通省の自動

運転基準検討会議に報告され、国際会議での

議論にも活用されたこと。 
・歩行者保護を目的としたコミュニケーショ

ンライトによる情報提供に関する研究では、

運転情報を車両前方に表示するコミュニケー

ションライト（路面描画）が先行車制動灯点

灯への反応時間にどう影響するかをドライビ

ングシミュレータで検証し、コミュニケーシ

ョンライトの安全性評価手法及び評価結果を

GRE の本会議及びその専門部会で報告し、

国際技術基準案の議論に貢献したこと。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・コミュニケーションライトについて、規制

灯火ではあるが、交通事故死亡者は夜間の横

断中の歩行者が多いというデータが出ている

ので、非常に大事な分野である一方、この灯

火などは非常に規制が強いところ。今後の規

制にあたり国際的な動向も踏まえ安全の確保

について積極的に進めていただきたい。 
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【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いること 
（ⅴ）目標（マイルストーン）の設定が適切であること 
（ⅵ）コスト、研究者数、研究期間の記載された計画書、

予算計画書が適切であること 
（ⅶ）先見性、独創性を備え、研究所の基礎的な研究能力

強化に貢献するものであること 
 

継続課題 
（ⅰ）国との具体的な連携を実施していること 
（ⅱ）これまでの研究成果が目標（マイルストーン）を 
達成していること 

（ⅲ）目標（マイルストーン）の設定が適切であること 
（ⅳ）研究所の基礎的な研究能力強化に貢献してきてい 
ること 

（ⅴ）コスト、研究者数、研究期間の記載された計画 
書、予算計画書が適切であること 

 
（４）上記の評価でポイントが高い提案課題について、国の

行政施策への貢献という目的指向性をより高めるため、

各技術分野を担当する国の行政官も参画した「研究課題

選定・評価会議」を開催し、運営費交付金で行う研究課

題（経常研究）については、新規提案課題の採択可否の

決定、継続課題の中間評価、並びに研究計画の見直し等

に関する審議を行った上で、次年度の研究課題を決定し

た。特に行政からは、提案課題が国の交通安全・環境の

諸施策と整合しているか、研究成果が国土交通省の技術

施策（技術基準の策定等）に有効に活用できるかといっ

た観点で評価を受けた。 
 

新規課題数： ７課題 
継続課題数： 10 課題 

 
また、客観的な観点での研究評価を実施するため、各技

術分野を代表する外部の有識者で構成される研究評価委員

会を開催し、運営費交付金で行う各経常研究について、事

前、中間（研究期間が５年を超える課題の３年目に実

施。）、事後の外部評価を実施した。特に研究の手法に関し

ては、学術的見地での貴重なご意見を頂き、その後の研究

に反映させることとした。なお、各課題の評価結果につい

ては、当所ホームページで公表し、その透明性を図った。 
 

献した。 
以上の理由によ

り、所期の目標

を上回る成果が

得られており、

Ａ評定と認めら

れる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象となる新規研究テーマ（事前評価）： ５課題 
評価対象となる継続研究テーマ（中間評価）：対象課題 
無し 
評価対象となる終了研究テーマ（事後評価）： ５課題 

 
年度計画の別紙１にて設定した各研究分野における具 

体的な取組みについては、その概要を以下に記述する。 
 

ⅰ．予防安全（３課題） 
 
交通事故における死傷者数のさらなる低減を図るためには

自動運転技術の発展は必要不可欠であり、また、その技術を

国際標準化していくことが重要である。 
令和２年度には、自動運転車両の安全性を評価するための

実験車両を開発するとともに、判例に基づき評価対象となる

運転場面を明らかにした。また、自動運転中のドライバが行

う二次タスクの影響を評価するための実験環境を構築した。

高齢ドライバによる交通事故削減を目指し、高齢者の日常的

な運転特性を解析する手法について検討した。さらに、灯火

を用いて周辺の歩行者、自転車等に情報を伝達する新技術の

安全性評価を行った。これらの研究成果を国際基準化議論の

ために提供した。 
 

○混合交通を想定した自動運転車の安全性評価手法の検討 

ドライバの運転行動に基づいた自動走行機能の安全性評価

手法を考案することを目的とした。 
自動車線変更機能の安全性評価の基準となるデータを取得

するために、ドライバが高速道路上で行う車線変更時に示す

運転特性の計測を可能とする周辺車両挙動計測車両を開発し

た。 
これらの成果は、引き続き次年度の研究に活用する。 

 
○コンピュータシミュレーションを用いた自動走行機能の安

全性評価手法の検討 

コンピュータシミュレーションにおいて自動運転車の安全

性を評価するシナリオを準備するにあたり、自動走行機能が

安全性を担保すべき状況を判例に基づいて明らかにすること

を目的とした。 
自動運転車に求める安全性能の規範を得るため、人間ドラ

イバにおける危険事象の発生からブレーキ操作までの認知反
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国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

重点的に推進す

るべき研究開発

の方針は別紙１

に掲げるとおり

とする。 
な お 、 自 動

車・鉄道技術の

急速な進展を踏

まえ、必要に応

じて、別紙１は

変更する場合が

ある。 

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針に沿って重

点的に研究開発

を推進します。 
 別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を毎年開催

し、行政ニーズ

とアウトカムを

的確にとらえた

研究テーマを設

定します。その

上で、外部有識

者を招聘する研

究評価委員会を

毎年開催し、新

規研究テーマの

必要性、目標設

定や研究手法の

妥当性等を確認

し、実施中の研

究テーマの進捗

確認と必要な軌

道 修 正 等 を 行

い、終了研究テ

ーマの最終成果

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針及び令和元

年度計画に沿っ

て重点的に研究

開発を推進しま

す。 
別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を開催し、

行政ニーズとア

ウトカムを的確

にとらえた研究

テーマを設定し

ま す 。 そ の 上

で、外部有識者

を招聘する研究

評価委員会を開

催し、新規研究

テ ー マ の 必 要

性、目標設定や

研究手法の妥当

性等を確認し、

実施中の研究テ

ーマの進捗確認

と必要な軌道修

正等を行い、終

応時間を交通事故の裁判例に基づいて調査した。裁判例 87
件（刑事 44、民事 43）における認知反応時間の分布及び考

え方をまとめた。加えて、統計分析に十分な数のドラレコデ

ータを解析し、認知反応時間が約 0.75 秒であることを示

し、シミュレーションを用いた自動走行機能の安全性評価の

基礎となる認知・反応時間に関する科学的裏付けを得た。 
本成果を自動運転の安全性評価に関する国際会議

（FRAV）が議論している人間ドライバモデルの認知反応時

間に資する値として、国土交通省の自動運転基準検討会議に

報告し、国際会議での議論に活用された。 

 
○高齢ドライバの運転特性に基づく先進安全技術を利用した

事故予防対策に関する研究 

高齢者に使いやすく、事故の予防効果が高い予防安全シス

テムの評価方法を開発することを目的した。 
名古屋大学が保有する高齢者人間・運転特性データベース

を解析し、名古屋地区の高齢ドライバにおけるヒアリハット

の内容を分類し、ハザードマップを作成した。また、自動運

転から手動運転への権限移譲場面において、二次タスクが運

転引継ぎ時間や引継ぎ後の手動運転の品質に与える影響を調

べるための実験環境を構築し、高齢者の比較対象となる若年

者 20 名以上のデータを取得し、評価方法を開発した。 
以上に関する研究成果に基づき、３件の所外向け発表を行

った。 

 
○歩行者保護を目的としたコミュニケーションライトによる

情報提供及びグレアレスライトに関する研究 

将来市場展開が予想される自動運転車両に対して、歩行者

等に対し意志表示をするコミュニケーションライトについて

の検討が開始されている。さらに路面描画ランプについても

灯火器専門家会合（GRE）においても基準化議論が開始さ

れ、我が国においても安全基準のための知見を持つことが望

まれている。また近年、自動車灯火に対するグレア低減の要

望も強まっており、その対策基準についての検討を行うこと

を目的した。 

（ⅰ）コミュニケーションライトの歩行者への誘目性・視認

性に関する解析 
路面描画ライトによるブレーキ反応時間の変化についてド
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の到達度や社会

的有用性等につ

い て 評 価 を 行

い、将来の発展

等についてご指

導をいただきま

す。 
さらに、交通

安全環境研究所

長が主催する課

題群進捗検討会

を課題群ごとに

毎年開催し、各

研究テーマの進

捗確認と関連研

究分野の連携可

能 性 等 を 検 討

し、最大限の成

果が効率的に達

成できるように

努めます。 
 

了研究テーマの

最終成果の到達

度や社会的有用

性等について評

価を行い、将来

の発展等につい

てご指導をいた

だきます。さら

に、交通安全環

境研究所長が主

催する課題群進

捗検討会を課題

群 ご と に 開 催

し、各研究テー

マの進捗確認と

関連研究分野の

連携可能性等を

検討し、最大限

の成果が効率的

に達成できるよ

うに努めます。 

ライビングシミュレータによる評価実験を実施した。その結

果路面描画ランプにより平均 0.09 秒程度のブレーキ反応時

間に遅れが生じる可能性があること等が明らかになった。 
 

（ⅱ）コミュニケーションライトの安全性に関する調査解 
析 
信号灯路面描画に対する被験者実験を実施し、それによる

反応時間の変化やスマホ操作による影響などについて評価解

析を行った。その結果、方向指示器を路面描画させることに

より有目性が向上することなどが明らかになった。 
この研究から出た成果を、前方路面描画ランプの実験結果

（ブレーキ反応の遅延や路面輝度測定結果等）を GRE の本

会議及びその専門部会で報告し、国際技術基準案の議論に貢

献した。また、本成果を取りまとめ、学会において４件発表

した。 
 

ⅱ．衝突安全（２課題） 
 
近年、衝突被害軽減ブレーキ（Advanced Emergency 

Braking System：AEBS）などのいわゆる予防安全装置を装

着した車両の普及が顕著である。一方で、AEBS は、運転者

等の意識外で作動すると乗車姿勢が乱れるため、衝突時にシ

ートベルトやエアバッグの効果が低減する可能性がある。そ

こで、最近普及が進んでいる予防安全装置作動時の乗車姿勢

の乱れが衝突時の受傷状況に及ぼす影響に関する研究を実施

する。また、車両の安全基準が未整備な自転車乗員につい

て、自転車乗員の体格と衝突被害との関係について調査を実

施する。 
 

○予防安全装置作動時の乗員挙動が受傷に及ぼす影響に関す

る研究 
 

AEBS 作動時の前席乗員の挙動調査及びスレッド試験時の

乗員挙動計測方法の検討を目的とした。 
AEBS 作動後に前面衝突事故を起こした状況を想定したス

レッド実験を実施した。ダミーの搭載方法は、基準搭載姿勢

（米国法規 FMVSS208）と令和元年度に実施した「AEBS
作動時の乗員挙動の調査」で計測した乗員姿勢にダミーの初

期姿勢（2 種類）とした。 
乗員傷害は、運転席に小柄女性ダミーを搭載して、各条件

における主損傷部位や傷害値を計測した。 
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乗員の初期乗車姿勢は乗員の主損傷部位及び傷害値の大き

さに影響を及ぼすことが明確になった。今後は後席乗員の初

期姿勢と傷害値の関係について比較実験を実施し、衝突試験

法の改定に生かすべく結果を公表してゆく予定である。 
 

○自転車乗員の体格が衝突被害に及ぼす影響に関する研究 

車両と自転車乗員の衝突状況を明確化することを目的と

し、車両と女性自転車乗員､子供自転車乗員との衝突実験結

果を分析した。実験では､女性ダミーや子供ダミーを自転車

乗員として初めて用いた衝突実験であることから､衝突速度

を 20 km/h と低く設定した。低速度ではあるが､女性自転車

乗員は､頭部が前面窓ガラス､腰部はボンネット先端部にそれ

ぞれ衝突した。一方､子供自転車乗員では､車両ボンネット先

端が胸部、バンパーが腰部に対する加害部位となることが判

明した。 
今後、より高速度において衝突実験を実施する上での技術

的なベースを築くことができた。n 数を増加させ実験を実施

することで、所外にむけ衝突実験データを発表予定である。 
 

ⅲ．自動運転技術の安全性・信頼性（３課題） 
 

自動運転技術の普及に伴い、高度化する車両制御に係る情

報の適切な管理が必要となってきている。このため、車両の

制御に係る重要な情報を保護する観点で、データ改ざんの防

止策等の確認の方法を検討する。また、交通弱者に配慮した

新型自動車用灯火が研究されており、これらの事故低減効果

の検証を行い、新たな技術基準案を検討する。さらに、電子

制御が増加するに従って重要になってきている電磁的両立性

に関する国際基準等の改正動向等の把握を行う。 
 

○自動車における電磁両立性に関する調査 
 

自動運転技術の急速な進展は電子制御技術の高度化により

成り立っているといっても過言ではない。その電子制御技術

の安全性・信頼性を確保するためには電磁両立性問題を避け

て通ることはできない。このため、各国・地域において自動

車の電磁両立性に関する基準・規格を強化する動きが顕著で

あり、WP29 においても自動車の電磁両立性（EMC）基準

である国連規則第 10 号（UNR10）の改正審議が頻繁に実

施されている。そこで、UNR10 や UNR10 から引用されて
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いる規格の改正動向を長期にわたり調査するとともに必要に

応じてデータを蓄積して提案するための検討を行うことを目

的とした。 
UNR10 の改正対応については、UNR10-06 シリーズが令

和元年 10 月 15 日に正式発効したのを受けて次期 07 シリー

ズ改正に向けて EMC タスクフォース（Task Force：TF）
で改正審議が開始されたが、今年度は諸般の事情により大き

な進展はみられなかった。 
UNR10 関連規格の動向調査については、自動車技術会国

際無線障害特別委員会（CISPR 分科会）に参画し、UNR10
から引用されている規格の動向情報を入手するとともに、

CISPR12 改正、CISPR25 改正、CISPR36 新規制定に関す

るデータの収集等を行った。また、CISPR 分科会として自

動車部品の人体曝露測定法に関する JASO 規格及び自動車

部品における半導体代替時の EMC 評価法に関する JASO
規格をまとめた。 
電気／電子式サブアッセンブリ（ESA）暗室の性能評価

測定においては、ロングワイヤアンテナ法による測定を実施

し、CISPR25 に規定されたすべての周波数帯域において同

規格を満足する結果が得られた。 
これらの結果は、引き続き次年度以降の調査に活用する。 

 
○ブレーキ検査方法の高度化に関する研究 

ブレーキテスタによる検査の代替検査として実施されてい

る「走行テスト」について、効率的かつ簡便にできるような

検査方法を検討することを目的とした。 

昨年度は乗用車を使用した検証実験を実施し、減速度の測

定結果に影響を与える要因を分析するとともに減速度測定に

よるブレーキ検査の実現可能性について検討した。 

本年度は大型バスの最前部座席と最後部座席の２カ所にセ

ンサを設置して車両挙動の測定（速度、加速度、ピッチング

角、走行距離）を実施し、車両形状の違いが測定結果に与え

る影響について検討した。 

減速度の測定結果に影響を与える要因の分析については、

次のことが分かった。 

・加速度の路面ノイズによる影響は、簡単なフィルタリング

により除去可能と考えられる。 

・制動時のピッチングによる影響は、初速度 10 km/h から
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0.4G 相当の減速時でも小さく補正不要と考えられる。 

・減速度センサの設置場所による影響は、誤差の範囲と考え

られる。 

・座標軸設定がずれた場合は、測定結果に直接影響があり、

３軸センサによる合成減速度を計算するか座標の自動補正が

必要である。 

減速度測定によるブレーキ検査の実現可能性については、

次のことが分かった。 

・検査に必要な走行距離については、今回プロドライバが運

転し、制動初速度 10 km/h で 25m 程度必要であったが、一

般ドライバでは最低でも 50m は必要と考えられる。 

・検査に必要な時間については、今回プロドライバが運転

し、走行開始から停止まで 15 秒程度必要であったため、一

般ドライバによる１分間に１台の検査は無理と考えられる。 

ブレーキテスタによる検査の代替としての「走行テスト」

を効率的かつ簡便に実施できるようにするため減速度測定を

活用できないかどうか検討を実施したところ、技術的には十

分に実施可能であるが、運用面ではさらなる検討が必要であ

ることが分かった。 
 

○自動運転車の環境認識機能の正確性に関する研究 
 

車両による周辺環境の認識機能に着目し、認識を間違う

場面及び条件等を体系的に整理することにより、より効率

的かつ網羅的に自動運転車の安全性を確認及び担保する評

価方法について検討することを目的とした。 
道路に設定されている最高速度を車両が認知する際の、

認識の正確性の指標として F 値（対象をどれだけ洩れなく

正確に認識したかを示す指標）を用い、複数の車両で最高

車速の認知の正確性を評価した。それぞれ最高車速の認知

方式が異なる 2 台の車両を用い、F 値に関して比較をした

ところ、数値として差が見られた。カメラを用いて速度制

限標識を認識する車両の結果を表 1 に示した。また GPS 
により取得した位置情報とシステム内の地図情報とを照合

して最高速度を認識する車両の結果を表２に示した。 
 

例えば、40 km/h の道路に対し、表 1 では 0.94、表 2 で

は 0.85 となりカメラによる認識の方が良い結果となった。
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なお、表２の車両については、ソフトウェアが更新されたた

め、更新後の結果も示したが、0.95 に改善していた。 
以上のように、車両のセンシング及び認知について、F 値

の概念により数値的に比較、評価できることを示せた。なお

今年度の実験により、この手法を道路の白線認識にも適用し

たところ、使用できる可能性があることも確認できた。 
令和２年度に採択された国連規則である UNR157 の基準

では、車両の周辺環境の認識に関する試験要件が定められて

いるが、具体的な評価手法は示されていない。本研究による

車両の認識能力の数値は、このような試験要件の策定に反映

できると考えられる。今後は、道路の白線や他の道路使用者

の認識などに関して同様な数値評価手法を検討する。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（１）① 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

研究開発の成果の最大化その他の研究業務の質の向上に関する事項 
①研究内容の重点化・成果目標の明確化 
 自動車（環境関係） 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
重要度：高 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 
         決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

         経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 
         経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

         従事人員数 43 43 43 43 43 
。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 

（再掲） 
中期計画 
（再掲） 

年度計画 
（再掲） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
別紙１で定めた研究

計画に対し、所期の

目標を達成している

か。また、目標を超

過して達成した課題

の数。 
 
＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 
年度計画の別紙１にて設定した自動車（環境関係）分野

における具体的な取り組みについては、その概要を以下に

記述する。 
 

ⅳ．燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性能評価

（３課題） 
 

燃料電池自動車の一充填走行距離の測定方法について、

具体的な測定手法を検討するとともに、自動車メーカーに

対するヒアリングを行い、より高い実効性を有する内容と

した。次世代電池とした期待される全固体電池の構成材料

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
年度計画の目標を

超えた研究成果が

13 項目中３項目で

得られた。 
HILS を用いた重量

車実走行排出ガス

評価手法の高度化

検討では、実際の

車両を用いて公道

走行を行ったとき

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
令和 2 年度研究計画において設定した研究課

題について、実施した 13 項目のうち 10 項目

で目標を達成、3 項目で目標を超過達成した

ことに加え、以下の課題について中期計画が

目的とする国民の安全・安心の確保及び環境

の保全を図るため、国が実施する関連行政施

策の立案や技術基準の策定に寄与する研究開

発成果の最大化を達成しているため、所期の

計画を上回る成果を得たと認められることか

ら「Ａ」評定とした。 
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いて行うものと

する。 
また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

うものとする。 
これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

計画期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進するものとす

る。 
 また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、評

価 に 当 た っ て

は、下記に掲げ

る評価軸及び①

から④までに掲

げる指標等に基

づいて実施する

ものとする。 

いて行います。 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、自

己評価に当たっ

ては、中期目標

に定められた評

価軸及び指標等

に基づいて実施

します。 

 

いて行います。 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、自

己評価に当たっ

ては、中期目標

に定められた評

価軸及び指標等

に基づいて実施

します。 

 

国が実施する関連行

政施策の立案や技術

基準の策定等に反映

するための研究であ

るか。具体的には、

自動車、鉄道等の安

全の確保、環境の保

全及び燃料資源の有

効な利用の確保に係

る基準の策定等に資

するとされた調査及

び研究を実施してい

るか。 

を調べることにより、安全性試験を行う上での課題を整理

した。また、使用過程における車両の性能変化に対して、

現行耐久試験等による対応の課題についても整理した。 
 

○燃料電池自動車の一充填走行距離の試験法の WLTP へ

の提案準備 

 
燃料電池自動車の一充填走行距離の試験法の WLTP へ

の提案準備をすることを目的とした。 
燃料電池自動車の一充填走行距離の試験法について、

現在量産車両を販売している自動車メーカー２社に提案

し、フィードバックを受け、提案内容を見直した。この

提案を国土交通省に提示した。 

国土交通省に一充填走行距離の測定法に関する試験法

を提示し、了解を得た。さらに、WLTP 国内対応会議に

おいて、本提案内容に基づき WLTP への提案を行うこと

が決定された。 
 

○車載バッテリの安全性評価として全固体電池に関する

安全性調査 
 

全固体電池の構成材料を調査することにより、従来リ

チウムイオン電池と比べてどのように安全性が変化する

か明らかにすることを目的とした。 
査読付き論文を中心に、全固体電池の構成材料を調査

したところ、全固体電池の正極および負極は、従来型の

リチウムイオン電池の正極および負極と同様の材料が使

用されていることが明らかになった。このことから、全

固体電池の安全性は、従来リチウムイオン電池における

電解液と負極が反応を起こす温度帯における安全性が向

上していると予想された。一方、従来リチウムイオン電

池の熱暴走にいたる原因の一つが正極材料の分解とされ

ており、全固体電池にも同じ正極活物質が使用されてい

ることから、熱暴走を起こす可能性はなくなっていない

ことが推定された。 

調査結果について、国土交通省の担当者と共有し、将

来のバッテリの安全性に関する議論に活用された。 

また、車載バッテリの安全性評価に関連して行ってき

のエンジン回転数

や NOx 排出量を比

較 す る こ と に よ

り、拡張 HILS によ

ってそれらを再現

することが出来る

ことを示し、重量

車等の RDE 評価手

法の代替となる新

たな試験手法を確

立した。その成果

を国土交通省主催

の産学官連携によ

る高効率次世代大

型車両開発促進検

討会に報告した。 
また、運転ロボッ

トのドライバモデ

ルの高度化及び制

御装置の小型化の

検討では、審査現

場への運転ロボッ

トの可搬ができる

ように小型化を目

指し、人間の運転

特性を再現したド

ライバモデルで操

作できる小型可搬

型運転ロボットを

構築し、特許申請

を行った。また、

汎用性が高いドラ

イ バ モ デ ル と し

て、10 社以上から

問い合わせがあっ

た。 
以 上 の 理 由 に よ

り、所期の目標を

上回る成果が得ら

れており、Ａ評定

と認められる。 

 
・HILS を用いた重量車実走行排出ガス評価

手法の高度化検討では、実際の車両を用いて

公道走行を行ったときのエンジン回転数や

NOx 排出量を比較することにより、拡張

HILS によってそれらを再現することが出来

ることを示し、重量車等のRDE評価手法の代

替となる新たな試験手法を確立し、その成果

を国土交通省主催の産学官連携による高効率

次世代大型車両開発促進検討会に報告したこ

と。 
・運転ロボットのドライバモデルの高度化及

び制御装置の小型化の検討では、審査現場へ

の運転ロボットの持ち運びができるように小

型化を目指し、人間の運転特性を再現したド

ライバモデルで操作できる小型可搬型運転ロ

ボットを構築し、特許申請を行ったこと。ま

た、汎用性が高いドライバモデルとして、10
社以上から問い合わせがあったこと。 
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【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た世界統一技術規則第 20 号（GTR20）の国連規則

（UNR）への移管手続きが完了し、国連規則第 100 号

改訂３（UNR100-03）として令和３年６月から国内で施

行されることとなった。GTR20 の UNR 移管手続きに

は、EC-JP-OICA の会議体があり、交通安全環境研究所

職員が会議に参加した。 

 
○使用過程を含む電動車両の環境性能評価方法の検討と

車載バッテリの安全性の評価手法の高度化に関する研

究 
 

使用過程における車両の性能変化に対して、現行耐久

試験等による対応の課題整理を行うことを目的とした。 
使用過程を含む車両の性能変化が現行制度でどのよう

に対応されるか整理するとともに、補完すべき制度につ

いて、欧州の制度と比較しながら明らかにした。 
 

本研究成果は、国土交通省との将来課題に関する議論

において活用された。 

 
ⅴ．実走行時の有害物質及び騒音の評価（３課題） 

 
実走行時の有害物質の評価が今後導入される。乗用車に

おいては、実走行時に車載式排出ガス分析計（Portable 
Emission Measurement System：PEMS）を用いた評価

（CO2、NOx等）が欧州、日本等で開始される。将来は、

ガソリンエンジン車等から排出される有害物質中の PN ま

で踏み込んだ評価が求められるが、現在、実走行中の PN
を測定する手法が統一されていない。重量車においては、

簡易シミュレーションを用いた仮想車両による評価法を導

入しているが、これをより高度化させ、実走行条件に即し

た評価方法の検討が必要である。以上の課題を解決すべ

く、評価手法の高度化等を検討している。 
 

◯ガソリンエンジン車の実走行時の排出ガス中の PN に

関する実態調査 
 

定置式 PN 計測機の成分検出器に凝縮式（CPC 式）を

用いることが，試験法に規定されている。しかし、車載

 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

式 PN 計測機の成分検出器には、主に CPC 式や拡散荷

電式（DC 式）があり、統一されていない。そこで、保

有するガソリン乗用車とシャシダイナモメータを用い

て、検出器が異なる車載式 PN 計測機を用いて評価精度

を調査し、RDE 試験用の PN 計測手法の課題を整理する

ことを目的とした。 
凝縮式と拡散荷電式から成る PN-PEMS を用いて、タ

ーボチャージャー付直噴ガソリン車でシャシダイナモメ

ータ試験（WLTC モード，コールドスタート走行）を行

った。凝縮式と拡散荷電式で評価結果が異なることが確

認され、計測原理の違いによる影響を確認した。その差

異については、粒子の質（粒径分布）を含めた解析が今

後必要となる。一方、各車載型装置（PN-PEMS）と定

置型で基準器となる計測装置（CPC 式）を比較した。

PN-PEMS の希釈率は基準器よりも低い（固定値）た

め、排出濃度によっては希釈が不十分の可能性があるこ

とが確認された。 
 

交通安全環境研究所フォーラムにて「車載型 PN 計測

装置の計測原理の違いが評価結果に与える影響」と題し

てポスター発表した。 
 

◯HILS を用いた重量車実走行排出ガス評価手法の高度

化検討 
 

モデル車両評価手法（HILS 法）をベースとし、実際

の運転条件と環境条件の再現が可能な路上走行模擬評価

装置（拡張 HILS）が、重量車等の RDE 評価手法の代替

となるか検討することを目的とした。 
モデル車両評価手法（HILS 法）をベースとし、実際

の運転条件と環境条件の再現が可能な路上走行模擬評価

装置（拡張 HILS）が、重量車等の RDE 評価手法の代替

となるか検討を行った。市販重量車を「HILS＋実機エ

ンジン」から成る拡張 HILS で再現し、実路走行時（事

務庁舎～自動車試験場，コールドスタート）の実車と拡

張 HILS 手法から得られた排出ガスを比較した。道路勾

配情報を正確に取得し、拡張 HILS で再現させること

で、拡張 HILS で実車と同等のエンジン挙動，NOx 排出

挙動を示すことが確認できた。 
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国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

重点的に推進す

るべき研究開発

の方針は別紙１

に掲げるとおり

とする。 
な お 、 自 動

車・鉄道技術の

急速な進展を踏

まえ、必要に応

じて、別紙１は

変更する場合が

ある。 

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針に沿って重

点的に研究開発

を推進します。 

別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を毎年開催

し、行政ニーズ

とアウトカムを

的確にとらえた

研究テーマを設

定します。その

上で、外部有識

者を招聘する研

究評価委員会を

毎年開催し、新

規研究テーマの

必要性、目標設

定や研究手法の

妥当性等を確認

し、実施中の研

究テーマの進捗

確認と必要な軌

道 修 正 等 を 行

い、終了研究テ

ーマの最終成果

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針及び平成 30

年度計画に沿っ

て重点的に研究

開発を推進しま

す。 

別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を開催し、

行政ニーズとア

ウトカムを的確

にとらえた研究

テーマを設定し

ま す 。 そ の 上

で、外部有識者

を招聘する研究

評価委員会を開

催し、新規研究

テ ー マ の 必 要

性、目標設定や

研究手法の妥当

性等を確認し、

実施中の研究テ

ーマの進捗確認

と必要な軌道修

正等を行い、終

自動車技術会春季大会にて「エンジンベンチを用いた

重量車 RDE 代替評価手法の検討」と題して発表を行っ

た。 

 
◯交通流中から違法騒音車を判定するための違法/適法の

判定アルゴリズムに関する検討 
 

交通安全環境研究所では、走行騒音から、街頭検査の

試験法である近接排気騒音試験が規制値を超過するか、

判定することが可能なモデルの作成を行った。しかし、

測定された騒音は判定対象の車両騒音のみであることが

前提条件であり、他の車両が存在する場合は、判定モデ

ルを適用することができない。そこで本研究では、マイ

クロホンアレイを用いた信号処理技術を用いて交通流中

の個々の車両音源を分離することにより、交通流中の

個々の車両について、違法/適法を判定可能なアルゴリズ

ムの検討を行うことを目的とした。 
マフラー交換を行っている可能性がある小型車および

二輪車をスクリーニングするため、深層学習により、画

像からそれらの車種を検出する判定モデルを作成した。

作成にあたっては、学習データを取得した。また、前年

度までに作成した二輪車の走行騒音から違法/適法を判定

するモデルについて、街頭検査での活用を検討すべく、

自動車機構本部と連携し街頭検査と同時に測定を行い、

違法/適法アルゴリズムを用いた効率的な街頭検査の試験

法を検討した。 

研究の実施にあたっては、共同研究契約を２件締結し

た。 

 
ⅵ．実用燃費の評価（３課題） 

 
実走行時の燃費と認証審査時に得られたカタログ燃費に

ついては乖離があるという指摘がある。また、電気自動車

（EV）の急速な普及が今後見込まれるが、実環境走行時

は室内空調の使用頻度が増し、一充電航続距離や電力消費

率（電費）が大きく減少する例が見られるが、現認証時に

は空調使用時の評価が含まれていない。そこで、実路走行

時の一般ユーザーの運転挙動を再現した「ドライバの操作

モデル」を構築し、車両試験時に人間の運転から再現性や
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の到達度や社会

的有用性等につ

い て 評 価 を 行

い、将来の発展

等についてご指

導をいただきま

す。さらに、交

通安全環境研究

所長が主催する

課題群進捗検討

会を課題群ごと

に毎年開催し、

各研究テーマの

進捗確認と関連

研究分野の連携

可能性等を検討

し、最大限の成

果が効率的に達

成できるように

努めます。 

了研究テーマの

最終成果の到達

度や社会的有用

性等について評

価を行い、将来

の発展等につい

てご指導をいた

だきます。さら

に、交通安全環

境研究所長が主

催する課題群進

捗検討会を課題

群 ご と に 開 催

し、各研究テー

マの進捗確認と

関連研究分野の

連携可能性等を

検討し、最大限

の成果が効率的

に達成できるよ

うに努めます。 

公平性に優れる「運転ロボット」を活用した新たな評価手

法を検討した。さらに、空調使用時の乗用車の性能を正し

く評価できるような試験手法の検討を行った。さらに、重

量車 EV の評価法の整備に向けて、ハイブリッド重量車評

価に用いられる HILS 試験法をベースとし、再現性、公平

性を有する評価手法（装置）を検討し、国際基準化等の準

備を進めた。 
 

○運転ロボットのドライバモデルの高度化及び制御装置

の小型化の検討 
 

実車をシャシダイナモメータで評価する際、運転ロボ

ットに運転させ、再現性や公平性を高めた燃費、排出ガ

ス試験法を提案する。実ペダル操作を運転ロボットに行

わせるが、市販ロボットによる運用は調整に時間を要す

る等の課題がある。そこで、簡便に運用ができ、かつ人

間の運転を忠実に再現したドライバモデルを構築するこ

とを目的とした。 
令和元年度の結果を受け、審査現場への運転ロボット

の可搬を目指し、運転ロボットの小型化を検討した。実

際に、標準ドライバモデルで操作できる小型可搬型運転

ロボットを構築した。 
この試作した小型可搬型運転ロボット（試作したアク

チュエータ及び制御指令装置）の制御性を確認するた

め、シャシダイナモ試験を実施した。仕様の異なる市販

の運転ロボット 2 台（Robot-A,-B）及び試作ロボット

（Robot-C）を用意し、シャシダイナモ試験を行った。

試作した運転ロボットによる走行性能は、同じ標準ドラ

イバの指令で制御した市販運転ロボットと同等の結果を

得た。 

交通安全環境研究所フォーラムにて「標準ドライバモ

デルと小型可搬型運転ロボット適用による将来の燃費・

排出ガス評価手法への対応について」と題してポスター

発表した。また、汎用性の高い制御方法を確立したた

め、10 社以上からドライバモデルについて問い合わせが

あった。認証試験等に活用できるためのコンセプトをま

とめ、特許申請を行った。 

 
○実バッテリを既存の HILS に組み込んだ新たな評価装

置の検討 
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HILS と実エンジン及び実バッテリを組み合わせた新

たなHILS評価装置を構築し、EV走行可能なプラグイン

ハイブリッド重量車の高精度評価手法を検討することを

目的とした。 
HILS と実エンジン及び実バッテリを組み合わせ、新

たな HILS 評価装置を構築し、プラグインハイブリッド

重量車の高精度評価を検討した。シリーズ方式のプラグ

インハイブリッドを HILS で再現し、バッテリ満充電状

態から繰り返しモード走行を行った。その際、単セルか

ら成るバッテリの周辺温度を変化させ評価を行った（エ

ンジンは、常温状態で一定）。バッテリの周辺温度が低く

なるほど、エンジンの仕事割合が増加し、燃費が悪化す

る傾向をつかめた。このことから、温度に応じたバッテ

リのモデル化は困難であり、従来の HILS 手法を用いる

評価は困難と考えられるが、このような拡張 HILS 手法

をもちいることで、簡便に高精度に評価が行える可能性

が分かった。 
 

自動車技術会シンポジウム（電気動力技術部門員会）

にて、「HILS を活用した将来の EV/PHV 試験法の検

討」と題して、講演発表を行った。また、自動車技術会

春季大会にて「プラグインハイブリッド重量車の走行環

境性能の改善を目指したシリーズハイブリッド制御の検

討」と題して発表を行った。さらに、SAE_ 
Powertrains, Fuels & Lubricants Meeting にて「Study 
on Hybrid Control Methods of Heavy-duty Plug-in 
Hybrid Vehicle for improving Fuel Economy and 
Emissions」を発表した。 

 
○車内空調が電費に与える影響調査 

 
車室内空調を使用した際の評価手法を検討する。車室

内空調使用時の消費電力量については、設定温度への到

達時間と温度差を入力する式を導出することで、消費電

力量を高精度に推計できるものと考え、検討を行うこと

を目的とした。 
令和元年度までに検討した、複数の温度条件下におけ

る暖房使用時の消費電力量を高精度に推計できる式（電

力消費量推計モデル）を用い、異なる湿度条件で電力消
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費の推定が可能となるかについて検討を進めた。 
 

モデルのパラメータと湿度との間には明確な関係が確

認できないことを確認できた。これを受け、外気温の影

響を考慮することで、電力消費量推定式で電力消費量を

推定できる可能性を得た。 
自動車技術会春季大会にて「車室内空調使用時の電気

自動車を対象とした空調電力消費量推定式の検討」と題

して発表を行った。また、自動車技術会論文集（査読付

き）に、上記原稿が掲載された。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（１）① 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

研究開発の成果の最大化その他の研究業務の質の向上に関する事項 
①研究内容の重点化・成果目標の明確化 
 鉄道等 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
重要度：高 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ③ 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 
         決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

         経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 
         経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

         従事人員数 43 43 43 43 43 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 

（再掲） 
中期計画 
（再掲） 

年度計画 
（再掲） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る国民の安

全・安心の確保

及び環境の保全

を図るため、国

が実施する関連

行政施策の立案

や技術基準の策

定等に資する研

究等を交通安全

環境研究所にお

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
別紙１で定めた研究

計画に対し、所期の

目標を達成している

か。また、目標を超

過して達成した課題

の数。 
 
＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 
年度計画の別紙１にて設定した鉄道等分野における具体的な

取り組みについては、その概要を以下に記述する。 
 
ⅶ．都市交通システムの安全性・信頼性評価（３課題） 

 
都市鉄道の信号システムとして、無線式列車制御方式

（Communications-Based Train Control：CBTC）等が導入

されつつある。高度化・複雑化した信号システムのリスク評価

に対応するには、従来のリスク解析手法に加え、サブシステム

の相互作用に着目した新しい評価手法 STAMP (System 
Theoretic Accident Model and Processes）が有効と考えられ

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
年度計画の目標

を超えた研究成

果が 22 項目中

４項目で得られ

た。 
鉄道における磁

界評価に関する

調査では、鉄道

車両の外側に発

生する磁界の測

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
令和 2 年度研究計画において設定した研究課

題について、実施した 22 項目のうち 18 項目

で目標を達成、4 項目で目標を超過達成した

ことに加え、以下の課題について中期計画が

目的とする国民の安全・安心の確保及び環境

の保全を図るため、国が実施する関連行政施

策の立案や技術基準の策定に寄与する研究開

発成果の最大化を達成しているため、所期の

計画を上回る成果を得たと認められることか

ら「Ａ」評定とした。 
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いて行うものと

する。 
また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

うものとする。 
これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

計画期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進するものとす

る。 
 また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、評

価 に 当 た っ て

は、下記に掲げ

る評価軸及び①

から④までに掲

げる指標等に基

づいて実施する

ものとする。 

いて行います。 

 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、自

己評価に当たっ

ては、中期目標

に定められた評

価軸及び指標等

に基づいて実施

します。 

 

いて行います。 

 

また、我が国

自動車及び鉄道

等の技術の国際

標 準 化 等 の た

め、研究成果等

を活用し、新た

な試験方法等の

提案に必要なデ

ータ取得等も行

います。 

これらの研究

等を進めるにあ

たっては、中期

目標期間におけ

る研究開発の成

果の最大化その

他の研究業務の

質 の 向 上 の た

め、的確な研究

マネジメント体

制を整備すると

ともに、以下の

①から④までに

掲げる取組を推

進します。 

 

また、研究業

務に係る評価に

ついては、研究

業務全体を一定

の事業等のまと

まりと捉え、自

己評価に当たっ

ては、中期目標

に定められた評

価軸及び指標等

に基づいて実施

します。 

 

国が実施する関連行

政施策の立案や技術

基準の策定等に反映

するための研究であ

るか。具体的には、

自動車、鉄道等の安

全の確保、環境の保

全及び燃料資源の有

効な利用の確保に係

る基準の策定等に資

するとされた調査及

び研究を実施してい

るか。 

る。一方、鉄道技術の海外展開に際しては国際規格に準拠した

第三者安全性評価が求められる。そこで STAMP の応用や無

線通信のセキュリティ技術に関しても、信頼性・可用性・保全

性・安全性（Reliability Availability Maintainability 
Safety：RAMS）やセキュリティ関連の国際規格と整合した標

準的な安全性評価手法を検討する。 
 

○STAMP によるリスク解析の RAMS への適合に関する検 
 討 

 
鉄道信号システムの高度化・複雑化に対応する RAMS に

関する標準的な評価手法の構築を図るため、RAMSへ適合す

るリスク評価手法を検討することを目的とした。 
RAMS 関連規格である IEC 62425 において示されている

標準的な安全解析手法を調査した。サブシステムの相互作用

に着目した新しい評価手法 STAMP は、現時点で IEC 62425
には明記されていない。しかしながら、手法としては安全性

水準（ SIL ）の高レベル製品での利用が HR(Highly 
Recommend) である HAZOP （ Hazard and Operability 
Studies）の誘導語をより具体的にしたものであると考えら

れることから、RAMSに適合するリスク評価手法の一つとし

て用いることが可能と考えられ、高度化・複雑化した鉄道信

号システムに対応した一連のリスク評価手法として提案し

た。 
本成果を取りまとめ、国内学会において１件発表した。ま

た、受託研究として実施した第三者安全性評価に活用した。 
 

○列車制御用通信のセキュリティ評価に関する検討 
 

鉄道信号システムの伝送系に関するセキュリティ技術の評

価について、試験を含む評価手法の妥当性を検討することを

目的とした。 
鉄道関連の国際規格からセキュリティに関連し、かつ今後

改訂される可能性のある規格をピックアップして調査すると

ともに、他分野でのセキュリティ対策状況を調査した結果、

具体的なセキュリティ対策技術やその評価手法を開示できな

いため、セキュリティに関する第三者評価は、 対策技術そ

のものよりも製品の設計・製造プロセスに対して重点的に行

われている状況であることを明らかにした。また、CBTC の

伝送系の代替として、別途研究で構築した「路面電車-自動

車間衝突事故防止支援システム」のソフトウェアを改造して

定データの分析

結果をとりまと

めるとともに、

測定環境におけ

る鉄道車両以外

の磁界発生源に

よる影響の程度

について検討を

行い、国土交通

省に提供した。 
また、衝突事故

防止支援システ

ムの高精度化及

び自動運転用新

技術に関する試

験法の検討で

は、リアルタイ

ム線形追従機能

に関する特許を

出願し、自律検

知型デバイスと

して LiDAR セ

ンサ等を路面電

車に応用する場

合の参考データ

として、国土交

通省主催の「自

動運転技術検討

会」の「列車前

方支障物検知対

応システム作業

部会」に本研究

成果を提供し

た。 
さらに、車上主

体型列車制御シ

ステムにおける

列車位置検知技

術の評価に関す

る研究では、測

位精度の評価を

 
・鉄道における磁界評価に関する調査では、

鉄道車両の外側に発生する磁界の測定データ

の分析結果をとりまとめるとともに、測定環

境における鉄道車両以外の磁界発生源による

影響の程度について検討を行い、国土交通省

に提供したこと。 
・衝突事故防止支援システムの高精度化及び

自動運転用新技術に関する試験法の検討で

は、リアルタイム線形追従機能に関する特許

を出願し、自律検知型デバイスとして LiDAR
センサ等を路面電車に応用する場合の参考デ

ータとして、国土交通省主催の「自動運転技

術検討会」の「列車前方支障物検知対応シス

テム作業部会」に本研究成果を提供したこ

と。 
・車上主体型列車制御システムにおける列車

位置検知技術の評価に関する研究では、測位

精度の評価を行うための誤差の評価手法とし

て、①車上の測位誤差の連続的な評価手法、

②地上に対する車上の測位誤差の評価手法の

２つの特許を出願したこと。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・国交省に対して、年度計画を超えた実施内

容で提供という形で終わっているようだが、

本質的には提供で終わるのではなく、その先

に国内基準化等というのがあると思われるの

で、フォローとしては、基準化や事業者へ提

供していくガイドラインの様なものなどにつ

いて検討されたい。 
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【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

【重要度：高】 
 自動車及び鉄

道等の陸上交通

に係る技術は、

自動運転システ

ム、燃料電池自

動車等に代表さ

れるとおり、日

進 月 歩 が 激 し

い。これらの最

新の技術に対応

した自動車及び

鉄道等の陸上交

通に係る安全・

環境政策を行う

ためには、これ

らの技術に対応

した安全・環境

基準を策定する

とともに、自動

車の型式認証、

自動車の検査、

リコール等にお

いても、最新技

術に対応させて

い く 必 要 が あ

る。そのために

は、最新の技術

に関する知見・

データを有しつ

つ、公正・中立

的な立場で実際

に研究、調査等

を行い、科学的

な根拠を持って

国への貢献がで

きる基盤が必要

であるため。さ

らには、我が国

技術を国際標準

化していくため

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

車車間通信に対する試験環境を構築し、IEC 62280 との対応

を考慮した試験により評価手法の妥当性を確認した。 

本成果をとりまとめ、国内学会において１件及び交通安全

環境研究所フォーラム 2020 に発表した。 

 
○鉄道における磁界評価に関する調査 

 
鉄道車両の外側に発生する磁界の評価方法を検討するた

め、測定環境の検証及び車両外側における磁界発生状況の把

握を行うことを目的とした。 
鉄道車両の外側に発生する磁界の測定を１事業者１車種に

おいて実施し、磁界の発生状況を把握したとともに、IEC 
62597 で規定されている測定方法の妥当性について検証を

行った。さらに、昨年度把握した鉄道車両以外の磁界発生源

について、３事業者で追加の測定を行い、測定環境の影響の

程度について明らかにした。これらの測定データの分析結果

をとりまとめるとともに、測定結果へ影響を与える程度につ

いて検討を行い、国土交通省に報告を行った。 
本成果をとりまとめ、国土交通省に対して報告を行ったと

ともに、磁界発生状況の測定結果概要について、鉄道事業者

へ周知した。 
 

ⅷ．地方鉄道の安全性向上（５課題） 
 

鉄軌道輸送において安全の確保は最大の使命であるが、近

年、事故件数は下げ止まりの傾向を見せており、さらなる安全

性向上策が必要とされている。 
一方、自動車の分野においては、交通事故による死傷者数の

削減を目的とした AEBS 等の自律検知型安全運転支援技術

や、道路交通が抱える安全・環境問題への対応を目的とした高

度道路交通システム（ITS）技術について、開発、実用化が進

められている。また、自動車分野に限らず、高精度なセンシン

グデバイスや高速・大容量な通信デバイス等が汎用技術として

安価に使用できる環境が整ってきている。 
そこで、このような技術の進展を背景として、これらの安全

技術やデバイスを活用し、地方鉄道等の安全性向上に資する研

究を行う。 
 

○衝突事故防止支援システムの高精度化に関する検討 

行うための誤差

の評価手法とし

て、①車上の測

位誤差の連続的

な評価手法、②

地上に対する車

上の測位誤差の

評価手法の２つ

の特許を出願し

た。 
以上の理由に

より、所期の

目標を上回る

成果が得られ

ており、Ａ評

定と認められ

る。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

にも、基準獲得

交渉において科

学的根拠や最新

技術に関する知

見は必要不可欠

となるため。 
【評価軸】 
●国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための研究

であるか。具体

的 に は 、 自 動

車、鉄道等の安

全の確保、環境

の保全及び燃料

資源の有効な利

用の確保に係る

基準の策定等に

資するとされた

調査及び研究で

あるか。 
●行政ニーズを

的確にとらえた

研究テーマの設

定 後 に お い て

も、研究内容の

進捗を定期的に

内部で確認する

のみならず、外

部有識者等の参

加する会議にお

いても確認し、

必要に応じて助

言・方向性の修

正を行う等、研

究開発の成果の

最大化に資する

取組が促進され

ているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これまでに構築した通信利用型の路面電車・自動車間衝突

事故防止支援システムに自律検知型デバイスを組合せた支援

システムを構築し、高精度な支援について検討するととも

に、実用化に必要な機能や性能について検討することを目的

とした。 

（ⅰ）通信システムと自律システムの統合と検証 
システム機能検証試験で抽出された課題に対応するため

下記に示すシステム改修を実施した。 
・障害物検知エリアを進行方向の線形に合わせる機能を追 
 加 
・先行電車への衝突防止支援を２段階（情報提供、注意喚 
起）から、３段階（情報提供、注意喚起、警報）に拡張 

・電停における旅客等の軌道敷へのはみ出し検知機能を追 
 加 
さらに、これまで取組を行ってきた通信利用型システム

と自律検知型システムを統合することで支援の精度を向上

させ、統合したシステムの支援精度評価試験を路面電車に

おいて実施し、その有効性を確認した。 
 

（ⅱ）実用化に必要な機能・性能に関する検討 
これまでの試験結果や取得データの解析等から、路面電

車－自動車間衝突事故防止支援システムの実用化に必要な

機能・性能について、基本設計書として取りまとめた。 
本成果の軌道上障害物検知エリア線形追従機能について

特許を１件出願した。 
 

○自動運転用新技術に関する試験法の検討 

自動車の自動運転用自律検知型デバイスとして採用されて

いる LiDAR（Light Detection and Ranging）センサ等を鉄

道に応用し、実路線走行において支障となるような事象を目

視に代わって収集し、そのデータを元に、地方鉄道において

監視、制御または支援を行う機能を導入する際の評価を行う

ための試験法を検討することを目的とした。 

（ⅰ）データ取得・分析 
地方鉄道における実車走行試験において自律検知技術を

用いた装置により収集した列車走行データを分析した結

果、進行方向の線路形状に合わせて障害物検知エリアを設

定する機能と、障害物検知エリア内に検知した障害物を追
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国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

重点的に推進す

るべき研究開発

の方針は別紙１

に掲げるとおり

とする。 
な お 、 自 動

車・鉄道技術の

急速な進展を踏

まえ、必要に応

じて、別紙１は

変更する場合が

ある。 

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針に沿って重

点的に研究開発

を推進します。 
 別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を毎年開催

し、行政ニーズ

とアウトカムを

的確にとらえた

研究テーマを設

定します。その

上で、外部有識

者を招聘する研

究評価委員会を

毎年開催し、新

規研究テーマの

必要性、目標設

定や研究手法の

妥当性等を確認

し、実施中の研

究テーマの進捗

確認と必要な軌

道 修 正 等 を 行

い、終了研究テ

ーマの最終成果

国が実施する

関連行政施策の

立案や技術基準

の策定等に反映

するための自動

車及び鉄道等の

研 究 等 に 特 化

し、その成果の

最大化のため、

別紙１に掲げた

方針及び令和元

年度計画に沿っ

て重点的に研究

開発を推進しま

す。 
別紙１に基づ

く研究内容の重

点化・成果目標

の明確化を行う

ため、具体的に

は、行政担当者

が参加する研究

課題選定・評価

会議を開催し、

行政ニーズとア

ウトカムを的確

にとらえた研究

テーマを設定し

ま す 。 そ の 上

で、外部有識者

を招聘する研究

評価委員会を開

催し、新規研究

テ ー マ の 必 要

性、目標設定や

研究手法の妥当

性等を確認し、

実施中の研究テ

ーマの進捗確認

と必要な軌道修

正等を行い、終

従する機能が必要であることが明らかになったことから、

装置の改修を実施した。 

 

（ⅱ）試験法の標準化に関する検討 
改修した走行データ収集用装置にて列車運行上の障害と

なるような事象（踏切における自動車等の停滞、線路沿線

からの侵入物や飛来物等）の実路線走行データを取得し、

検討した試験法の検証を実施し、その有効性を確認した。 
 
（ⅲ）試験法の提案 

これまで実施してきた結果と取得してきたデータを元

に、分析作業を進め自律検知型デバイスを地方鉄道等に活

用する場合の試験法について、デバイス仕様、検知対象

物、検知距離、検知精度、拡張機能等について、試験法

（案）として取りまとめた。 

本成果をとりまとめ、行政に対して報告を行ったととも

に、交通安全環境研究所フォーラム 2020 に発表した。 

 
○車両動揺に基づく軌道状態の評価法に関する研究 

 
車両動揺に基づく軌道状態の要注意箇所の抽出手法につい

て、要注意箇所を特定するために必要な装置の仕様について

検討することを目的とした。 
省コストな市販の小型端末を軌道状態の評価に活用するた

めに、まず精度や再現性の検証を行った。具体的には、加速

度センサ内蔵の市販小型端末を用いて別の３軸慣性センサ等

と同時測定を行い、加速度センサとしての精度及び位置同定

の精度を確認した。併せて、鉄道事業者によって別途定期的

に測定される軌道検測車のデータと比較検討を行った。 
これらの結果に基づき、車両動揺に基づく軌道状態の要注

意箇所の抽出手法について、要注意箇所を特定するために必

要な装置の仕様について以下のとおり整理した。 
・測定機能：加速度、速度、GNSS 及び通信機能 
・測定レンジ：±9.8m/s2 
・サンプリング周波数：50Hz 以上 
・バンドパスフィルター：0.5Hz～10Hz 
・記録容量：１GB 以上  等 

 
本成果をとりまとめ、国内学会において２件発表した。 
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の到達度や社会

的有用性等につ

い て 評 価 を 行

い、将来の発展

等についてご指

導をいただきま

す。 
さらに、交通

安全環境研究所

長が主催する課

題群進捗検討会

を課題群ごとに

毎年開催し、各

研究テーマの進

捗確認と関連研

究分野の連携可

能 性 等 を 検 討

し、最大限の成

果が効率的に達

成できるように

努めます。 
 

了研究テーマの

最終成果の到達

度や社会的有用

性等について評

価を行い、将来

の発展等につい

てご指導をいた

だきます。 
さらに、交通

安全環境研究所

長が主催する課

題群進捗検討会

を課題群ごとに

開催し、各研究

テーマの進捗確

認と関連研究分

野の連携可能性

等を検討し、最

大限の成果が効

率的に達成でき

るように努めま

す。 
 

○軌間拡大リスクの効率的な評価法に関する研究 
 

走行安全性に関わる軌間拡大に関するリスクを的確に評価

するため、車両動揺と軌間との関連性を検討することを目的

とした。 
車両動揺測定データと軌道検測車のデータを分析し、軌道

検測車のデータから軌間の大きな箇所を抽出した。抽出した

軌間拡大箇所と車両動揺測定データとの相関関係の検証を行

い、抽出した箇所では車両動揺も大きい傾向が見られること

がわかった。 
 

本成果をとりまとめ、国内学会において１件発表した。  
 

○車上主体型列車制御システムにおける列車位置検知技術の

評価に関する研究 
 

衛星測位と他のセンサの組み合わせによる車上主体型列車

位置検知技術の性能（精度、信頼性等）に対する評価手法及

び要件等を検討するため、衛星測位及び慣性計測装置等の車

上センサを組み合わせる方法による測位精度の評価を行うこ

とを目的とした。 
衛星測位の高精度受信機と車上センサとを組み合わせた手

法として、以下の 2 種類を調達・構築した。 
Ａ）高精度受信機と小型３軸慣性センサユニット（加速度

センサ＋ジャイロセンサ）を組み合わせた機構。 
Ｂ）加速度センサ・ジャイロセンサを利用して位置を推測

する UDR（Untethered Dead Reckoning：アンテザード・

デッド・レコニング）技術を搭載した受信機。 
 

測位精度の評価を行うための誤差の評価手法として、以下

の２件を考案した。 
（ⅰ）車上の測位誤差の連続的な評価手法 

基準（リファレンス）及び評価対象の衛星測位方法によ

る測位結果（測位点）を同時かつ個別に取得し、両者間の

距離（測位誤差）を算出して列車上で得た衛星測位結果に

どの程度の誤差を生じているかを評価する手法である。 
 

（ⅱ）地上に対する車上の測位誤差の評価手法 
定点での高精度測位により精度評価の基準を設定し、定

点通過検知と時刻同期に基づき定点に対する測位誤差を算

出して、列車上で得た衛星測位結果が地上に対してどの程
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度の誤差を生じているかを評価する手法である。なお、こ

の手法は衛星測位及び慣性計測装置等の車上センサの組み

合わせに対しても有用である。 
 鉄道事業者の協力を得て実車走行時の評価実験を行っ

た。その結果、特に、評価手法②による実験の結果から、

列車走行中の衛星測位の結果は実際の走行位置よりも後方

の位置を示し、危険側になる可能性があることを示した。 
 

本成果をとりまとめ、国内学会に１件及び交通安全環境

研究所フォーラム 2020 に発表した。また、測位精度の評

価に関する特許を２件出願した。 
 

ⅸ．公共交通の導入促進・評価（２課題） 
 

急速に社会の高齢化が進展する中、公共交通網が十分整備で

きない地方都市では、高齢者が自家用車を運転せざるを得ない

状況となっており、事故の懸念も高まって来ている。そうした

中で、公共交通事業者も高齢化の影響で労働力不足となってお

り、公共交通の路線維持に欠かせない運転士の確保が困難とな

りつつある。 その一方で、MaaS(Mobility as a Service)など

のモビリティ確保の技術が広がりはじめ、それに対応した新し

いモビリティシステムの開発も進められている。様々なシステ

ムを組み合わせたモビリティシステムの評価には、それを導入

する地域の特性(人口構成や都市構造等)を考慮する必要があ

り、適切な評価方法を確立することで地域に応じた公共交通の

普及に貢献する。 
 

○中～小量輸送向けに開発が進む新しい公共交通システムに

ついての技術調査 
 

各地で社会実験が進められているグリーンスローモビリテ

ィ車両に関する技術情報(自動運転技術等を含む)を調査する

とともに利用状況についても調査を行い、適用性を検討する

ことを目的とした。 
ゴルフカート型の手動運転のものについては技術的には完

成の域にあり、各地で実用化を見据えた社会実験が進められ

ている。ゴルフカート型の自動運転車両は実験走行において

概ね良好な結果を得ているが、自動運転のためのセンサ類の

信頼性や耐久性について継続的な検証が求められている。海

外で開発され実績のある自動運転の小型電動バスは、茨城県

において旅客を乗せての実用運行が始まった。実路線での運
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用状況について、情報収集を進めていく。 
自動運転バスの実験中の事故原因についても情報収集を行

い、ヒューマンエラーによるものとシステムエラーによる事

例とに整理した。 
また、各地で実施されている MaaS の社会実験に関する調

査を行った。実験の目的としては、鉄道事業者が沿線交通の

利便性向上を目指すもの、地域の観光の利便性向上を目的と

したもの、地方において利便性の高い地域の足となる交通シ

ステムを目指したもの等があり、それらの目的が複合したも

のもある。基本的にはスマートフォン利用を前提としている

が、地域横断・会社横断で利用可能な統合的な利便性の高い

システム構築までには課題があり、開発期間も必要であると

考えられる。 
本調査の成果として、公共交通に関する執筆を分担した福

祉の街づくり学会編集による書籍が出版された。 
 

○地域特性に応じた公共交通の導入効果評価手法の検討 
 

公共交通と道路交通を含めた導入効果評価のため、これま

で蓄積してきた分析的階層手法（Analytic Hierarchy 
Process：AHP）によるシミュレーション技術をベースに、

小型電動バス等の新しい公共交通システムを対象として地域

特性に応じた公共交通の導入効果評価を行うための手法を検

討することを目的とした。 
これまでに開発した交通流シミュレータと、地理情報シス

テム（Geographic Information System：GIS）を利用した

移動需要発生モデルとの連携を図るためシミュレータの改修

を行った。また、シミュレータで用いる AHP の基礎データ

とするため、グリーンスローモビリティの実際の運用状況の

調査を行った。これにより、GIS データから予測される旅客

需要について、交通流シミュレータの保持するマップと連動

することが可能となり、シミュレーションの効率化が可能と

なった。   
 

本成果をとりまとめ、交通安全環境研究所フォーラムに発

表した。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（１）②③④ 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

研究開発の成果の最大化その他の研究業務の質の向上に関する事項 
②外部連携の強化・研究成果の発信 

③受託研究等の獲得 

④知的財産権の活用と管理適正化 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

共同研究の実施 
18 件 18 件 

（別紙 1 における
研究分野毎に 2 件
程度） 

19 件 21 件 19 件 18 件 25 件  予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 

基準の策定等に資

する調査、研究等

を実施 

25 件 25 件 
（研究員 1 人あた

り 2 年に 1 件程

度） 

27 件 25 件 27 件 26 件 26 件  決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

国内外の学会等で

研究成果を発表 

一人平均 
３件 

一人平均 
３件 
（研究員 1 人あた

り年に 3 件程度） 

一人平均 
3.29 件 

一人平均 
3.51 件 

一人平均 
3.40 件 

一人平均 
3.07 件 

一人平均 
3.38 件 

 経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 

査読付き論文の 
発表 

一人平均 
0.5 件 

一人平均 
0.5 件 
（研究員 1 人あた

り 2 年に 1 件程

度） 

一人平均 
0.68 件 

一人平均 
0.68 件 

一人平均 
0.62 件 

一人平均 
0.52 件 

一人平均 
0.58 件 

 経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 

受託研究等の実施 
60 件 60 件 

（前五カ年の実
績値より設定） 

62 件 59 件 72 件 85 件 94 件  行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

特許等の産業財産

権の出願 

４件 ４件 
（目安として研
究員 3 名 1 組で
5 年に 2 件） 

４件 ５件 ５件 ５件 ５件  従事人員数 43 43 43 43 43 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 国内のみなら

ず諸外国も含め

た、公的研究機

関、大学、民間

企業等との共同

研究や人的交流

等の連携を強化

し、研究の効率

的かつ効果的な

実 施 を 図 る こ

と。 
 また、研究成

果について、国

の施策立案への

貢献及び国内学

会等を通じた研

究成果の社会還

元に努めるとと

もに、国際学会

での発表等の国

際活動を推進す

ること。 
【指標】 
●共同研究の実

施状況（評価指

標） 
●基準の策定等

に資する調査、

研究等の実施状

況（モニタリン

グ指標） 
●学会発表等の

状況（モニタリ

ング指標） 
●査読付き論文

の発表状況（モ

ニ タ リ ン グ 指

標） 等 

国内のみなら

ず諸外国も含め

た、公的研究機

関、大学、民間

企業等との共同

研究や人的交流

等の連携を強化

し、研究の効率

的かつ効果的な

実 施 を 図 り ま

す。 
 また、研究成

果について、国

の施策立案への

貢献及び国内学

会等を通じた研

究成果の社会還

元に努めるとと

もに、国際学会

での発表等の国

際活動を推進し

ます。 
 これらの目標

達成のため、具

体的には、共同

研究を90件程度

実施します。ま

た、基準の策定

等 に 資 す る 調

査 、 研 究 等 を

125 件程度実施

します。これら

の調査、研究等

によって得られ

た成果を広く社

会に公表するた

めに、国内外の

学会等で一人平

国内のみなら

ず諸外国も含め

た、公的研究機

関、大学、民間

企業等との共同

研究や人的交流

等の連携を強化

し、研究の効率

的かつ効果的な

実 施 を 図 り ま

す。 
 また、研究成

果について、国

の施策立案への

貢献及び国内学

会等を通じた研

究成果の社会還

元に努めるとと

もに、国際学会

での発表等の国

際活動を推進し

ます。 
 これらの目標

達成のため、具

体的には、共同

研究を18件程度

実施します。ま

た、基準の策定

等 に 資 す る 調

査、研究等を 25
件程度実施しま

す。これらの調

査、研究等によ

って得られた成

果を広く社会に

公 表 す る た め

に、国内外の学

会等で一人平均

＜主な定量的指標＞ 
 共同研究の実施 
 基準の策定等に資

する調査、研究等

を実施 
 国内外の学会等で

研究成果を発表 
 査読付き論文の 
 発表 
 受託研究等の実施 
 特許等の産業財産

権の出願 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
②外部連携の強化・研究成果の発信 
交通安全環境研究所は国の施策に直接貢献できる研究を行うこ

とを最大の使命としており、どのような成果を生み出せば社会に

より効果的に還元できるかについて研究者自らが道筋を考えるこ

ととしている。当所の最大の強みは、技術基準の策定等につなが

る自動車や鉄道等の技術の評価法を研究する能力が高いことであ

り、そのための試験技術や計測法に関する知見を備え、さらに専

用の試験設備を保有している。 
こうした当所の立場、特長および研究能力、試験設備と大学の

学術研究能力、及び企業の技術開発力がそれぞれ持つ強みをお互

いの理解のもとに結びつける共同研究、共同事業等によって、技

術開発等も伴う国家プロジェクトなどで最大限の研究成果を効率

的に生み出し、その成果を行政施策に反映し社会に有効に役立て

ることを産学官連携の基本方針としている。 
さらに当所は、独立行政法人として交通技術行政の進め方やそ

の仕組み等に詳しいことから、研究の成果を国施策へ反映する方

策等の面で産学官連携の指導性を発揮することが可能である。国

内外の大学、研究機関から研究者、研究生を受け入れて、保有す

る試験設備や研究者の知見を活用しつつ、共同研究を 25 件実施

した。また、共同研究の枠組みとは別に、２校の大学と連携大学

院方式により提携している。 
 

当所が行う調査、研究のうち将来的に自動車、鉄道等の安全の

確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係る基準の

策定等に資する検討課題を提案した。 
研究成果を活用した施策提言に積極的に取り組む一方で、基準

等の策定に資する検討会やワーキンググループ（WG）への参画

等により、国土交通政策に関わる基準策定、施策立案支援等の業

務に積極的に取り組み、研究成果の社会還元に努めることとし

た。研究成果から得た知見を活かし、専門家として、国土交通省

や環境省等の検討会や WG に参画し、専門的知見を述べること等

により、国土交通政策の立案・実施支援に貢献した。 
基準の策定等に資する取り組みとして、調査・研究を 14 件、

検討会や WG への参画を 12 件、合計 26 件に取り組んだ。以下

に、具体的事項について示す。 
 

【基準の策定等に資する調査、研究課題】（14 件） 

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとお

り着実な実施状

況にあると認め

られる。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当

であると確認できた。 
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自動車機構の

設立目的に合致

する行政及び民

間からの受託研

究、受託試験等

の実施に努める

こと。 
 
 
 
 
 

 
研究者の意欲

向 上 を 図 る た

め、知的財産権

の活用を図ると

ともに、その管

理を適正に行う

こと。 
【指標】 
●知的財産の出

願状況（評価指

標） 
 

均15件程度発表

します。このう

ち、査読付き論

文 を 一 人 平 均

2.5 件程度発表

します。 
自動車機構の

設立目的に合致

する行政及び民

間からの受託研

究、受託試験等

の実施に努めま

す。 
 これらの目標

達成のため、具

体的には、国等

からの受託研究

等を 300 件程度

実施します。 
研究者の意欲

向 上 を 図 る た

め、知的財産権

の活用を図ると

ともに、その管

理を適正に行い

ます。 
 これらの目標

達成のため、具

体的には、特許

等の産業財産権

の出願を24件程

度行います。 
 

3 件程度発表し

ま す 。 こ の う

ち、査読付き論

文 を 一 人 平 均

0.5 件程度発表

します。 
自動車機構の

設立目的に合致

する行政及び民

間からの受託研

究、受託試験等

の実施に努めま

す。 
これらの目標

達成のため、具

体的には、国等

からの受託研究

等を60件程度実

施します。 
研究者の意欲

向 上 を 図 る た

め、知的財産権

の活用を図ると

ともに、その管

理を適正に行い

ます。 
これらの目標

達成のため、具

体的には、特許

等の産業財産権

の出願を 5 件程

度行います。 
 

○自動運転車及び運転支援車による自動車線変更時の安全性に

係る調査 
本調査では、UNR157 に車線変更機能を追加するための議論

に資するため、ドライビングシミュレータを用いて、自動運転

車が車線変更を行った場合に、周辺車両のドライバの運転行動

を計測する実験を行った。実験結果から、車線変更時に留意す

べき点等を整理した。 
 

○高齢運転者による交通事故防止対策調査 
ペダル踏み間違い事故件数を様々な要因と合わせて集計した

結果、全体の事故件数は年々減少傾向にあるが、65 歳以上が占

める割合は増加傾向にあり、発生場所別に見ると「単路（交差

点付近含）」の事故件数が最も多かった。型式別の事故件数に

は、基本的に保有台数（販売台数）が大きく影響することを確

認した。 
 

○令和２年度 交通弱者保護を目的とした傷害軽減に関する調 
 査 
車両前方ソナーにおいて人反応の可否を実験的に検証するこ

とを目的とした。車両前方ソナーは、壁との距離を測定し、駐

車時のドライバへの単独事故予防支援を主目的として開発され

ているが、本調査より人も検知可能であることが明らかとなっ

た。ただし、子供の検知距離は短い場合もあることから、カメ

ラ等の事故予防支援技術も併用していくことも必要な対策手段

と考える。 
 

○歩行車頭部保護性能に係る調査及び衝突安全基準に関する海

外動向調査 
歩行者保護基準において、歩行者頭部保護試験範囲を前面ガ

ラス部まで拡大する改正提案の議論の場で、前面ガラス部を対

象とした歩行者頭部保護試験で高い傷害値が計測される事例が

あることが報告された。そこで、調査を行い、前面ガラス部に

おける歩行者頭部保護試験で高い傷害値の発生が確認できた。

この調査結果から、歩行者保護基準改正案に対する修正案を検

討し、今後提案していく予定である。 
また、衝突安全専門家会合（GRSP）や作業部会等の Web 会

議に出席し、衝突安全基準の動向について調査し、GRSP や

DPPS（Deployable Pedestrian Protection Systems）作業部会

では交通安全環境研究所で実施した調査内容の報告を行った。 
 

○自動車におけるサイバーセキュリティ評価方法に関する調査 
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WP29 において策定されたサイバーセキュリティ基準

（UNR155）に関して、特に自動運転車の制御機能に影響を与

えうる脅威について、実車を使った調査を行い、課題を抽出し

た。実験ではドライバとシステム間の、操作の主体の移行に関

するイベントに着目し、同イベント発出に影響する脅威の検討

を行った。現状では SAE カテゴリのレベル 2 に相当する高度

な運転支援機能の車両は市販されており、このような車両を用

いて実験をした結果、イベント発出の制御に関わる車両による

認知の要素には、車両の仕様以外に出口付近の位置情報、周囲

車両（主に前方走行車）の認知、道路の走行条件（最高車速）

等が係わっていることが分かった。そこで、これらに関するサ

イバーセキュリティ上の脅威を検討するため、UNR155 の

Annex5 partA より関連性のある脅威を抽出し検討した。 
自動運転車におけるサイバーセキュリティ上の脅威を検討す

る場合には、自動運転のシステムに対する影響度を考慮し適切

にリスク分析に反映されているかが重要であり、この点を確認

することが審査における評価のポイントになると考えられた。 
 

○令和２年度 電気自動車の安全性に関する検討・調査 
本調査では、電気自動車に搭載するバッテリの安全性を評価

する手法について調査を行った。リチウムイオン電池パックに

レーザを照射することで、安全性評価を行う手法を検討した。

またバッテリ技術を含む電動車に関する最新技術動向について

調査を行った。 
 

○電気自動車における耐久試験等に係る国際基準等の見直しの

ための海外動向調査 
バッテリ劣化に関する世界統一技術規則（GTR）の策定動向

について、排出ガス・エネルギー専門家会合（GRPE）傘下の

EVE作業部会の会議に参加して調査を行った。また、併せて国

内におけるバッテリ劣化やその防止に関する技術動向について

文献調査等を行うとともに、使用過程にある電気自動車 1 台に

ついて航続力測定試験を実施した。 
 

○ディーゼル乗用車等の路上走行試験法に関する調査 
ディーゼル車およびガソリン車で路上走行試験を実施し、排

出ガスおよび排気微粒子数の計測を行った。国内現行法規にお

ける試験成立性を確認するとともに、国際調和の観点から

UNR 案に準拠した場合の試験成立性についても検討した。ま

た、低温環境でのアイドリング試験により保護制御の現状把握

を行った。 
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◯自動車の実燃費影響評価及び自動車の実燃費影響評価に関す

る調査 
モード試験では効果の現れない実燃費向上技術導入の効果を

加味することを目的に、ライトやワイパーについてより詳細な

使用頻度についての分析を行うとともに、日射制御技術の評価

などを想定した日射下車室内温度測定試験を行った。太陽光透

過率（Tts）と車室内温度には高い相関がみられ、日射量と Tts
あたりの温度変化率の関係を定量的に示した。その結果は米国

で同種の試験結果よりもやや低いものであった。 
 

◯令和２年度尿素 SCR システム搭載車の排出ガス性能評価調 

査業務 
銅系ゼオライト触媒採用の尿素 SCR（選択的触媒還元）シス

テム搭載重量車に対し、シャシダイナモメータ試験及び車載型

計測装置を用いた路上走行試験を実施し、同システムの NOx
浄化性能を評価して、性能劣化の要因分析に資するデータを取

得した。 
 

◯自動車騒音に係る国際基準等の見直しのための調査 
マフラー性能等確認制度の見直しの必要性を検討するため、

自動車騒音の受忍限度を把握することが重要であると考えられ

ることから、受忍限度把握を目的とし、実験参加者 20 名に対

し、評価試験を実施した。評価試験を実施するにあたり、実験

参加者に提示する通過騒音を、延べ８台について、バイノーラ

ル録音をした。 
 

◯後退警報音の試験法に関する調査 
現在、検討の進められている後退警報装置の新規則案につい

て、その試験法の妥当性を検証した。試験法案は、装置単体の

試験と車両に搭載した状態の試験で構成されており、本調査に

おいては、それぞれの試験法の検討を行った。また、欧州で暗

騒音に応じて警報音の音量を変化させる自動調整式の警報装置

について、その性能評価を行った。 
 

◯鉄道における準天頂衛星等システム活用に関する調査検討 
衛星測位の鉄道分野への利活用に向けてはデータの継続的な

収集と蓄積が必要との「鉄道における準天頂衛星等システム活

用検討会」からの指摘を踏まえ、本調査では実列車による測位

試験を同一路線で複数回実施して衛星測位のデータを継続的に

収集し、データ収集時期の違いによる測位結果の傾向の変化等
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について分析した。 
 

◯令和２年度 鉄道車両の外側磁界等に係る調査 
鉄道車両の外側に発生する磁界について、さまざまなき電方

式及び制御方式の車両で測定を行うとともに、鉄道車両以外に

起因する磁界とその影響に関する検討を行い、磁界発生傾向を

把握するとともに、埋設物による影響の程度について確認を行

い、報告書をとりまとめた。 
 

【基準の策定等に資する検討会および WG】（12 件） 
◯車載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討

会に係るフォローアップ会議 
平成 30 年度まで開催された車載式故障診断装置を活用した

自動車検査制度のあり方検討会の報告書に基づいて、検査体制

の整備をする上で必要となる関係者間の調整を行うために開催

されたフォローアップ会議に委員として参加した。法定スキャ

ンツールを開発するにあたって重要となる、ソフトウェアをブ

ラックボックス化させない方策、ソフトウェアの互換性を向上

させるためのインターフェースの考え方、不正対策及びセキュ

リティ向上対策等に関して、主として技術的見地から国土交通

省をサポートした。 
 

◯ASV 推進検討会 
自動運転の実現に向けた先進安全自動車の推進を目的とし国

土交通省が設置した検討会に委員として参加するとともに、検

討会に設けられた「先進安全技術普及分科会」の分科会長とし

て、自動運転を念頭に置いた先進技術のあり方及び自動運転技

術の正しい普及についての検討を実施した。 
 

◯車両安全対策検討会 
車両安全対策検討会に委員として参加した。更なる死傷者数

削減を目的として、種々の最新安全技術の事後効果評価の検討

並びに事故分析に取り組んだ。また、死傷事故件数の多い自転

車事故への対策に関する検討を行った。 
 

◯大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査検討 WG 
一度発生すると重大事故につながる可能性が高い大型車の車

輪脱落事故が多発傾向にあることから、その原因究明及び防止

対策を検討するための「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る

調査検討 WG」に座長として対応した。新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を受けて先延ばしになっていた取りまとめを行
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い、その結果、「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン」が

開催されるとともに、「自動車の点検及び整備に関する手引

き」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）が改正され、車輪

脱落事故を防止するための新たな規定が追加された。 
 

◯環境省中央環境審議会大気・騒音振動部会 
令和２年８月 19 日に大気・騒音振動部会（第 14 回）が開催

され、今後の有害大気汚染物質対策のあり方について、第十二

次答申（案）、今後の自動車排出ガス低減対策のあり方につい

て（第十四次答申）（案）について審議を行い、当部会として

了承し、案の通り会長へ報告を行うこととした。 
 

◯産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進検討会 
国土交通省が主催する「産学官連携による高効率次世代大型

車両開発促進検討会」を第３回、第４回の２回開催し、第３回

は令和２年度に実施する 12 の研究テーマについて事業計画の

審議を行い、第４回は実施した研究の進捗について様々な視点

からご議論を行い、課題の確認を行った。これらを基に、令和

３年度の事業につなげることとした。 
 

◯鉄道における自動運転技術検討会 
踏切等のある一般的な路線を対象として、センシング技術や

情報通信技術、無線を利用した列車制御技術などの最新技術も

利活用した自動運転の導入について、安全性や利便性の維持・

向上を図るための技術的要件の検討を行った。 
 

◯技術基準検討会 
鉄道に関する技術上の基準に関し、土木分野、電気分野、車

両分野及び運転分野のそれぞれについて、改正に向けた動向及

び今後の方向性等について検討した。 
 

◯都市鉄道向け無線式列車制御システム仕様共通化検討会 
運行の安定性の向上、保守作業の効率化等に寄与することか

ら今後の更なる導入が期待されている無線式列車制御システム

のより一層の導入促進を図るために、首都圏等で進んでいる相

互直通運転も考慮した仕様共通化等に関する調査検討を行っ

た。 
 

◯環境省在来鉄道騒音に係る評価方法等検討調査に関するＷＧ 
在来鉄道騒音の実態を把握することを目的とし、在来鉄道沿

線における住民反応や公害紛争の状況を把握するとともに、騒
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音暴露状況の現状把握のためのデータ状況の整理を行った。 
 

◯環境省新幹線鉄道騒音及び航空機騒音対策に関する検討委員 
 会 
新幹線騒音・航空機騒音の測定マニュアルの適切な運用のた

めには、マニュアルに示す測定・評価方法を自治体担当者に周

知させ普及を図り、統一的な騒音測定・評価が円滑に行えるよ

うにする必要があるため、本検討委員会を設置し検討を行っ

た。 
 

◯DMV に関する技術評価検討会 
道路から鉄道への乗り入れを可能とする特殊な構造の車輪を

備え、走行モード変換装置を介して、道路と線路の双方を自由

に走行できる車両である、デュアル・モード・ビークル

（DMV）について、阿佐海岸鉄道・阿佐東線における実用化

に向けた技術評価を行った。 
 

研究成果の普及、活用促進を図り、広く科学技術に関する活

動に貢献するため、国内外での学会発表、論文誌への投稿、専

門誌への寄稿、関係団体での講演等に積極的に取り組んだ。以

下に、具体的事項について示す。 
 

 国内外の学会等での発表件数： 88 件（一人平均 
3.38 件） 
うち査読付き論文:  15 件（一人平均 0.58 件） 

 
③受託研究等の獲得 
受託業務に関して、交通安全環境研究所は次のような方針で臨

んでいる。 
 

自動車・鉄道分野における安全・環境問題を担当する公正・中

立な法人として、要員不足の問題を抱えつつも、国が行政上緊急

に必要とする業務は確実に実施して答えを出すのが使命と認識し

ている。行政を支援するため、国土交通省、環境省等から委託業

務を受託し、安全・環境行政に係る政策方針の決定や安全・環境

基準の策定等の施策推進に直接的に貢献することとしている。 
民間受託については、これまでに培われた当所の技術知見や所

有する施設・設備を活用し、各種行政施策への活用のみならず、

国民への貢献、技術の波及効果といった観点から、自動車機構の

設立目的に合致するものについては積極的に獲得するものとして

いる。 
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限られたリソースを適切に活用するため、受託研究の受諾可否

を研究企画会議にて事前に検討する仕組みを構築し、これにより

課題実施の妥当性、予算・人員の最適化を計っている。また、業

務の効率化を図るため、受託業務を、研究者の専門性に基づく判

断力を必要とする非定型業務と定型的試験調査業務（実験準備、

機器操作、データ整理等）とに分け、後者は、可能な限り外部の

人材リソース（派遣等）を活用するなどして、研究者が受託業務

を効率的に進捗管理できるよう受託案件毎に、チーム長を責任者

とする研究チーム制を採用している。 
 

行政、民間等外部からの研究、試験の受託に努め、合計 94 件

の受託研究、試験を実施した。以下に、具体的な件名について示

す。 
 
【国等からの受託研究】（21 件） 

 令和２年度交通弱者保護を目的とした傷害軽減に係わる調査

研究 
 令和２年度電気自動車の安全性に関する検討・調査 
 令和２年度歩行者頭部保護性能に係る調査及び衝突安全基準

に関する海外動向調査 
 先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進に関す

る調査 
 自動車におけるサイバーセキュリティ評価方法に関する調査 
 自動運転に係る技術の評価手法及びツールに関する調査 
 自動運転車及び運転支援車による自動車線変更時の安全性に

係る調査 
 高齢運転者による交通事故防止対策調査 
 電気自動車における耐久試験等に係る国際基準等の見直しの

ための海外動向調査 
 「産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進検討会 

令和元年度成果報告会（仮称）」の運営に係る作業補助 
 産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事業 
 令和２年度尿素 SCR システム搭載車の排出ガス性能評価調査

請負業務 
 ディーゼル乗用車等の路上走行試験法に関する調査 
 自動車の実燃費影響評価及び実燃費関連技術に関する調査 
 自動車騒音に係る国際基準等の見直しのための調査 
 令和２年度後退警報音装置の試験方法に関する調査 
 鉄道における準天頂衛星等システム活用に関する調査検討 
 令和２年度鉄道車両の外側磁界等に係る調査 
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 自動車メーカーから報告のあった自動車の構造・装置に起因

した事故・火災情報等、ユーザーから寄せられた不具合情報

等に関する分析調査 
 リコール届出の統計分析調査 
 「令和２年度脱出ハンマー使用方法の啓発に係る調査業務｣

に基づく啓発ビデオ制作の撮影等委託 
 

【民間からの受託研究】（73 件） 
 規制の精緻化に向けたデジタル技術の開発／無人自動運転車

における運行時に取得するデータの活用と安全性評価のため

の基礎システムの技術開発に係る委託業務 
 自動運転レベル３以上における運転引継ぎ行動の定量的検討

に関する調査 
 霧室実験の操作指導等 
 新技術（路面描画ランプ）の有効性に関する研究 
 交換用マフラーの走行騒音消音性能調査業務のための騒音測

定 
 ディーゼル重量車の排出ガス測定試験 
 海外向け電子連動装置の設計安全性評価 
 海外向け電子連動装置の設計安全性評価（英語版） 
 台車試験設備を用いた車輪の摩耗に関する試験(２件) 
 搬器接触事故に伴う原因分析と再発防止策への技術指導 
 固定循環式用握索装置試験（２件） 
 単線自動循環式普通索道用握索装置試験（４件） 
 鉄道車両の性能試験に関わる技術指導 
 細街路の交通量推計手法の現状に関する調査 
 フェールセーフ伝送/制御装置の IEC 62279 及び IEC 62425
規格適合性認証 

 列車情報管理システムに対する規格適合性認証 
 電子連動装置の IEC 62279 及び IEC 62425 規格適合性認証 
 列車統合管理装置のサーベイランス 
 電子連動装置の IEC 62425 規格適合性認証 
 列車検知装置のサーベイランス 
 保安装置のプラットフォームの IEC 62278 規格適合性評価 
 電子連動装置の IEC 62279 及び IEC 62425 規格適合性認証 
 運行管理装置の IEC 62278、IEC 62425 及び IEC 62279 規格

適合性認証 
 変電所制御監視システムの IEC 62278（RAMS）規格適合性

評価 
 列車情報管理システムに対する規格適合性認証 
 電子連動装置のプラットフォームのサーベイランス 
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 列車情報管理システムの IEC 62279 規格適合性評価 
 電子連動装置に対する特別調査 
 電子連動装置に関する特別調査 
 自動車の先進安全技術の性能評価規程に基づく衝突被害軽減

制動制御装置試験及びペダル踏み間違い急発進抑制装置試験

（39 件） 
 

④知的財産権の活用と管理適正化 
交通安全環境研究所の研究業務の過程で生み出された新技術、

新手法、専用プログラムなどについては積極的に知的財産権を獲

得する方針を取っている。ただし、当所の知財戦略は、将来の特

許料収入を確保することが主たる目的ではなく、国が技術基準を

定める際に規定に織り込まれる内容（試験技術や計測方法など）

が第三者の保有する特許に抵触する場合には、法に基づく強制規

格として国が採用できなくなることから、そうした事態を避ける

観点から当所が開発した技術等の知的財産については、公的用途

として使えるようにしておくための、いわば防衛的な目的での獲

得を主としている。 
知的財産の創出から取得・管理・管理までの基本的な考え方を

明確化するため、知的財産ポリシーを制定し、職務発明等に関す

る運用の明確化を図り、当該事務の適正化を図っている。知的財

産権に繋がる職務発明に関しては、交通安全環境研究所内に設置

されている研究企画会議メンバーにて自動車機構の目的に沿った

職務発明であることを確認した上で、知的財産化を行うこととし

た。令和２年度は、５件の産業財産権（特許権）の出願を行っ

た。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（２）① 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

自動車審査業務の高度化 
型式認証における基準適合性審査等 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 
         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 

         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 進展する自動

車技術や型式認

証に係る新たな

国際相互承認制

度に対応すると

ともに、我が国

技術の国際標準

の獲得を目指す

国土交通省を支

援するため、専

門家会議等への

参加や諸外国の

関係機関との連

進展する自動

車技術や型式認

証に係る新たな

国際相互承認制

度に対応すると

ともに、我が国

技術の国際標準

の獲得を目指す

国土交通省を支

援するため、専

門家会議等への

参加や諸外国の

関係機関との連

進展する自動

車技術や型式認

証に係る新たな

国際相互承認制

度に対応すると

ともに、我が国

技術の国際標準

の獲得を目指す

国土交通省を支

援するため、専

門家会議等への

参加や諸外国の

関係機関との連

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
一部の自動車認証審査部職員

を国際調和推進部に併任し、

WP29傘下の専門家会合及び作業

部会の国際会議に 91 回、国内対

応会議に175回出席した。これら

の会議において、実際に審査を

行う自動車認証審査機関の立場

から基準や試験方法を提案する

とともに関係者と意見交換を行

った。 
サイバーセキュリティシステ

ムの国際基準策定についてWP29

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
WP29 傘下の専門

家会合及び作業部

会に参加するほ

か、情報セキュリ

ティ審査センター

を設置し、国内基

準への先行導入に

向けた体制を整え

るとともに、令和

３ 年 ３ 月 に

ISO27001 認証を

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
我が国技術の国際標準獲得を目指している国土交通省を支援するため、

国連の専門家会議等（国際会議に 91回、国内対応会議に 175回）に参画

し、意見交換を行うとともに、国際相互認証制度に関しては規程類を整

備し、国内への受け入れ体制を整備した。これら実績に加え、情報セキ

ュリティ審査センターを設置し、国内基準への先行導入に向けた体制を

整えるとともに、令和３年３月に ISO27001 認証を取得したことによ

り、サイバーセキュリティシステムの審査情報の漏洩防止とともに審査

に関する一定の能力を有していることを示すことができた。また、自動

運転車の保安基準が令和２年４月１日に施行されたことを受け、自動運

転車の審査に必要な知見を習得し、世界で初めての自動運転車（レベル

３）の型式指定（令和２年１１月）に係る技術的審査を行った。 
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携などにより、

国際相互承認制

度の進展等に貢

献しつつ、新た

な審査内容への

対応に向けた知

識及び技能の習

得を図ること。 

携などにより、

国際相互承認制

度の進展等に貢

献しつつ、新た

な審査内容への

対応に向けた知

識及び技能の習

得を図ります。 

携などにより、

国際相互承認制

度の進展等に貢

献しつつ、新た

な審査内容への

対応に向けた知

識及び技能の習

得を図ります。 

傘下の専門家会合へ共同議長と

して参画し、実際に審査を行う

自動車認証審査機関の立場から

基準や試験方法の提案を行うと

ともに、国際的な議論を踏まえ

た国内基準への先行導入に対応

すべく、情報セキュリティ審査

準備室を改組し、情報セキュリ

ティ審査センターを設置し、国

内基準の施行に向けた審査体制

を整えた。 
また、サイバーセキュリティ

システムに係る国際基準（令和

３年１月に保安基準取り入れ）

において、審査要員が有すべき

知識の例として ISO27001が規定

されているため、情報セキュリ

ティ審査センターにおいて、令

和３年３月に ISO27001認証を取

得した。これにより、サイバー

セキュリティシステムの審査情

報の漏洩防止とともに審査に関

する一定の能力を有しているこ

とを示すことができた。 
令和２年 11月 23日に特定改造

等許可制度が施行され、申請者

が特定改造等を適確に実施する

に足りるかどうかを審査する能

力審査、プログラム等の改変に

より改造された自動車の保安基

準適合性審査を開始した。 
自動運転車を含む高度化・複

雑化する自動車の新技術等の審

査に対応するため、研究部門と

の合同試験等で得られた知見を

基に新技術等に対応した新たな

基準や試験方法を WP29 傘下の

専門家会合及び作業部会等に提

案し、これにより新たな試験方

法に反映され、国際基準の成立

及び国際相互承認制度の進展に

取得した。これに

より、サイバーセ

キュリティシステ

ムの審査情報の漏

洩防止とともに審

査に関する一定の

能力を有している

ことを示すことが

できた。 
また、自動運転車

の保安基準が令和

２年４月１日に施

行され、自動運転

車の審査に必要な

知見を習得し、世

界で初めての自動

運転車（レベル

３）の型式指定

（令和２年１１

月）に係る技術的

審査を行った。 
以上の理由から、

所期の目標以上の

成果を達成してお

り、Ａ評定と認め

られる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

以上のことを踏まえ、この業績は所期の計画を上回る成果を得たと認め

られることから「Ａ」評定とした。 
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貢献した。 
また、自動運転車の保安基準

が令和２年４月１日に施行さ

れ、自動運転車の審査に必要な

知見を習得し、令和２年 11 月に

世界で初めての自動運転車（レ

ベル３）の型式指定された自動

車に係る技術的審査を行った。 
第 64 回アジア専門家会議（イ

ンドネシア）にて、試験法や法

規解釈等に関する意見交換を行

った。 
また、先進安全技術の性能認

定制度については、国土交通省

において、「先進安全技術の性能

認定実施要領（国土交通省告

示）」が改正（令和２年４月１日

施行）され、衝突被害軽減制動

制御装置の対歩行者要件の追

加、ペダル踏み間違い時抑制装

置の性能認定要件が新たに追加

された。これを受け、審査に関

する規程類を整備するととも

に、当該試験に係る装置を新た

に導入する等により審査体制の

構築を図った。なお、令和２年

度の試験実績は以下のとおり。 
 

申請自動車メーカー数：８社 
型式数：511 型式 

 
自動運転車やサイバーセキュ

リティシステム等の基準策定に

おいて自動車認証機関として貢

献するとともに、国際会議への

参加等を通じ、それら新技術に

係る知見や審査技能を習得し

た。これにより、新技術を適切

に審査することができた。 
 
４．その他参考情報 
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例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（２）② 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

自動車の審査業務の高度化 
使用段階における基準適合性審査 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

         予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 
         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 

         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 進展する自動

車技術に対応す

るため、審査事

務規程の改訂や

検査業務の実施

手法の高度化を

図ること。 

進展する自動

車技術に対応す

るため、審査事

務規程の改訂や

検査業務の実施

手法の高度化を

図ります。 
 

進展する自動

車技術に対応す

るため、審査事

務規程の改訂や

検査業務の実施

手法の高度化を

図ります。 
特に、改正道

路 運 送 車 両 法

（令和元年５月

24 日公布）及び

自動車機構も委

員として参画し

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
審査事務規程の改正を全７

回行った。このうち、自動車

の新技術に対応する保安基準

等の改正に応じて行った改正

は５回である。 
 

道路運送車両法の改正（平

成 31 年３月８日閣議決定、

令和元年５月 24 日公布）及

び「車載式故障診断装置を活

用した自動車検査手法のあり

方検討会」の最終報告書（平

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
年度計画通り着

実に業務を実行

し た こ と に 加

え、以下の成果

をあげた。 

令和元年度に設

置した OBD 検査

プロジェクトチ

ームにおいて、 

OBD 検査に必要と

なる、自動車メ

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
自動車の新技術に対応した審査事務規程の改正及び審査方法の明確化や高度化

のための改正を実施した。更に、令和元年度に設置した OBD 検査プロジェクト

チームにおいて、OBD 検査に必要となる、自動車メーカーから提出される技術

情報を管理するシステム及び当該技術情報を活用して OBD 検査の合否判定を実

施するシステムについて、要件定義を実施した上で、これらのシステムの設

計・開発に係る調達手続きを開始するとともに以下の取組を行った。 

・OBD 検査機器の利用時における課題の洗い出しのため、無線通信に係る電波

環境の調査・分析を実施するとともに、実際の検査業務フローを確認したこ

と。 

・技術情報を活用した OBD 検査の合否を判定するシステムの試作版を活用し、

自動車メーカーや整備事業者等の関係者とも連携しつつ、車両からの電子的な
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た「車載式故障

診断装置を活用

した自動車検査

手法のあり方検

討会」の最終報

告書（平成 31 年

3 月 13 日公表）

に基づき、シス

テム構築に向け

た準備及び運用

方法の検討を進

めます。 

成 31 年３月 13 日公表）に基

づき、令和６年 10 月から開

始する車載式故障診断装置

（On-Board Diagnostics：
OBD）を活用した検査

（OBD 検査）の実施に向け

たシステム構築の準備及び運

用方法の検討を進めた。 
具体的には、令和元年度に

設置した OBD 検査プロジェ

クト（構成員：自動車機構、

軽自動車検査協会、コンサル

ティング会社、システムメー

カー及びツールメーカー）に

おいて、OBD 検査に必要と

なる、①自動車メーカーから

提出される技術情報を管理す

るシステム及び②当該技術情

報を活用して OBD 検査の合

否判定を実施するシステムに

ついて、要件定義を実施した

上で、これらのシステムの設

計・開発に係る調達手続きを

開始した。 
また、OBD 検査機器の利

用時における課題の洗い出し

のため、全国の 10 検査部・

事務所において、無線通信に

係る電波環境の調査・分析を

実施するとともに、実際の検

査業務フローを確認した。 
さらに、上記②のシステム

の試作版を活用し、自動車メ

ーカーや整備事業者等の関係

者とも連携しつつ、車両から

の電子的な故障情報の読出し

に係る検証や、システムの基

本的な機能や使用感の確認を

行う等、検査現場で顕在化し

得る課題等の洗い出しを進め

た。 

ーカーから提出

される技術情報

を管理するシス

テム及び当該技

術情報を活用し

て OBD 検査の合

否判定を実施す

るシステムにつ

いて、要件定義

を 実 施 し た 上

で、これらのシ

ステムの設計・

開発に係る調達

手続きを開始し

た。OBD 検査機器

の利用時におけ

る課題の洗い出

しのため、無線

通信に係る電波

環境の調査・分

析を実施すると

ともに、実際の

検査業務フロー

を確認した。技

術情報を活用し

た OBD 検査の合

否を判定するシ

ステムの試作版

を活用し、自動

車メーカーや整

備事業者等の関

係者とも連携し

つつ、車両から

の電子的な故障

情報の読出しに

係る検証や、シ

ステムの基本的

な機能や使用感

の 確 認 を 行 う

等、検査現場で

顕在化し得る課

故障情報の読出しに係る検証や、システムの基本的な機能や使用感の確認を行

う等、検査現場で顕在化し得る課題等の洗い出しを進めたこと。 

・道路運送車両法施行令及び道路運送車両法関係手数料令の改正に伴い、令和

３年10月から新たに徴収することとされている審査用技術情報管理事務に係る

手数料の徴収については、申請の種類（オンライン・窓口）により異なるすべ

ての徴収方法に対応するため、それに係るシステムの構築に向けて、要件定義

を実施するとともに、設計・開発に着手したこと。 

・OBD 検査制度や新たな手数料の導入について説明するチラシを国とも連携し

て作成し窓口に設置する等、ユーザー等の関係者に対して周知を図ったこと。 

 
以上のことを踏まえ、所期の計画を上回る成果を得たと認められることから

「Ａ」評定とした。 
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加えて、「道路運送車両法

施行令及び道路運送車両法関

係手数料令の一部を改正する

政令」（令和２年８月５日公

布）の改正に伴い、令和３年

10 月から新たに徴収するこ

ととされている審査用技術情

報管理事務に係る実費（手数

料）の徴収については、申請

の種類（オンライン・窓口）

により異なるすべての徴収方

法に対応するため、「審査用

技術情報管理手数料徴収シス

テム」の構築に向けて、当該

システムの要件定義を実施す

るとともに、設計・開発に着

手した。あわせて、OBD 検

査制度や新たな手数料の導入

について説明するチラシを国

土交通省とも連携して作成し

窓口に設置する等、ユーザー

等の関係者に対して周知を図

った。 
 

題等の洗い出し

を進めた。 

また、道路運送

車両法施行令及

び道路運送車両

法関係手数料令

の改正に伴い、

令和３年 10 月か

ら新たに徴収す

ることとされて

いる審査用技術

情報管理事務に

係る手数料の徴

収については、

申請の種類（オ

ン ラ イ ン ・ 窓

口）により異な

るすべての徴収

方法に対応する

ため、それに係

るシステムの構

築に向けて、要

件定義を実施す

るとともに、設

計・開発に着手

し た 。 あ わ せ

て、OBD 検査制度

や新たな手数料

の導入について

説明するチラシ

を国とも連携し

て作成し窓口に

設置する等、ユ

ーザー等の関係

者に対して周知

を図った。以上

の理由から、所

期の目標以上の

成果を達成して

おり、Ａ評定と

認められる。 
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＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．（３） 新技術や社会的要請に対応した行政への支援 

自動車のリコール技術検証業務の高度化 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

車両不具合の

有無等の詳細

検討 

46 件程度 46 件程度 
（前五カ年の実績値
より設定） 

65 件 69 件 76 件 63 件 53 件  予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

         決算額（百万円） 15,042 14,723 16,070 14,345 19,229 
         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動運転シス

テム技術の日進

月歩での進展、

燃料電池自動車

の 市 販 開 始 な

ど、今後も自動

車技術の著しい

発展が見込まれ

ることから、こ

れらの高度化・

複雑化する自動

車の新技術や不

具合に対応する

自動運転シス

テム技術の日進

月歩での進展、

燃料電池自動車

の 市 販 開 始 な

ど、今後も自動

車技術の著しい

発展が見込まれ

ることから、こ

れらの高度化・

複雑化する自動

車の新技術や不

具合に対応する

自動運転シス

テム技術の日進

月歩での進展、

燃料電池自動車

の 市 販 開 始 な

ど、今後も自動

車技術の著しい

発展が見込まれ

ることから、こ

れらの高度化・

複雑化する自動

車の新技術や不

具合に対応する

＜主な定量的指標＞ 
車両不具合の有無等

の詳細検討 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
自動車技術については、自動運転システム技術の日進

月歩での進展、燃料電池自動車の市販開始など、今後も

自動車技術の著しい発展が見込まれることから、これら

の高度化・複雑化する自動車の新技術や不具合に対応で

きるよう職員の確保・育成等、必要な対応を実施するこ

とを目的とした。 
 
（ⅰ）排出ガスの不正ソフトに係るサーベイランスの実 
   施 
平成 27 年に発覚した米国におけるフォルクスワーゲ

ン社による不正ソフトの使用の事案を受け、平成 29 年

４月、「排出ガス不正事案を受けたディーゼル乗用車等

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のと

おり着実な実

施状況にある

と 認 め ら れ

る。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認

できた。 
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ため、より高い

専門性を有する

職員の確保・育

成や、外部機関

との連携等、業

務体制の強化を

図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、諸外国

のリコール関連

情報の活用を進

めること。 
【指標】 
●先進安全技術

等の新技術や不

具合に対応する

ための体制強化

や人材育成の状

況（モニタリン

グ指標） 
 

ため、より高い

専門性を有する

職員の確保・育

成や、外部機関

との連携等、業

務体制の強化を

図ります。これ

らの目標達成の

ために具体的に

は、担当職員に

よる会議におい

て 自 動 車 の 事

故・火災事例等

を踏まえた車両

不具合の有無等

の 詳 細 検 討 を

230 件程度実施

す る こ と に よ

り、職員の育成

を行います。 
 また、海外事

務所等も利用し

つつ、諸外国の

リコール関連情

報の活用を進め

ます。 
 
 

ため、より高い

専門性を有する

職員の確保・育

成や、外部機関

との連携等、業

務体制の強化を

図ります。これ

らの目標達成の

ために具体的に

は、担当職員に

よる会議におい

て 自 動 車 の 事

故・火災事例等

を踏まえた車両

不具合の有無等

の詳細検討を 46
件程度実施する

ことにより、職

員の育成を行い

ます。 
 また、諸外国

のリコール関連

情報の活用を進

めます。 
 
 

検査方法見直し検討会」の最終とりまとめにおいて、サ

ーベイランスの実施が提言された。 
これを踏まえ、国土交通省から不正ソフト使用の有無

の確認に係るサーベイランスを公正中立な第三者機関で

あるリコール技術検証部において実施することを依頼さ

れ、平成 29 年度からサーベイランス業務に着手し、令

和２年度においても国土交通省からの依頼により３台の

車両の測定を行った。 

 

（ⅱ） 事故・火災車両調査を通した職員の育成 
技術検証に活用するため、自動車の不具合が原因と疑

われる事故・火災事例について車両調査を行うこととし

ている。当該調査は実際に起きた事故・火災事案を調査

する業務であることから、積極的に取り組み、調査件数

は計 53 件（過去５カ年平均 65 件）となり、年度計画の

数値目標 46 件を上回る達成率 115％の成果が得られ

た。 
調査結果については、部内の職員により構成される技

術検証官会議や国土交通省との連絡会議において検討す

るとともに、情報共有に努めた。 
 

（ⅲ） 検証実験を通じた知見の蓄積 
技術検証において、自動車メーカーの報告内容を確認

するとともに、将来の技術検証に活用するための知見を

蓄積することを目的とし、検証実験を実施することとし

ている。令和２年度においては、合計 10 件の検証実験

を実施した。 
 

（ａ）火災実験 
国土交通省からリコール技術検証部に提供される

不具合情報には車両火災が多く含まれている一方、

車両火災事案は構造・装置が焼損してしまい発生原

因を特定しにくい状況が多々ある。このため火災を

伴う不具合の技術検証能力を高める必要があるた

め、火災事例での火災発生の因果関係や火災発生事

象を確認することで車両火災に係る知見の集積を図

るべく、火災関連の実験を実施した。 
 

（ｂ）高度な運転支援システム（自動運転レベル２）

搭載車の実験 
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自動運転車の実用化に向けて官民が連携して推進

しているところである。近年、運転支援技術が高度

化した自動運転レベル２の運転支援システム（シス

テムが前後及び左右の車両制御を実施。）を搭載し

た車両の新車時登録台数が増加傾向にある。しか

し、レベル２の運転支援システムは、システムがド

ライバに代わって全ての運転を行う機能はなく、ド

ライバによる運転の監視が必要であり、ドライバが

正しく認識して運転しないと交通事故が発生するお

それがある。このため、令和２年が自動運転レベル

３実用化元年にあたることから、各自動車メーカー

の車両に搭載された予防安全装置（ハンズオフ機

能）について、技術動向調査を実施し、今後導入さ

れる自動運転車両に対する技術検証業務の質の向

上・効率化を図るべく知見を蓄積した。 
 

（ⅳ） 技術検証官等の確保・育成 
技術検証には、自動車の開発、設計等に豊富な知見と

高度な知識が必要であり、自動車メーカー等における開

発経験を有する者を技術検証官として採用している。技

術検証官については、定期的に一定数を採用すること

で、技術レベルを最新に保つことが可能となっている。 
令和２年度においては新たに２名の技術検証官を採用

した。また、新技術に関する各種講習会等や技術展示会

等に参加し、最新の技術情報や知見を維持するように努

めた。 
 

（ⅴ） 交通安全環境研究所内各部との連携 
リコール技術検証部内のみで高度化・複雑化する新技

術に対応することは困難であることから、交通安全環境

研究所内各部と連携を行った。 
 

（ⅵ） 国内の外部機関との連携 
地方の消防組合消防局の車両火災に関する研修会に技

術検証官を講師として派遣し、最近の火災事故の多発事

例や出火の原因及びそのメカニズムなどについて情報を

提供するとともに意見交換を実施した。 
 

（ⅶ） 海外の外部機関との連携 
外国車の技術検証業務を行う際は、生産本国を含めた

各国での不具合の発生状況や、本国を含めた各国での市
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場措置情報を収集することで、不具合の原因究明や推定

原因の妥当性を判断する際の判断材料の一つとして活用

した。 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．（１） 我が国技術の国際標準化等への支援 

自動車技術の国際標準化 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

WP29 専門家

会合に参加 
12 回程度 12 回程度 

（国連で開催される
WP29 専門家会議に
100％出席） 

12 回 
（100％） 

13 回 
（100％） 

12 回 
（100％） 

16 回 
（133％） 

16 回 
（133％ 

 予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 

         決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 
         経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 
         経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

         従事人員数 43 43 43 43 43 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載。 当法人は会計上のセグメントの単位が、評価における評価単位まで細分化できないため、本報告については各項目同一記載。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 これまでの研究成

果や技術評価・認証

審査の知見を活用し

て、我が国の自動車

及び鉄道等の技術が

国際標準となるよ

う、試験方法等につ

いて積極的な提案を

着実に進める。 
【重要度：高】 
『インフラシステム

輸出戦略』（平成 27

これまでの研究成

果や技術評価・認証

審査の知見を活用し

て、我が国の自動車

及び鉄道等の技術が

国際標準となるよ

う、試験方法等につ

いて積極的な提案を

着実に進めます。 
【重要度：高】 
『インフラシステム

輸出戦略』（平成 27

これまでの研究成

果や技術評価・認証

審査の知見を活用し

て、我が国の自動車

及び鉄道等の技術が

国際標準となるよ

う、試験方法等につ

いて積極的な提案を

着実に進めます。 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
WP29 専門家会議へ

の参加 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
研究成果や技術評

価・認証審査の知見

を活用して、我が国

技術に係る国際基

＜主要な業務実績＞ 
自動車が基幹産業である日本は、日本の

優れた技術を国際標準化することにより国

際競争で優位となることから、インフラシ

ステム輸出戦略（令和２年７月９日改訂 

経協インフラ戦略会議決定）の「２．受注

獲得に向けた戦略的取組」の（３）ソフト

インフラ②国際標準の獲得と認証基盤の強

化の（具体的施策）において、「国際機関

（WP29 等）における連携等を通じて、我

が国制度・技術の国際標準化を推進」する

こととしており、国土交通省は、アジアの

＜評定と根拠＞ 
A 
WP29 傘下の専門

家会合に 16 回参

加 （ 達 成 率

133%）したこと

に加え、WP29 の

専門家会合及び

作業部会等にお

ける交通安全環

境研究所のプレ

ゼンス向上を目

評定 A 
＜評定に至った理由＞自動車技術の国際標準化に関

する年度計画において、WP29 傘下の専門家会合に

12 回参加するという目標とされているところ、令和

2 年度においては 16 回参加し、目標を上回る達成率

となった。WP29 の専門家会合及び作業部会等にお

ける交通安全環境研究所のプレゼンス向上を目指

し、会議に参画する立場から、令和 2 年度において

は 3 割以上の会議で議長職等を担当し、会議運営を

主導した。 
以上のことを踏まえ、所期の計画を上回る成果を得

たと認められることから「Ａ」評定とした。 
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年 6 月改訂）におい

ては、「国際標準の

獲得と認証基盤の強

化」といったことが

戦略分野あるいは重

要施策として掲げら

れており、我が国自

動車産業及び鉄道産

業の活性化及び国際

競争力の確保を図る

必要があるため。 
 
我が国技術の国際

標準の獲得を目指し

た国土交通省の自動

車基準調和世界フォ

ー ラ ム

（UN/ECE/WP29）
等における活動を支

援すること。また、

この対応のため、国

際標準化を推進する

専門の部署を設置す

るなど実施体制の強

化を図ること。 
【指標】 
●国際連合で開催さ

れる専門家会合への

参加状況等（モニタ

リング指標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 6 月改訂）におい

ては、「国際標準の

獲得と認証基盤の強

化」といったことが

戦略分野あるいは重

要施策として掲げら

れており、我が国自

動車産業及び鉄道産

業の活性化及び国際

競争力の確保を図る

必要があるため。 
 
 我が国技術の国際

標準の獲得を目指し

た国土交通省の自動

車基準調和世界フォ

ー ラ ム

（UN/ECE/WP29）
等における活動を支

援するため、職員を

我が国代表の一員と

して同フォーラムの

各専門家会合に参加

させ、国際標準等の

提案に必要なデータ

提供等を積極的に行

います。これらの目

標達成のために具体

的には、同会合に

60 回程度参加する

とともに、国内にお

ける国際標準獲得に

向けた検討にも積極

的に参画します。こ

の対応のため、国際

標準化を推進する専

門の部署を設置する

など実施体制の強化

を図ります。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
我が国技術の国際

標準の獲得を目指し

た国土交通省の自動

車基準調和世界フォ

ー ラ ム

（UN/ECE/WP29）
等における活動を支

援するため、職員を

我が国代表の一員と

して同フォーラムの

各専門家会合に参加

させ、国際標準等の

提案に必要なデータ

提供等を積極的に行

います。これらの目

標達成のために具体

的には、同会合に

12 回程度参加する

とともに、国内にお

ける国際標準獲得に

向けた検討にも積極

的に参画します。 
 
 

準・試験方法のより

積極的な提案や、体

制整備を着実に進め

ているか。 

新興国を含む世界各国において、安全・安

心な車社会を実現するとともに、日本の企

業がより活動しやすい環境を整備するた

め、自動車にかかる国際基準調和を積極的

に推進している。 
そのため、自動車の安全・環境問題に関

する国際基準を策定する WP29 の諸活動に

恒常的に参画し、研究部門における基準策

定支援研究の成果及び認証審査部門におけ

る審査方法の知見を活用し、新たな国際基

準の提案や、基準策定に必要なデータの提

供等を積極的に行うことによって、国土交

通省の自動車基準調和活動の技術的支援を

行った。 
また、国際基準等の策定等に係る国際的

リーダーシップを組織的かつ戦略的に発揮

していくために、平成 28 年４月に、旧交通

安全環境研究所と旧自動車検査独立行政法

人の統合に当たって、国際調和活動を専門

に行う「国際調和推進部」を新設し、年々

増加している国際基準調和の業務に組織的

かつ柔軟に対応できるよう実施体制の強化

を図った。一方で、最近の自動車の技術基

準の国際調和については、自動運転、セキ

ュリティ対策、排出ガス不正ソフト対策

等、新たな技術課題に対応した新たな基準

や UNR の制定等について議論が始まって

いるところである。このような高度かつ複

雑化した新たな技術課題について、将来的

な技術基準の調和を見越した取り組み等に

対応するため、平成 30 年４月１日に組織改

正を行い、環境研究部及び自動車安全研究

部を設置するとともに、各部署横断的に国

際基準調和に関する課題に取り組む必要が

あるため、国際調和推進統括を設置した。 
さらに、自動運転に向けた技術が急速に

進化していることから、平成 30 年６月の

WP29 において、ブレーキ・走行装置専門

家会合（GRRF）を改編し、自動運転専門

家会合（GRVA）が新たに設置されるとと

もに、自動運転に必要な基準を整備するた

指し、会議に参

画 す る 立 場 か

ら、3 割以上の会

議で主導した。 
以上の理由によ

り、所期の目標

を上回る成果が

得られており、

Ａ評定と認めら

れる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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めに GRVA 傘下に６つの作業部会が設置さ

れることとなった。それらに対応するため

に、令和元年７月に新たに国際調和推進の

ための業務を専門に行う審議役を設置し、

体制の強化を図った。これに伴い、これま

で参加しきた６つの専門家会合に加えて、

車両全体での相互承認制度（International 
Whole Vehicle Type Approval ：IWVTA）

の専門家会合にも参加することとした。こ

れにより、現在は７つの専門家会合に参加

している。 
このように、国際会議へ対応すべく段階

的に体制の強化を図ってきたところである

が、令和２年に入って、新型コロナウイル

スの感染が世界的に拡大し、令和２年３月

以降、WP29 関連の国際会議は、順次、

Web 会議形式において行われることとなっ

た。なお、４月から５月に開催が予定され

ていた専門家会合については延期となり、

GRE は令和２年度は１回のみの開催であっ

た。このような状況のため、令和２年度

は、専門家会合及び作業部会は全て Web 会

議で行われたが、参加国間の時差のため、

１日に開催される時間は３時間程度に制限

され、従前に比べ進捗が遅くなった。しか

し、年度後半に入ると、Web 会議の開催の

しやすさから、１回の時間は短いものの開

催回数が増加することとなり、それまでの

進捗の遅れも取り戻すことが出来た。会議

開催の概要は以下に記す。 
国際調和推進統括の下で、環境研究部及

自動車安全研究部で行った先進的な技術要

件のための研究成果に基づき、また、自動

車認証審査部におけるこれまでの審査方法

の知見を活かして、国が行う基準案策定を

技術的に支援した。 
具体的には、WP29 の７つの専門家会合

（GR、IWVTA）及びその傘下の作業部会

に、必要に応じて研究部門と自動車認証審

査部から共に出席する体制とした。また、

基準案原案策定のための作業部会には、若
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手職員を担当させることによって育成に務

めた。 
 

令和２年度における WP29 の会議体への

出席は、WP29 傘下の７つの専門家会合

（GR、IWVTA）に年 16 回（GR13 回、

IWVTA3 回）、のべ 46 人が参加し、また、

WP29 には審議役が２回参加した。その他

21 の作業部会等に年 118 回参加し、参加者

はのべ 239 人であった。全体では、29 の会

議に年 140 回、のべ 288 人が参加した。 
交通安全環境研究所は、これまで恒常的

に WP29 の専門家会合及び作業部会等に参

加してきたが、交通安全環境研究所の益々

の存在感の向上を目指して、会議に参加す

る立場から主導する立場を目指し、作業部

会等の議長職（議長、副議長、事務局）を

担当し、日本の主張がより基準に反映され

るよう会議運営を主導していくこととして

いる。令和２年度においては、以下の表の

とおり、10 の作業部会や TF において、議

長、副議長及び事務局を交通安全環境研究

所の職員が担当しており、主導率は全体の

34.4%を占めた。 
 

WP29 傘下の各専門家会合、及びその傘

下に設置された作業部会等において、以下

の活動を行った。 
 

（ⅰ）一般安全専門家会合（GRSG） 
日本から、間接視界の基準である国

連規則第 46 号（UNR46）に、直前直

左に直右及び近接後方を加えた視界の

確保（ミラーではなく CMS（Camera 
Monitor System）、ソナー、直視でも

可）の提案を行っており、日本の事故

データを基に近接視界の必要性を主張

してきた。その結果、車両近接におけ

る視界を確保するための VRU-Proxi
（Vulnerable Road Users proximity）
作業部会が設置され、交通安全環境研
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究所の職員が議長として会議運営を担

当し、車両発進時の歩行者安全確保に

対する新たな UN 規則のとりまとめに

向けて、作業部会の運営を主導してい

る。 
 

（ⅱ）衝突安全専門家会合（GRSP） 
GRSP において、ECRS(Enhanced 

Child Restraint System)の基準に関す

る取扱説明書のデジタル化について、

交通安全環境研究所職員が議論に参画

し、ユーザーの安全性向上につながる

改正案修正に貢献した。 
ヘッドレストの基準で、世界統一技

術規則第７号（GTR7）Phase 2 の内容

の国連規則第 17 号（UNR17）への織

り込みについて、基準改正案の作成等

に交通安全環境研究所の職員が貢献し

た。 
歩行者保護基準の GTR である世界統

一技術規則第９号（GTR9）で、アクテ

ィブ保護装置の試験方法の明確化を目

的とした DPPS 作業部会では、試験時

の歩行者の挙動の考え方を議論中であ

り、職員が交通安全環境研究所で実施

した調査結果を提供して会議に貢献し

た。 
欧 州 議 会 で 採 択 さ れ た GSR

（General Safety Regulation）の改正

内容を UNR に織り込む議論する作業部

会において、歩行者頭部保護試験範囲

を前面ガラス部まで拡大する改正案に

対し、交通安全環境研究所の調査結果

を提供し、会議に貢献した。 
バス乗員の子供の安全に関する新基

準の策定を目的とした STCBC(Safer 
Transport of Children in Busses and 
Coaches)作業部会では、日本は国際基

準を採択していないため、バスに関す

る日本の国内法について交通安全環境

研究所職員が紹介した。 
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電気自動車の安全性に関する EVS 作

業部会では、現在、Phase2 として、バ

ッテリの熱連鎖試験、振動試験、被水

試験の議論が行われている。交通安全

環境研究所が事務局として会議運営を

担当し、アジェンダやスケジュールの

管理を行っている。また第20回EVS作

業部会は、初めての完全 Web 開催とな

ったが、セクレタリとして質高くサポ

ートし、会議の運営に貢献した。 
 

（ⅲ）自動運転専門家会合（GRVA） 
自動運転に特化した基準扱う専門家

会合として、GRRF を改選して新たに

設置された専門家会合である。令和元

年６月に開催された第 178 回 WP29 に

おいて、自動運転に関するフレームワ

ーク文書が合意され、GRVA では令和

２年３月までに同一車線内の低速型自

動 運 転 シ ス テ ム で あ る ALKS
（ Automatically Lane Keeping 
System）の新規則ドラフトを策定する

こととなった。作業はパート毎に

GRVA 傘下の４つの作業部会で取り組

むこととなり、ALKS の機能要件につ

いては ACSF 作業部会、自動運転車の

新 た な 試 験 法 に つ い て は VMAD
（Validation Methods for Automated 
Driving）作業部会、サイバーセキュリ

ティ及びソフトウェアアップデートに

ついては CS／OTA（Cyber Security 
and OTA issues）TF、データ記録装置

については EDR/DSSAD（Event Data 
Recorder/Data recorder Storage 
System for Automated Driving）作業

部会にて作業が行われた。ACSF 作業

部会は日本とドイツが共同議長とな

り、ALKS の機能要件及び機能要件の

確認のための試験法のドラフトを作成

し、第５回 GRVA に提出した。交通安

全環境研究所は日本の意見・提案を取
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り入れたドラフトの作成に貢献すると

ともに、第４回 GRVA では共同議長の

代行で状況報告を行った。VMAD 作業

部会は日本とオランダが共同議長とな

り、ALKS を対象とした自動運転車の

新たな試験法のドラフトを作成し、第

５回 GRVA へ提出した。交通安全環境

研究所は共同議長を担うとともに、交

通シナリオを用いた安全性検証方法等

のドラフト作成に貢献した。 
CS/OTA TF は日本と英国、米国の３

者が共同議長となり、活動を続けてき

た。日本の議長には交通安全環境研究

所が担当している。自動車に特化した

サイバーセキュリティとソフトウェア

アップデートの基準案が作成され、第

５回 GRVA に提出された。現在国連に

よる採択を待っている状況である。サ

イバーセキュリティの基準案では、車

両型式についてのセキュリティ機能の

審査に加え、車両メーカーの組織的な

セキュリティの取り組みについても審

査する新しい仕組みが提案されてい

る。なお、ソフトウェアアップデート

に関しても同様に車両メーカーの組織

に関する審査を行う仕組みとなってい

る。ちなみに、この国連において策定

された新しい仕組みは世界に先駆け日

本で制度化され、令和２年度から実施

さ れ る こ と と な っ て い る 。

EDR/DSSAD 作業部会は日本とオラン

ダ、米国の３者が共同議長となり、活

動を続けてきた。日本の議長は交通安

全環境研究所が担当している。このデ

ータ記録装置は、自動運転における運

転の主体（システムかドライバか）を

記録する要件を定めており、運転にお

ける責任の切り分けにおいて重要なデ

バイスとなるため、道路交通の上でも

必要不可欠な装置であり、自動運転車

の社会受容性にもかかわる重要な基準
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となる。基準案は、ALKS の基準に組

み込まれ、第 5 回 GRVA に提出され、

現在国連による採択を待っている状況

である。 
令和２年２月に開催された第５回

GRVA において ALKS の新規則ドラフ

ト及びサイバーセキュリティ／ソフト

ウェアアップデートの新規則ドラフト

が審議された結果、一部残課題が指摘

され、令和２年３月に臨時で第６回

GRVA が開催されることになった。第

６回 GRVA での審議の結果、ALKS の

新規則ドラフト及びサイバーセキュリ

ティ／ソフトウェアアップデートの新

規則ドラフトが合意され、令和２年６

月の WP29 に上程されることになっ

た。なお、ALKS の機能要件のうち、

運転操作引継ぎ要求提示後の猶予時間

（10 秒）の要件及び運転操作引継ぎ要

求の警報を段階的に強める要件につい

ては、交通安全環境研究所で実施した

ドライビングシミュレータ実験の結果

が技術的根拠となった。 
乗用車用衝突被害軽減ブレーキのUN

新規則（00 シリーズ）が第 178 回

WP29で採択され、GRVA配下に設置さ

れた AEBS 作業部会（日本と欧州委員

会が共同議長）において、00 シリーズ

改正案及び 01 シリーズ改正案を作成す

る作業が行われた。交通安全環境研究

所は共同議長を支援するとともに、日

本の意見・提案を取り入れた改正案の

作成に貢献した。また、第 12 回 AEBS
インフォーマル会議では、交通安全環

境研究所が実施した AEBS の不要作動

を評価するシナリオに関する調査結果

のプレゼンを行い、第 13 回 AEBS イン

フォーマル会議では、同調査結果を基

にした Annex 3、Appendix 2（不要作

動評価シナリオ）の改正提案を提出し

た。同改正提案は、R152 の他の改正提
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案とともに令和２年９月に開催された

第７回 GRVA に提出され、令和３年３

月に開催された第 183 回 WP29 で採択

された。 
自動運転レベル２以下の ADAS

（ Advanced Driver Assistance 
System）の新規則策定のための議論を

行う会議体として、TF ADAS が設立さ

れ、令和３年３月までに２回の会議が

開催された。同会議において、交通安

全 環 境 研 究 所 は 、 RMF （ Risk 
Mitigation Function）に関する国際自

動車工業連合会（OICA）からの提案文

書に対し、国内のドライバ異常時対応

システムガイドラインとの整合性を検

討するとともに、修正提案の作成等に

貢献した。 
CS(Cyber Security)／OTA(Over The 

Air：無線通信を使ったソフトウェアア

ップデート)に関しては、日本と英国、

米国の３者が共同議長となり、活動を

続けてきた。日本の議長には交通安全

研究所の研究員が担当している。自動

車に特化したサイバーセキュリティと

ソフトウェアアップデートの基準案が

完了し、GRVA での確認を経て、令和

２年６月に開催された第181回のWP29
会議で採択された。サイバーセキュリ

ティの基準案では、車両型式について

のセキュリティ機能の審査に加え、車

両メーカーの組織的なセキュリティの

取り組みについても審査する新しい仕

組みが導入された。ソフトウェアアッ

プデートの基準も同じタイミングで採

択された。これらの基準により、自動

運転や Connected と言った先進的な機

能やサービスを下支えするための、国

際的なルールが稼働することとなる。 
 

（ⅳ）排出ガス・エネルギー専門家会合

（GRPE） 
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排ガス・エネルギー専門家会合には

多くの作業部会が設置されており、交

通安全環境研究所の職員は４つの作業

部会に参加し、３つの会議で副議長を

担当している。WLTP 作業部会では、

WLTP の GTR である GTR15 を基に国

連規則の検討を行ってきた。第 80 回

GRPE （令和２年１月）において

WLTP の UNR が合意され、第 181 回

WP29（令和２年６月）において新国連

規則が成立し、令和３年８月に国連規

則第 154 号（UNR154）として発効す

る予定となった。これまで、乗用車の

排ガス・燃費に関する国連規則である

UNR83 は燃料・最高速度の違い等によ

り日本での採用は出来ない状況であっ

たが、UNR154 が発効すれば日本にお

いても排ガス・燃費の国連規則の採用

が可能となる。WLTP 作業部会におい

て交通安全環境研究所は副議長を担当

し、日本国内での運用経験や日本が先

行している燃料電池車や電気自動車と

いった部分において UNR154 の策定に

貢献した。なお、この国連規則の成立

をもって、WLTP 作業部会の活動は一

旦終了となった。 
EVE 作業部会では、ハイブリッド車

のようにエンジンとモーターといった

２つ以上の動力源を持つ電動車両のシ

ステム出力の定義を定めた新たな GTR
が第 182 回 WP29（令和２年 11 月）に

おいて成立した。現在、バッテリ耐久

の要件に関する GTR の検討を行ってお

り、第 84 回 GRPE（令和３年６月）に

基準案の提出を目指して検討を進めて

いる。交通安全環境研究所は副議長を

担当しており、これらの基準策定の議

論を主導している。 
EPPR 作業部会では、二輪車の環

境・動力性能要件の検討を行ってお

り、二輪車の OBD 関する GTR No.18
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に OBDⅡ相当の要件を盛り込んだ

Amend.1 が、第 182 回 WP29（令和２

年 11 月）において成立した。交通安全

環境研究所は、本作業部会において議

論を主導し、これらの基準策定に大き

く貢献した。 
RDE 作業部会では、交通安全環境研

究所で行った日本国内での公道での試

験成立性についての調査結果を RDE 作

業部会に提出し、RDE に関する UNR
及び GTR にその内容が盛り込まれた。

第 81 回 GRPE（令和２年６月）に

UNR 案が提出、承認され、第 182 回

WP29（令和２年 11 月）に上程され

た。また、RDE の GTR 化に向けた議

論が引き続き行われており、交通安全

環境研究所も議論に参加している。 
PMP （ Particle Measurement 

Programme）作業部会では粒子状物質

の粒子数の測定基準を作成しており、

23nm 以下の粒子を対象とする測定方法

が検討され，乗用車については GTR に

反映され，重量車については将来の技

術基準 GTR 化に向け，統合決議

（Consolidated Resolution）の形でま

とめられる予定である． 
 

（ ⅴ ） 騒 音 ・ タ イ ヤ 専 門 家 会 合

（GRBP） 
四輪車の騒音規制に関する国連規則

第 51 号（UNR51）では、試験法で規

定されている加速走行の条件だけ騒音

が小さくなるようにすることを防止す

るための規定があるが、その確認方法

が煩雑で効果が見込めるかが不透明で

あるとの課題から、作業部会を設置し

て試験法の見直しを行っている。交通

安全環境研究所が副議長を担当し、各

国と連携して会議を進めている。 
また、同作業部会では、二輪車の騒

音規制に関する国連規則第 41 号
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（UNR41）についても、UNR51 同様

に加速走行の条件だけ騒音が小さくな

るようにすることを防止するため、全

開条件のみならず様々なギア段、部分

加速状態や速度など様々条件下での走

行試験を規定した改正案を第 183 回

WP29（令和３年３月）において可決さ

れた。車両後退時の警報装置について

の基準策定については、交通安全環境

研究所が TF の議長を務めている。交通

安全環境研究所にて実施した試験法の

妥当性の検討結果の提供やドラフトの

修正提案を行う等、主導的な役割を果

たしている。また TF 議長として、

GRBP へ進捗報告を毎回実施してい

る。 
 

（ⅵ）灯火器専門家会合（GRE） 
令和２年 10 月に開催された第 83 回

GREにおいて、1952ブラッセル作業部

会（GTB）は、前照灯の配光制御によ

り車両前方に情報提示を行う路面描画

について、ADB（Adaptive Driving 
Beam）の規定範囲内で運用可能とする

フ ォ ー マ ル ド キ ュ メ ン ト

（GRE/2020/4）を提出した。交通安全

環境研究所は、路面描画の安全性を検

討するために、自車両前方の路面描画

を注視するドライバが先行車の減速に

どの程度速やかに気づくことができる

か調べる実験を実施した。また路面描

画を他の交通参加者が見た場合の影響

についても調査した。これらの結果に

ついては、安全性を客観的に議論する

ためのデータとして GRE インフォーマ

ルワーキング第 38 回 SLR、第 83 回

GRE において報告を行い、国際的な議

論に貢献した。 
 
４．その他参考情報 
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例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．（２）．①② 我が国技術の国際標準化等への支援 

鉄道技術の国際標準化 
①ISO、IEC 等への参画 

②国際的な認証・安全性評価の推進 
業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成 
目標 

基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

国内での ISO、IEC 等
の専門家会議へ参加 

14 回

程度 
14 回程度 
（国内で開催さ
れる専門家会議
の実績） 

15 回 15 回 22 回 18 回 17 回  予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 

認証審査及び規格適合

性評価に係る受託契約

の完遂率を 100% 

100% 100% 
（受託契約につい

ては全て完遂す

る。） 

100% 100% 100% 100% 100%  決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

         経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 
         経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

         従事人員数 43 43 43 43 43 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    ＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定 A 
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ISO（国際標準化機

構）、IEC（国際電気

標準会議）等の国際標

準化活動に参画し、我

が国の優れた鉄道技

術・規格の国際標準化

の推進に貢献するこ

と。 
 
 
 
 
 
我が国鉄道技術の国

際的な展開を支援する

ため、認証審査及び規

格適合性評価を積極的

に行うこと。 

ISO（国際標準化機

構）、IEC（国際電気

標準会議）等の国際標

準化活動に参画し、我

が国の優れた鉄道技

術・規格の国際標準化

の推進に貢献します。

これらの目標達成のた

めに具体的には、関係

する国内での ISO、

IEC 等の専門家会議へ

70 回程度参加しま

す。 
我が国鉄道技術の国

際的な展開を支援する

ため、認証審査及び規

格適合性評価を積極的

に行います。これらの

目標達成のために具体

的には、認証審査及び

規格適合性評価に係る

受託契約の完遂率を

100%とします。 

ISO（国際標準化機

構）、IEC（国際電気

標準会議）等の国際標

準化活動に参画し、我

が国の優れた鉄道技

術・規格の国際標準化

の推進に貢献します。

これらの目標達成のた

めに具体的には、関係

する国内での ISO、

IEC 等の専門家会議へ

14 回程度参加しま

す。 
我が国鉄道技術の国

際的な展開を支援する

ため、認証審査及び規

格適合性評価を積極的

に行います。これらの

目標達成のために具体

的には、認証審査及び

規格適合性評価に係る

受託契約の完遂率を

100%とします。 

 国内での ISO、

IEC等の専門家会

議へ参加 
 認証審査及び規格

適合性評価に係る

受託契約の完遂率

を 100% 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
研究成果や技術評

価・認証審査の知見

を活用して、鉄道の

国際規格への適合性

評価等を行うための

体制整備を着実に進

めているか。 

鉄道の国際標準化活動に参画

し、我が国の優れた鉄道技術・規

格の国際標準化を推進するための

活動に取り組んだ。 
具体的には、国際標準化活動に

関係する国内での ISO、IEC 等の

専門家会議として、国際標準化機

構の鉄道分野専門委員会（ISO/TC 
269）、音響専門委員会（ISO/TC 
43）、及び高度道路交通システム

（ISO/TC 204）、並びに、国際電

気標準会議の鉄道用電気設備とシ

ステム専門委員会（IEC/TC 9）及

び生体影響に関する電磁界計測の

標準化専門委員会（IEC/TC 106）
に係る国内の専門家会議に計 17 回

参加した。 
参加した国内委員会における成

果としては、日本の技術が排除さ

れないよう、研究成果に基づいた

知見等を提供した。 
 
また、我が国鉄道技術の国際的

な展開を支援するため、認証審査

及び規格適合性評価を積極的に行

った。 
具体的には、認証審査及び規格

適合性評価に係る受託契約につい

て100%完遂し、令和２年度末まで

の終了予定 12 案件全てに対し成果

物を発行した。なお、認証機関と

して令和２年度は認証書を４案件

（規格数としては６件）に対し発

行した。特に、令和２年度は、受

託契約額が約９千万円となり、例

年（過去４年度の平均：約４千６

百万円）と比べ、著しく増加した

が、鉄道認証室の体制強化を図る

ことにより、完遂率100%を達成す

るとともに、教育機能の強化によ

り、今後の需要増加にも対応でき

A 
我が国の優れた

鉄道技術・規格

の国際標準化の

推進に貢献する

ため、関係する

国内での ISO、

IEC 等の専門家

会議へ 17 回参

加 （ 達 成 率

121%）した。 
また、鉄道認証

室の体制強化を

図ることによ

り 、 完 遂 率

100%を達成す

るとともに、教

育機能の強化に

より、今後の需

要増加にも対応

できる基盤を構

築した。これに

より、令和２年

度の受託契約額

は例年の約２倍

にまで増加し

た。 
以上の理由によ

り、所期の目標

を上回る成果が

得られており、

Ａ評定と認めら

れる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

＜評定に至った理由＞ 
我が国の優れた鉄道技術・規格の国際標準化の推進に貢

献するため、関係する国内での ISO、IEC 等の専門家会

議へ 17 回参加（目標：14 回程度）し、目標を上回る達

成率となったこと。 
鉄道認証室の体制強化を図ることにより、認証審査及び

規格適合性評価に係る受託契約の完遂率 100%を達成す

るとともに、教育機能の強化により、今後の需要増加に

も対応できる基盤を構築したこと。これにより、令和２

年度の受託契約額は例年の約２倍にまで増加したこと。 
以上のことを踏まえ、所期の計画を上回る成果を得たと

認められることから「Ａ」評定とした。 
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る基盤を構築した。 
体制強化においては、鉄道製品

関連メーカーOBの人材も逼迫する

中、鉄道事業者、研究機関、電機

メーカーOBなど、幅広く可能性を

追求しながら、人的資源を確保し

た。教育機能の強化においては、

報告書の形式の確認・内容の確

認、審査資料の技術的チェック、

報告書の執筆、査読、副チームリ

ーダー、チームリーダー、技術総

括といった、各職員の能力の発展

段階を考慮した教育を行うことと

し、当該教育を管理する担当者を

指名した。このような体制強化及

び教育機能の強化に係る取り組み

により、今後の需要増加にも対応

し、人的資源の確保を図ることが

出来る持続可能な組織としての基

盤を構築した。 
さらに、主に鉄道事業者を対象

とし、国際規格を安全性確保や品

質管理にどのように活用できるか

について、Web セミナーを開催

（令和２年 12 月から１年程度の間

に全６回を予定）し、関心が高ま

ることで、中期的な人的資源の確

保に資することを期する取り組み

も実施した。 
また、認定機関（独立行政法人

製品技術基盤機構 認定センター）

より、再認定を取得（令和２年 10
月 27 日：有効期間４年）した。 
さらに、RAMS 製品認証につい

て、第７段階（製造）までから、

第８段階（据付）まで、又は第９

段階（機能と安全性検証）まで、

認証対象範囲を拡大した（令和３

年２月 16 日に関連規定を改定し、

４月１日から施行）。 
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以上の鉄道認証室の体制強化に

より、需要の増加に対応しつつ、

認証書の発行や規格適合性に関す

る報告書の発行を通じ、我が国鉄

道製品の国際展開に貢献した。 
また、認定機関より、再認定を

取得し、鉄道認証室の発行する認

証書の国際通用性を堅持した。 
これらの鉄道認証室の取り組み

に対し、令和３年４月 16 日に東日

本旅客鉄道株式会社国際事業本部

長より、感謝状が授与された。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．４．（１）（２）

（３） 
その他国土交通行政への貢献 
盗難車両対策 
点検・整備促進への貢献 
関係期間との情報共有の促進 

業務に関連する政策・

施策 
5   安全で安心できる交通の確保、治安・生活の確保 
 17  自動車の安全性を高める 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人自動車技術総合機構法第 12 条 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

検査員研修

等への講師

派遣回数 

1,000 回程

度 
1,000 回程度 1,149 回 1,197 回 1,222 回 1,202 回 1,173 回  予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

         決算額（百万円） 15,041 14,723 16,070 14,345 19,229 
         経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 
         経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 
         行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

         従事人員数 949 949 992 992 992 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動車の盗難防

止等を図るため、

車台番号の改ざん

等の盗難や不正が

疑われる受検事案

があった場合に

は、速やかに国土

交通省へ通報する

こと。 
適切な点検・整

自動車の盗難防

止等を図るため、

車台番号の改ざん

等の盗難や不正が

疑われる受検事案

があった場合に

は、速やかに国土

交通省へ通報しま

す。 
適切な点検・整

 自動車の盗難防

止等を図るため、

車台番号の改ざん

等の盗難や不正が

疑われる受検事案

があった場合に

は、速やかに国土

交通省へ通報しま

す。 
適切な点検・整

＜主な定量的指標＞ 
・検査員研修等への

講師派遣回数 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

自動車の盗難防止等に貢

献するためネットワークシ

ステムを活用し、車台番号

の改ざん事例を全国展開す

ることにより、職員による

改ざん等に関する確認能力

の向上を図り、車台番号の

改ざんが疑われる自動車を

全国で 96 件発見し、国土交

通省へ通報を行った。この

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとお

り着実な実施状

況にあると認め

られる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
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備及びリコール改

修の促進のため、

国土交通省と連携

して啓発活動を行

い、また、国土交

通省が行う指定整

備工場の検査員研

修等に講師を派遣

するなどの支援に

努めること。 
【指標】 
●国土交通省が実

施する検査等に係

る研修等への講師

の派遣状況（モニ

タリング指標） 
国土交通省にお

いては、検査等の

情報の一元化を検

討しており、その

一環として、中期

目標期間中の早期

に、軽自動車検査

協会が保有する検

査情報を国土交通

省が集約する仕組

みを構築すること

としている。 
自動車機構にお

いては、国土交通

省が保有する車両

の不具合等の情報

を共有できる仕組

みを中期目標期間

中の早期に整備す

ること。 

備及びリコール改

修の促進のため、

国土交通省と連携

して啓発活動を行

い、また、国土交

通省が行う指定整

備工場の検査員研

修等に講師を

5,000 回程度派遣

するなどの支援に

努めます。 
 
 
 
 
 
国土交通省にお

いては、検査等の

情報の一元化を検

討しており、その

一環として、中期

目標期間中の早期

に、軽自動車検査

協会が保有する検

査情報を国土交通

省が集約する仕組

みを構築すること

とされています。 

自動車機構にお

いては、国土交通

省が保有する車両

の不具合等の情報

を共有できる仕組

みを中期目標期間

中の早期に整備し

ます。 

備及びリコール改

修の促進のため、

国土交通省と連携

して啓発活動を行

い、また、国土交

通省が行う指定整

備工場の検査員研

修 等 に 講 師 を

1,000 回程度派遣

するなどの支援に

努めます。 
 
 
 
 
 
国土交通省にお

いては、検査等の

情報の一元化を検

討しており、その

一環として、中期

目標期間中に、軽

自動車検査協会が

保有する検査情報

を国土交通省が集

約する仕組みを構

築することとされ

ています。自動車

機構においては、

国土交通省が保有

する車両の不具合

等の情報を共有で

きる仕組みを継続

します。 

うち７件は、盗難車の発見

に繋がった。また、盗難車

の発見に貢献した職員は業

績表彰の対象にすることと

し、職員の意欲向上に努め

た。 
 

適切な点検・整備を促進

する観点から、審査結果が

不適合であった車両の受検

者に対して、測定結果等の

審査結果情報を提供した。 
また、リコールに該当す

る不具合の早期発見と迅速

な措置に繋がるよう車両の

不具合情報の収集に努め、

設計製造に起因するおそれ

のある不具合情報を国土交

通省に報告し、２件の情報

がリコール届出に繋がって

いる。 
また、国土交通省が行う

自動車検査員研修等の講師

派遣依頼に対し、新型コロ

ナウイルスを想定した「新

しい生活様式」に基づくオ

ンライン形式の研修への対

応を含め、令和２年度は

1,173 回延べ 1,190 名の職員

を派遣し、審査事務規程に

ついての講義を行った。 
さらに、リコール技術検

証部門において、国土交通

省及軽自動車検査協会と連

携して、軽自動車の不合格

情報を入手し、設計又は製

作に係る不具合が疑われる

情報の分析を行った。（再

掲） 

 

 
４．その他参考情報 
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例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅱ．１．（１）（２）

（３） 
  ２．（１）（２）

（３） 

業務運営 
一般管理費及び業務経費の効率化目標等、調達の見直し、業務運営の情報化・電子化の取組 
組織運営 
要員配置の見直し、その他実施体制の見直し、人事に関する計画 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 一般管 理費 （人件

費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経

費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）

について、中期目標期

間中に見込まれる当該

経費総額（初年度の当

該経費相当分に５を乗

じた額）を６％程度抑

制すること。 
 
 
 
 

 また、業務経費（人

件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

一 般 管理 費（ 人 件

費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経

費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）

について、中期目標期

間中に見込まれる当該

経費総額（初年度の当

該経費相当分に５を乗

じた額）を６％程度抑

制します。 
 
 
 
 

 また、業務経費（人

件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

一 般 管理 費（ 人 件

費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経

費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）

について、中期目標期

間中に見込まれる当該

経費総額（初年度の当

該経費相当分に５を乗

じた額）を６％程度抑

制する目標に向けて、

経費節減の余地がない

か自己評価を厳格に行

った上で、適切な見直

しを行います。 
また、業務経費（人

件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
予算の執行状況を踏まえ、四

半期毎に配賦額を調整すること

等により、経費の抑制に努め

た。 
 

「令和２年度独立行政法人自

動車技術総合機構調達等合理化

計画」に基づき、契約監視委員

会において点検・見直しを実施

するとともに、同計画において

調達の改善等を図る観点から、

重点的に取り組む分野に掲げた

審査上屋における改修工事に関

する調達については、引き続

き、入札情報の業界誌への掲載

依頼等周知ツールを活用し、入

札の競争性向上に努めた。 

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとおり

着実な実施状況に

あると認められ

る。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確

認できた。 
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経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、中期目

標期間中に見込まれる

当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５

を乗じた額）を２％程

度抑制すること。 
 
「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調

達手続による、適切で

迅速かつ効果的な調達

を実現する観点から、

毎年度策定する「調達

等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施す

ること。具体的には、

機械警備業務、回線利

用料、健康診断などの

複数年契約の実施や、

守衛業務、電力契約、

施設内変電施設等につ

いて、隣接する研究所

と一体で契約すること

により、引き続き調達

の効率化、コスト縮減

を図ること。また、同

一敷地にある国の運輸

支局等と警備、清掃業

務、消防・空調設備の

保守点検等の共同調達

を可能な限り実施して

いるところであり、今

後とも、共同調達の実

施により調達の効率

化、コストの縮減に努

経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、中期目

標期間中に見込まれる

当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５

を乗じた額）を２％程

度抑制します。 
 
「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調

達手続による、適切で

迅速かつ効果的な調達

を実現する観点から、

毎年度策定する「調達

等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施し

ます。具体的には、機

械警備業務、回線利用

料、健康診断などの複

数年契約の実施や、守

衛業務、電力契約、施

設内変電施設等につい

て、隣接する研究所と

一体で契約することに

より、引き続き調達の

効率化、コスト縮減を

図ります。また、同一

敷地にある国の運輸支

局等と警備、清掃業

務、消防・空調設備の

保守点検等の共同調達

を可能な限り実施して

いるところであり、今

後とも、共同調達の実

施により調達の効率

化、コストの縮減に努

経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）について、中期目

標期間中に見込まれる

当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５

を乗じた額）を２％程

度抑制すべく経費の節

約に努めます。 
「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏ま

え、公正かつ透明な調

達手続による、適切で

迅速かつ効果的な調達

を実現する観点から、

毎年度策定する「調達

等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施し

ます。具体的には、機

械警備業務、回線利用

料、健康診断などの複

数年契約の実施や、守

衛業務、電力契約、施

設内変電施設等につい

て、隣接する研究所と

一体で契約することに

より、引き続き調達の

効率化、コスト縮減を

図ります。また、同一

敷地にある国の運輸支

局等と警備、清掃業

務、消防・空調設備の

保守点検等の共同調達

を可能な限り実施して

いるところであり、今

後とも、共同調達の実

施により調達の効率

化、コストの縮減に努

また、他の機関との共同調達

の実施については、従来から実

施していた自家用電気工作物の

保守契約等に加えて、タッグ名

札他購入に関する調達を隣接す

る研究所と共同で実施した結

果、共同調達の件数は５件とな

った。 
 

自動車機構内の効率的な情報

共有及び適切な意思決定等のた

め、一部手続きについて、押印

を省略し、メール等を用いた電

子的な手続きを可能とすること

により、業務運営の効率化を図

った。 

 

令和２年度の継続検査件数

は、指定整備率の向上及び軽自

動車へのシフトにより、中長期

的に減少傾向が続いている。一

方、近年の基準改正に対応する

ため、検査における確認事項の

増加 など実質的な業務量は引き

続き増加している。 
このような状況の中、第１期

中期計画期間中に実施してきた

不適切事案を二度と発生させな

いための措置を踏まえて、非常

勤職員を含めた要員配置の見直

し、検査コース数の見直し、職

員に対する研修の充実及び高度

化施設の更なる利活用に取り組

み、厳正かつ効率的な業務の実

施に努めた。 
組織統合における合理化効果

を発揮するため、引き続き間接

部門の共通化・効率化を図り、

合理化により得られたリソース

を重点化すべき情報セキュリテ

ィ等の業務に配置した。 
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めること。 
 また、随意契約につ

いては「独立行政法人

の随意契約に係る事務

について」（平成 26 年

10 月１日付け総管査第

284 号総務省行政管理

局長通知）に基づき明

確化した、随意契約に

よることができる事由

により、公正性・透明

性を確保しつつ合理的

な調達を実施するこ

と。 
「国の行政の業務改

革に関する取組方針～

行政の ICT 化・オープ

ン化、業務改革の徹底

に向けて～」（平成 26
年 7 月 25 日総務大臣決

定）に基づき、自動車

機構内の効率的な情報

共有及び適切な意思決

定等業務運営の電子化

に取り組むことによ

り、業務運営の効率化

を図ること。 
自動車機構において

は、新技術や社会的要

請に対応するため、今

後、自動車の型式認証

に係る審査や新規検

査、街頭検査、構造等

変更検査における審

査、リコール技術検証

等に重点化すること。 
 このため、継続検査

における検査業務量の

変化を的確に把握した

上で、要員配置の見直

しを行い、重点化する

めます。 
 また、随意契約につ

いては「独立行政法人

の随意契約に係る事務

について」（平成 26 年

10 月１日付け総管査第

284 号総務省行政管理

局長通知）に基づき明

確化した、随意契約に

よることができる事由

により、公正性・透明

性を確保しつつ合理的

な調達を実施します。 
 
「国の行政の業務改

革に関する取組方針～

行政の ICT 化・オープ

ン化、業務改革の徹底

に向けて～」（平成 26
年 7 月 25 日総務大臣決

定）に基づき、自動車

機構内の効率的な情報

共有及び適切な意思決

定等業務運営の電子化

に取り組むことによ

り、業務運営の効率化

を図ります。 
自動車機構において

は、新技術や社会的要

請に対応するため、今

後、自動車の型式認証

に係る審査や新規検

査、街頭検査、構造等

変更検査における審

査、リコール技術検証

等に重点化します。 
 このため、継続検査

における検査業務量の

変化を的確に把握した

上で、要員配置の見直

しを行い、重点化する

めます。 
また、随意契約につ

いては「独立行政法人

の随意契約に係る事務

について」（平成 26 年

10 月１日付け総管査第

284 号総務省行政管理

局長通知）に基づき明

確化した、随意契約に

よることができる事由

により、公正性・透明

性を確保しつつ合理的

な調達を実施します。 
 
「国の行政の業務改

革に関する取組方針～

行政の ICT 化・オープ

ン化、業務改革の徹底

に向けて～」（平成 26
年 7 月 25 日総務大臣決

定）に基づき、自動車

機構内の効率的な情報

共有及び適切な意思決

定等業務運営の電子化

に取り組むことによ

り、業務運営の効率化

を図ります。 
自動車機構において

は、新技術や社会的要

請に対応するため、今

後、自動車の型式認証

に係る審査や新規検

査、街頭検査、構造等

変更検査における審

査、リコール技術検証

等に重点化します。 
 このため、継続検査

における検査業務量の

変化を的確に把握した

上で、要員配置の見直

しを行い、重点化する

本部の移転については、道路

運送車両法の一部を改正する法

律（令和元年法律第 14 号。以下

「改正法」という。）において、

電子的な検査に必要な技術情報

の管理を自動車機構が一元的に

行うことが新たに定められ、自

動車機構が電子的な検査を適切

かつ円滑に実施するにあたり、

様々な関係機関との調整業務が

新たに発生するなど、自動車機

構に求められる役割が大きく変

化することとなったことから、

関係機関とも調整のうえ、改正

法を受けて発生する新たな業務

の状況を把握した上で、関係機

関との調整を担う本部機能の強

化を含め、本部のあり方につい

て検討することとなった。 
 

役職員の給与については、国

家公務員に準じた給与体系とし

ており、ラスパイレス指数は

99.1％であり、国家公務員の給

与水準に照らし適切なものとな

った。 
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業務の強化を図るこ

と。併せて継続検査に

関する検査コース数の

見直しも実施するとと

もに、削減コースの有

効活用を行うこと。 
 一方で、これらの検

討は、検査業務におい

て不適切審査事案を二

度と発生させないため

の措置を踏まえて進め

ること。 
自動車機構の業務が

全体として効果的・効

率的に実施されるよう

必要な見直しを行うと

ともに、統合・移管定

着後における組織・経

費の合理化効果を発揮

するため、間接部門の

共通化・効率化を図

り、合理化により得ら

れたリソースを重点化

すべき業務に配置する

こと。 
 また、今後、国土交

通省において、自動車

検査登録事務所等の集

約・統合化の可否の検

討を行う際には、自動

車機構の事務所等の集

約・統合化の可否も併

せて検討すること。 
 なお、本部の移転に

ついて、統合後の管理

部門の合理化や経費削

減の観点を考慮しつ

つ、中期目標期間中の

早期に結論を得るこ

と。 
 

業務の強化を図りま

す。併せて継続検査に

関する検査コース数の

見直しも実施するとと

もに、削減コースの有

効活用を行います。 
 一方で、これらの検

討は、検査業務におい

て不適切審査事案を二

度と発生させないため

の措置を踏まえて進め

ます。 
自動車機構の業務が

全体として効果的・効

率的に実施されるよう

必要な見直しを行うと

ともに、統合・移管定

着後における組織・経

費の合理化効果を発揮

するため、間接部門の

共通化・効率化を図

り、合理化により得ら

れたリソースを重点化

すべき業務に配置しま

す。 
 また、今後、国土交

通省において、自動車

検査登録事務所等の集

約・統合化の可否の検

討を行う際には、自動

車機構の事務所等の集

約・統合化の可否も併

せて検討します。 
 なお、本部の移転に

ついて、統合後の管理

部門の合理化や経費削

減の観点を考慮しつ

つ、中期目標期間中の

早期に結論を得ます。 
 
 

業務の強化を図りま

す。併せて継続検査に

関する検査コース数の

見直しも実施するとと

もに、削減コースの有

効活用を行います。 
一方で、これらの検

討は、検査業務におい

て不適切審査事案を二

度と発生させないため

の措置を踏まえて進め

ます。 
自動車機構の業務が

全体として効果的・効

率的に実施されるよう

必要な見直しを行うと

ともに、統合・移管定

着後における組織・経

費の合理化効果を発揮

するため、間接部門の

共通化・効率化を図

り、合理化により得ら

れたリソースを重点化

すべき業務に配置しま

す。 
 また、今後、国土交

通省において、自動車

検査登録事務所等の集

約・統合化の可否の検

討を行う際には、自動

車機構の事務所等の集

約・統合化の可否も併

せて検討します。 
 なお、本部の移転に

ついて、統合後の管理

部門の合理化や経費削

減の観点を考慮しつ

つ、交通安全環境研究

所の敷地内に移転する

方向で、関係機関と調

整を進めます。 
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年功主義にこだわら

ない能力に応じた適正

な人員配置を行い、給

与水準については、国

家公務員の給与水準も

十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方

について厳しく検証し

た上で、その適正化に

取り組むとともに、そ

の検証結果や取組状況

を公表すること。 

年功主義にこだわら

ない能力に応じた適正

な人員配置を行い、給

与水準については、国

家公務員の給与水準も

十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方

について厳しく検証し

た上で、その適正化に

取り組むとともに、そ

の検証結果や取組状況

を公表します。 

年功主義にこだわら

ない能力に応じた適正

な人員配置を行い、給

与水準については、国

家公務員の給与水準も

十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方

について厳しく検証し

た上で、その適正化に

取り組むとともに、そ

の検証結果や取組状況

を公表します。 
 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅲ．（１）（２）（３） 財務運営の適正化、自己収入の拡大、保有資産の見直し 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 中期目標期間におけ

る予算、収支計画及び

資金計画について、適

正に計画し健全な財務

体質の維持を図るこ

と。 
 独立行政法人会計基

準の改訂（平成 12 年

２月 16 日独立行政法

人会計基準研究会策

定、平成 27 年１月 27
日改訂）等により、運

営費交付金の会計処理

として、業務達成基準

による収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位としてⅢの

「一定の事業等のまと

まり」ごとに予算と実

績の管理を行うこと。 
 

中期目標期間におけ

る予算、収支計画及び

資金計画について、適

正に計画し健全な財務

体質の維持を図りま

す。 
 独立行政法人会計基

準の改訂（平成 12 年

２月 16 日独立行政法

人会計基準研究会策

定、平成 27 年１月 27
日改訂）等により、運

営費交付金の会計処理

として、業務達成基準

による収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位としてⅢの

「一定の事業等のまと

まり」ごとに予算と実

績の管理を行います。 
 

中期目標期間におけ

る予算、収支計画及び

資金計画について、適

正に計画し健全な財務

体質の維持を図りま

す。 
 独立行政法人会計基

準の改訂（平成 12 年

２月 16 日独立行政法

人会計基準研究会策

定、平成 27 年１月 27
日改訂）等により、運

営費交付金の会計処理

として、業務達成基準

による収益化が原則と

されたことを踏まえ、

原則として中期目標Ⅲ
に記載の「一定の事業

等のまとまり」ごとに

予算と実績の管理を行

います。 

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
独立行政法人会計基

準の改訂に伴い、引き

続き、運営費交付金の

会計処理は業務達成基

準を採用し、業務の進

行状況と運営費交付金

の対応関係が明確であ

る活動を除く管理部門

の活動については期間

進行基準を採用してい

る。 
また、期末における

運営費交付金債務に関

し、その発生原因ごと

にロードマップを作成

し、執行状況を適切に

管理した。 
 

研究・試験・研修施

設の外部利用の促進、

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のとおり着

実な実施状況にある

と認められる。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
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 また、各年度期末に

おける運営費交付金債

務に関し、その発生状

況を厳格に分析し、減

少に向けた努力を行う

こと。 
知的財産権の実施許

諾の推進、研究・試

験・研修施設の外部利

用の促進、受託研究の

獲得拡大及び競争的資

金への積極的な応募に

より、収入の確保・拡

大を図ること。 
保有資産について

は、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障の

ない範囲での有効利用

の可能性、経済合理性

などの観点に沿って、

その必要性について、

自主的な見直しを不断

に行うこと。 

 また、各年度期末に

おける運営費交付金債

務に関し、その発生状

況を厳格に分析し、減

少に向けた努力を行い

ます。 
知的財産権の実施許

諾の推進、研究・試

験・研修施設の外部利

用の促進、受託研究の

獲得拡大及び競争的資

金への積極的な応募に

より、収入の確保・拡

大を図ります。 
保有資産について

は、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障の

ない範囲での有効利用

の可能性、経済合理性

などの観点に沿って、

その必要性について、

自主的な見直しを不断

に行います。 

 また、各年度期末に

おける運営費交付金債

務に関し、その発生状

況を厳格に分析し、減

少に向けた努力を行い

ます。 
知的財産権の実施許

諾の推進、研究・試

験・研修施設の外部利

用の促進、受託研究の

獲得拡大及び競争的資

金への積極的な応募に

より、収入の確保・拡

大を図ります。 
保有資産について

は、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障の

ない範囲での有効利用

の可能性、経済合理性

などの観点に沿って、

その必要性について、

自主的な見直しを不断

に行います。 

受託研究等の獲得を実

施しつつ、自己収入の

確保・拡大を図った。 
 

保有資産について

は、その利用度等に照

らして、現時点におい

ては当機構の業務上必

要不可欠なものである

ことから、その有効利

用の可能性については

不断に検討しつつ、現

有資産の活用により本

来業務の質の確保を図

った。 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅳ 短期借入金の限度額 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  予見し難い事故

等の事由の他、年

度当初の運営資

金、収入不足への

対応のための経費

が必要となる可能

性があるため、短

期借入金の限度額

を 3,000 百万円と

します。 

予見し難い事故

等の事由の他、年

度当初の運営資

金、収入不足への

対応のための経費

が必要となる可能

性があるため、短

期借入金の限度額

を 3,000 百万円と

します。 

＜主な定量的指標＞ 
 
 
＜その他の指標＞ 
 
 
＜評価の視点＞ 
 

＜主要な業務実績＞ 
実績無し 

＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
※実績に対する課題及び改善方策など 
 
 
＜その他事項＞ 
※有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅴ．（１）（２）（３） 
  （４）（５） 

自動車の設計から使用段階までの総合的な対応 
施設及び設備に関する計画 
人材確保、育成及び職員の意欲向上 
広報の充実強化を通じた国民理解の醸成 

当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 自動運転システム、燃料電池

自動車等の最新技術を搭載した

自動車に、迅速かつ適切に対応

するためには、自動車メーカー

の研究開発動向、国際標準化に

向けた国際会議での議論状況、

型式認証及び使用段階での評価

手法の改善の必要性、不具合発

生状況等に関して、詳細かつ俯

瞰的に各部門が共通の問題意識

を持ちつつ、対応する必要があ

る。旧自動車検査独立行政法人

と旧独立行政法人交通安全環境

研究所が統合され自動車機構と

なった今、シナジー効果を効率

的に創出することが期待され

る。 
 その効果が最大限発揮される

自動運転システム、燃料電池

自動車等の最新技術を搭載した

自動車に、迅速かつ適切に対応

するためには、自動車メーカー

の研究開発動向、国際標準化に

向けた国際会議での議論状況、

型式認証及び使用段階での評価

手法の改善の必要性、不具合発

生状況等に関して、詳細かつ俯

瞰的に各部門が共通の問題意識

を持ちつつ、対応する必要があ

ります。旧自動車検査独立行政

法人と旧独立行政法人交通安全

環境研究所が統合され自動車機

構となった今、シナジー効果を

効率的に創出することが期待さ

れます。 
 その効果が最大限発揮される

自動運転システム、燃料電池

自動車等の最新技術を搭載した

自動車に、迅速かつ適切に対応

するためには、自動車メーカー

の研究開発動向、国際標準化に

向けた国際会議での議論状況、

型式認証及び使用段階での評価

手法の改善の必要性、不具合発

生状況等に関して、詳細かつ俯

瞰的に各部門が共通の問題意識

を持ちつつ、対応する必要があ

ります。 
旧自動車検査独立行政法人と

旧独立行政法人交通安全環境研

究所が統合された自動車機構で

は、シナジー効果を効果的に創

出することが期待されます。そ

の効果が最大限発揮されるよ

＜主な定量的指標＞ 
特になし。 
 
＜その他の指標＞ 
特になし。 
 
＜評価の視点＞ 
計画通り着実に実行

できているか。 

＜主要な業務実績＞ 
（１）シナジー効果を最大限発

揮できるよう理事長及び全理事

からなる技術戦略本部において

技術戦略に特化して各部門が保

有する情報を当機構全体で共有

し、当機構内の技術に関する企

画・立案を行っている。令和２

年度においては、技術戦略本部

を２回開催するとし、シナジー

効果を発揮する具体的な施策と

しては、以下の取組みを実施し

た。 
① OBD 検査プロジェクトに

おいて、交通安全環境研究所

が有している技術的知見も活

用しつつ、国産及び輸入車メ

ーカー14 社 19 車種の通信プ

＜評定と根拠＞ 
Ｂ 
業務実績のと

おり着実な実

施状況にある

と 認 め ら れ

る。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価

結果が妥当であると確認でき

た。 



99 
 

よう、理事長及び全理事からな

る技術戦略本部を設置し、技術

戦略に特化して各部門が保有す

る情報を自動車機構全体で共有

し、自動車機構内の技術に関す

る企画・立案を一手に担う場と

しての機能を持たせること。 
 
【重要度：高】 
自動車検査独立行政法人と独

立行政法人交通安全環境研究

所の統合の最大の目的は、自

動車の設計から使用段階まで

を総合的に対応することによ

るシナジー効果の創出を通

じ、自動車に係る国民の安

全・安心の確保及び環境の保

全を図ることであり、そのシ

ナジー効果の最大化に向けた

措置は、統合の目的達成のた

めに重要である。 
【指標】 
●技術戦略本部の開催状況（モ

ニタリング指標） 
 
業務の確実な遂行のため、施

設の計画的な整備・更新を進め

るとともに、適切な維持管理に

努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

よう、理事長及び全理事からな

る技術戦略本部を設置し、技術

戦略に特化して各部門が保有す

る情報を自動車機構全体で共有

し、自動車機構内の技術に関す

る企画・立案を一手に担う場と

しての機能を持たせます。 
 
【重要度：高】 
旧自動車検査独立行政法人と

旧独立行政法人交通安全環境

研究所の統合の最大の目的

は、自動車の設計から使用段

階までを総合的に対応するこ

とによるシナジー効果の創出

を通じ、自動車に係る国民の

安全・安心の確保及び環境の

保全を図ることであり、その

シナジー効果の最大化に向け

た措置は、統合の目的達成の

ために重要である。 
【指標】 
●技術戦略本部の開催状況（モ

ニタリング指標） 
 
業務の確実な遂行のため、施

設の計画的な整備・更新を進め

るとともに、適切な維持管理に

努めます。 

施設・設備の

内容 

予定

額 
（百

万

円） 

財源 

（一般勘定） 
自動車等研究

施設整備費 
新交通シス

テム車両の

安全性評価

試験施設の

 
 
 

430 
 

 
 

 
独立行

政法人

自動車

技術総

合機構

施設整

う、理事長及び理事からなる技

術戦略本部において、技術戦略

に特化して各部門間が保有する

情報を自動車機構全体で共有

し、自動車機構内の技術に関す

る企画・立案を一手に担う場と

しての機能を引き続き持たせま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業務の確実な遂行のため、施

設の計画的な整備・更新を進め

るとともに、適切な維持管理に

努めます。 

施設・設備の

内容 

予定

額 
（百

万

円） 

財源 

（一般勘定） 
自動車等研究

施設整備費 
新交通システ

ム車両の安全

性評価試験施

設の整備 

 
 
 
0 
 
 
 

 
独立行

政法人

自動車

技術総

合機構

施設整

ロトコルに対応したOBD検査

用アプリケーションを試作

し、通信成立性（故障コード

の検出有無を含む。）を検証す

るとともに、検査の運用面で

の検証や当該アプリケーショ

ンをはじめとしたOBD検査関

連システムの構築に必要な要

件定義を実施したほか、全国

10 検査部・事務所において無

線通信に係る電波環境の調査

等を実施した。 
② OBD 検査の更なる高度化

を目指し、ソフトウェアのバ

ージョンや改ざんの有無を確

認する検査等を実施している

欧米の検査機関へのヒアリン

グや、OBD 情報の読取結果を

改ざんする不正ツールに関す

る実態調査を実施した。 
③ 平成 28 年度のシナジー施

策として導入した検査用の前

照灯試験機の測定精度を向上

した判定ロジックについて、

近年の前照灯技術の多様化に

伴い、人の目で見た予想エル

ボー点と異なる位置にエルボ

ー点があるものと判定する事

象が出てきているところ。 
安定した自動判定を行うた

めには、さらなる機能向上が

必要であることから、追加ロ

ジックの導入に必要となるプ

ログラムを開発し、これを実

装した検査機器にて判定デー

タを収集した。 
④ ディーゼル車の排出ガス

検査について、既存の検査の

効率化及び事故防止の観点か

ら現行のオパシメータよりも

測定感度が高い PN 測定器を
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自動車機構の役割に合致した

人材の確保に努めること。ま

た、国や関係機関、各部門間の

人事交流、適正な業務を行うこ

とが出来るような研修プログラ

ムの整備・実施、基準策定・国

際相互承認の推進のための国際

会議参加や研究発表等を通じ

て、人材育成に取り組むこと。 
 
 
さらに職員の業務への取組意

整備（P） 
実走行環境

性能評価試

験施設の整

備 
 
（審査勘定） 
審査施設整備

費 
審査場の建

替等 
審査機器の

更新等 
審査上屋の

改修等 
基準策定・

改正等に伴

う試験設備

の導入・改

造 

 
210 

 
 

 
 
 
 
 

1,242 
 

5,120 
 

8,188 
 

4,480 

備費補

助金 
 
 
 
 
 
独立行

政法人

自動車

技術総

合機構

施設整

備費補

助金 

※本部移転に関する結論（現

在は賃貸）によっては、本

部の施設整備費が追加され

る場合がある。 
 
 
 
 
 
自動車機構の役割に合致した

人材の確保に努めます。また、

国や関係機関、各部門間の人事

交流、適正な業務を行うことが

出来るような研修プログラムの

整備・実施、基準策定・国際相

互承認の推進のための国際会議

参加や研究発表等を通じて、人

材育成に取り組みます。 
 

 
さらに業務改善の提案等の実

 
実走行環境性

能評価試験施

設の整備 
 
 
（審査勘定） 
審査施設整備

費 
審査場の建替

等 
審査機器の更

新等 
審査上屋の改

修等 
基準策定・改

正等に伴う試

験 設 備 の 導

入・改造 
 

0 
 
 
 
 
 
 
 
 
230 
 
497 
 
997 
 
150 

備費補

助金 
 
 
 
独立行

政法人

自動車

技術総

合機構

施設整

備費補

助金 

※本部移転に関する結論（現

在は賃貸）によっては、本部の

施設整備費が追加される場合が

ある。 
※基準策定・改正等に伴う試

験設備の導入・改造については

国庫債務負担行為施設整備とし

て 2,912 百万円。 
 
自動車機構の役割に合致した

人材の確保に努めます。また、

国や関係機関、各部門間の人事

交流、適正な業務を行うことが

出来るような研修プログラムの

整備・実施、基準策定・国際相

互承認の推進のための国際会議

参加や研究発表、交通安全環境

研究所の所内セミナー（10 テー

マ程度）等を通じて、人材育成

に取り組みます。 
さらに業務改善の提案等の実

用いた検査を導入するため、

PN 測定器とオパシメータと

の比較検証（測定値のばらつ

き具合、スクリーニング目的

での活用を前提とした相関性

の検証等）を、排出ガスが高

濃度となる車両状態も含め、

測定台数を前年度より増やし

て実施した。また、欧州で導

入予定の PN 測定器の性能

や、揮発性粒子除去装置の装

備有無及び寒冷地・温暖地・

塩害等の使用環境が PN 測定

に与える影響等について検証

を実施した。 
⑤ 街頭検査における排出ガ

ス・騒音検査を的確かつ効率

的に実施するため、米国で高

濃度排出ガス車を発見するた

めに導入されている非接触式

測 定 装 置 （ RSD:Remote 
Sensing Device）や、交通安

全環境研究所で研究が進めら

れている深層学習方式（AI）
を活用して走行騒音から近接

排気騒音に係る基準適合性を

推断する装置の導入を検討

し、これらの装置による測定

又は推断結果と実際の判定値

との比較検証を行うこと等を

通じ、運用にあたっての課題

を整理した。 
 

（２）令和２年度は、使用年数

が長く、故障発生の可能性が高

い検査機器の老朽更新等を優先

的に進めた。また、更新にあわ

せて、審査機器の設定判定値に

人が介在しない機器を導入する

等、施設の適切な維持管理に努

めた。 
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欲の向上を図ること。 
自動車機構の活動について、

広報の充実強化を図るととも

に、情報提供を積極的に進める

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「「独立行政法人の業務の適

正を確保するための体制等の整

備」について」（平成 26年 11月

28 日総務省行政管理局長通知）

に基づき、業務方法書に定めた

事項を確実に実施すること。 
 また、理事長及び全理事から

なる内部統制委員会及び同委員

会に設置しているリスク管理委

員会の取組を強化するととも

に、検査業務の適正化について

も同じく理事長及び全理事から

なる検査業務適正化推進本部を

設置するなどにより、自動車機

構の長のリーダーシップのも

と、内部統制の取組について実

態把握、継続的な分析、必要な

見直しを行うこと。 
 また、監事監査において、内

部統制のモニタリングが実施さ

れる等、監査が適切に実施され

績や緊急時の対応状況等を評価

し、表彰することなどにより、

職員の業務への取組意欲の向上

を図ります。 
自動車機構の活動について、

広報の充実強化を図るととも

に、情報提供を積極的に進めま

す。交通安全環境研究所につい

ては、対外的プレゼンス向上等

の取組の一つとして、研究所の

業務・成果を広く国民に網羅的

に紹介する交通安全環境研究所

フォーラム及びタイムリーな特

定のテーマにかかる研究成果等

を紹介する講演会をそれぞれ毎

年 1 回程度開催するとともに、

研究所の活動について広く国民

の理解を得るため、研究所の一

般公開を毎年１回程度実施しま

す。 
「「独立行政法人の業務の適

正を確保するための体制等の整

備」について」（平成 26年 11月

28 日総務省行政管理局長通知）

に基づき、業務方法書に定めた

事項を確実に実施します。 
 また、理事長及び全理事から

なる内部統制委員会及び同委員

会に設置しているリスク管理委

員会の取組を強化するととも

に、検査業務の適正化について

も同じく理事長及び全理事から

なる検査業務適正化推進本部を

設置するなどにより、自動車機

構の長のリーダーシップのも

と、内部統制の取組について実

態把握、継続的な分析、必要な

見直しを行います。 
 また、監事監査において、内

部統制のモニタリングが実施さ

れる等、監査が適切に実施され

績や緊急時の対応状況等を評価

し、表彰することなどにより、

職員の業務への取組意欲の向上

を図ります。 
自動車機構の活動について、

広報の充実強化を図るととも

に、情報提供を積極的に進めま

す。交通安全環境研究所につい

ては、対外的プレゼンス向上等

の取組の一つとして、研究所の

業務・成果を広く国民に網羅的

に紹介する交通安全環境研究所

フォーラム及びタイムリーな特

定のテーマにかかる研究成果等

を紹介する講演会をそれぞれ 1
回開催します。 

 
 
 
 

「「独立行政法人の業務の適正

を確保するための体制等の整

備」について」（平成 26年 11月

28 日総務省行政管理局長通知）

に基づき、業務方法書に定めた

事項を確実に実施します。 
 また、理事長及び全理事から

なる内部統制委員会及び同委員

会に設置しているリスク管理委

員会の取組を強化するととも

に、検査業務の適正化について

も同じく理事長及び全理事から

なる検査業務適正化推進本部を

平成28年度に設置、自動車機構

の長のリーダーシップのもと、

内部統制の取組について実態把

握、継続的な分析、必要な見直

しを行います。 
 また、監事監査において、内

部統制のモニタリングが実施さ

れる等、引き続き監査が適切に

また、二輪車を審査する審査

機器について、全ての事務所の

設置が完了したほか、全国の審

査上屋について、耐震評価が低

い事務所の耐震補強改修工事が

完了した。 
 
令和２年度の施設及び整備に関

しては次のとおり。 
審

査

機

器

の

建

替

等 

函館事務所傾

斜角度測定上

屋新設工事 

193,000 
千円 

審

査

機

器

の

更

新

等 

小型マルチ

テスタ機器

更新９基 

626,000 
千円 

 

審

査

上

屋

の

改

修

等 

審査機器更新

に伴う床面等

改修 55 件 
 

941,000 
千円 

 

基

準

策

定

・

改

正

WLTP 試験施

設の改修 
ポール側面衝

突試験設備の

導入 
走 行 試 験 路

（小 R 等）の

4,307,00
0 

千円 
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るよう、体制を整えること。 
 研究不正の防止に向けた取組

については、「研究活動におけ

る不正行為への対応等に関する

ガイドライン」（平成 26 年８月

26 日文部科学省）に従って、適

切に取り組むこと。 
 個人情報の保護、情報セキュ

リティについては、「サイバー

セキュリティ戦略」等の政府の

方針を踏まえ、情報セキュリテ

ィの強化を図ること。 
 

るよう、体制を整えます。 
 研究不正の防止に向けた取組

については、「研究活動におけ

る不正行為への対応等に関する

ガイドライン」（平成 26 年８月

26 日文部科学大臣決定）に従っ

て、適切に取り組みます。 
 個人情報の保護、情報セキュ

リティについては、「サイバー

セキュリティ戦略」（平成 27 年

9 月 4 日閣議決定）等の政府の

方針を踏まえ、情報セキュリテ

ィの強化を図ります。 
前中期目標期間中からの繰越

積立金は、中期目標期間中に自

己収入財源で取得し、本中期目

標期間へ繰り越した有形固定資

産の減価償却に要する費用等に

充当します。 
 

実施される体制とします。 
 研究不正の防止に向けた取組

については、「研究活動におけ

る不正行為への対応等に関する

ガイドライン」（平成 26 年８月

26 日文部科学大臣決定）に従っ

て、適切に取り組みます。 
 個人情報の保護、情報セキュ

リティについては、「サイバー

セキュリティ戦略」（平成 27 年

9 月 4 日閣議決定）等の政府の

方針を踏まえ、情報セキュリテ

ィの強化を図ります。 
前中期目標期間中からの繰越

積立金は、中期目標期間中に自

己収入財源で取得し、本中期目

標期間へ繰り越した有形固定資

産の減価償却に要する費用等に

充当します。 
 

 

等

に

伴

う

試

験

設

備

の

導

入

・

改

造 

改修 

 
（３）交通安全環境研究所の所

内セミナーについては、各部門

からの話題提供により各職員の

機構全体業務の理解促進や、若

手研究者による学会発表内容を

共有する場として活用する等、

13 テーマを実施し人材育成に取

り組んだ。 
また、業務への取組意欲の向

上を図るため多様な業務を取り

上げ、以下のとおり業務表彰を

行った。 
 
 連続無事故を長期間達成し

た 23 事務所 
 新型コロナウイルス感染拡

大に起因する厳しい社会情

勢下での街頭検査を着実に

行った８地方検査部等 
 自動車審査を確実に遂行

し、不正受検を見逃さない

責任観念に徹した職員６名 
 特に優れた功績をあげた６

名、５チーム、１事務所 
 技術指導教官として研修受

講者から最も高い評価を得
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た教官１グループ 
 

（４）機構の活動については、

ホームページを利用して積極的

に情報提供するとともに、台

風、地震等による検査コースの

閉鎖があった場合には、その情

報をホームページに掲載するこ

とにより、利用者に迅速に周知

した。また、自動車基準認証国

際化研究センター（JASIC）と

も連携し、OBD検査の導入に向

けた最新の取組みについて、海

外の検査機関等に情報発信し

た。 
さらに、交通安全環境研究所

については研究所の業務・成果

を広く国民に網羅的に紹介する

交通安全環境研究所フォーラム

及びタイムリーな特定のテーマ

にかかる研究成果等を紹介する

講演会をそれぞれ１回開催し

た。加えて、令和２年９月 25日

にバスの換気状況を調査するた

め、車室内の空気流動を可視化

する実験を行い、その優れた換

気性能を確認し、メディア等を

通してプレゼンスの向上を図っ

た。 
 

（５）内部統制委員会を１回、

リスク管理委員会を１回、検査

業務適正化推進本部会合を２回

開催し、理事長及び地方検査部

長の巡回等による内部統制の状

況を確認し、令和２年度に取り

組む機構のリスクを選定し対策

を講じるとともに、平成 27年度

に発生した神奈川事案の再発防

止対策の実施状況を確認するな

ど、内部統制の徹底を図った。 
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また、内部監査の運用の見直

しを行い、基準適合性審査、不

当要求防止対策及び事故防止対

策の実施状況に関し、一般監査

を 13箇所、重点監査を１箇所に

対し実施するとともに、無通告

の調査についても実施した。 
なお、監査実施結果は他の地

方事務所等に横展開し、好事例

の取入れ及び改善指摘があった

事項の自己点検を促し同種事案

の予防処置を図った。 
 

情報システムのセキュリティ

対策製品の導入やシステム保守

契約のセキュリティ対策項目の

拡充を通じて、情報セキュリテ

ィの強化・充実を図った。 
 

（６）令和２年度決算における

前中期目標期間繰越積立金取崩

額は、一般勘定 10,588 千円、審

査勘定 128,999 千円となった。 
 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅵ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分等に関する計画 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  なし なし ＜主な定量的指標＞ 

 
 
＜その他の指標＞ 
 
 
＜評価の視点＞ 
 

＜主要な業務実績＞ 
実績無し 

＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
※実績に対する課題及び改善方策など 
 
 
＜その他事項＞ 
※有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅶ 重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  なし なし ＜主な定量的指標＞ 

 
 
＜その他の指標＞ 
 
 
＜評価の視点＞ 
 

＜主要な業務実績＞ 
実績無し 

＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
※実績に対する課題及び改善方策など 
 
 
＜その他事項＞ 
※有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅷ． 剰余金の使途 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  施設・設備の整

備、広報活動、

研究費への繰り

入れ、海外交流

事業（招聘、ワ

ークショップ、

国際会議等）に

使用します。 

施設・設備の整

備、広報活動、

研究費への繰り

入れ、海外交流

事業（招聘、ワ

ークショップ、

国際会議等）に

使用します。 
 

＜主な定量的指標＞ 
 
 
＜その他の指標＞ 
 
 
＜評価の視点＞ 
 

＜主要な業務実績＞ 
経営努力に係る認定取

得により、前年度の特

許収入である 350,281
円について目的積立金

とすることが認められ

た。この目的積立金を

活用し、「2018 交通安

全環境研究所フォーラ

ム」の開催  経費とし

て充当した。 

＜評定と根拠＞ 
－ 
 
＜課題と対応＞ 
 
 

評定 － 
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
※実績に対する課題及び改善方策など 
 
 
＜その他事項＞ 
※有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど 

 
４．その他参考情報 
例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅸ.(1) 一定の事業等のまとまり（道路運送車両法に基づく執行業務等（保安基準適合性の審査、登録に係る確認調査、リコールに係る技術的検証等）（１．（１）～（３）、２．（２）～（３）、４．）） 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令 和 元

年度 
令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

審査方法等の

改善 
10 件 10 件 

（繁忙期を除いて毎

月実施） 

10 件 10 件 10 件 10 件 10 件  予算額（百万円） 15,429 15,360 15,148 15,200 17,008 

検査コース

閉鎖時間 
2,000 時間

以下 
 1,450 時

間 30 分 
1,485 時

間 39 分 
1,444 時

間 33 分 
947 時

間 28 分 
1148 時間

00 分 
 決算額（百万円） 15,041 14,723 16,070 14,345 19,229 

重大事故の

発生にかか

る度数率 

1.15 以下  1.12 0.23 0.68 0.69 0.23  経常費用（百万円） 11,871 11,889 11,984 12,186 12,755 

街頭検査実

施台数 
110,000 台  121,077

台 
131,300
台 

129,424
台 

130,054
台 

121,387
台 

 経常利益（百万円） 1,180 △32 237 28 609 

不具合情報の

分析 
4,000 件 4,000 件 

(国土交通省に寄せら

れた不具合情報の件数

の実績) 

5,076 件 4,964 件 5,010 件 4,787 件 4,504 件  行政コスト（百万

円） 
－ － － 15,284 15,755 

車両不具合の

有無等の詳細

検討 

46 件程度 46 件程度 
（前五カ年の実績値

より設定） 

65 件 69 件 76 件 63 件 53 件  従事人員数 949 949 992 992 992 

検査員研修

等への講師

派遣回数 

1,000 回程

度 
1,000 回程度 1,149 回 1,197 回 1,222 回 1,202 回 1,173 回         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    ＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定 B 
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＜その他の指標＞ 
 
＜評価の視点＞ 
 

 Ｂ 
＜課題と対応＞ 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
細分化した評価項目の評定の算術平均の結果を踏まえて「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」（平成 27 年４月１日国土交通省決定）の規定に基づき重要度の高い項目を考慮

した項目別評定の算術平均に最も近い評定が「Ｂ評定」であること、また、下記事項を踏まえ「Ｂ評定」とした。 
 
【項目別評定の算術平均】 
（Ａ４点×２項目＋Ｂ３点×６項目）÷（８項目）＝３．２５ 
※なお、算術にあたっては、評定毎の点数をＳ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い３項目（項目別評定総括表、項目別評定調書参照）については、加重を２倍とし

ている。 
 
また、予算と決算の差額の乖離は、施設整備費の繰越増によるものである。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅸ.(2) 一定の事業等のまとまり（自動車及び鉄道等の研究業務等（２．（１）、３．）） 
当該項目の重要度、困

難度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 204、205 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

  28 年度 29 年度 30 年度 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

共同研究の実

施 

18 件 18 件 
（別紙 1 における研

究分野毎に 2 件程

度） 

19 件 21 件 19 件 18 件 25 件  予算額（百万円） 1,211 1,242 1,200 1,197 1,186 

基準の策定等

に資する調

査、研究等を

実施 

25 件 25 件 
（研究員 1 人あたり

2 年に 1 件程度） 

27 件 25 件 27 件 26 件 26 件  決算額（百万円） 1,585 1,438 1,248 1,625 2,280 

国内外の学会

等で研究成果

を発表 

一人平均 
３件 

一人平均 
３件 
（研究員 1 人あたり

年に 3 件程度） 

一人平均 
3.29 件 

一人平均 
3.51 件 

一人平均 
3.40 件 

一人平均 
3.07 件 

一人平均 
3.38 件 

 経常費用（百万円） 1,508 1,450 1,331 1,495 1,659 

査読付き論文

の 
発表 

一人平均 
0.5 件 

一人平均 
0.5 件 
（研究員 1 人あたり

2 年に 1 件程度） 

一人平均 
0.68 件 

一人平均 
0.68 件 

一人平均 
0.62 件 

一人平均 
0.52 件 

一人平均 
0.58 件 

 経常利益（百万円） 153 126 51 34 625 

受託研究等の

実施 

60 件 60 件 
（前五カ年の実

績値より設定） 

62 件 59 件 72 件 85 件 94 件  行政コスト（百万

円） 
－ － － 1,924 1,716 

特許等の産業

財産権の出願 

４件 ４件 
（目安として研究

員 3 名 1 組で 5 年

に 2 件） 

４件 ５件 ５件 ５件 ５件  従事人員数 43 43 43 43 43 

WP29 専門家

会合に参加 
12 回程度 12 回程度 

（国連で開催される

WP29 専門家会議に

100％出席） 

12 回 
（100％） 

13 回 
（100％） 

12 回 
（100％） 

16 回 
（133％） 

16 回 
（133％） 

        

国内での 14 回程度 14 回程度 15 回 15 回 22 回 18 回 17 回         
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ISO、IEC 等

の専門家会議

へ参加 

（国内で開催さ

れる専門家会議

の実績） 
認証審査及び

規格適合性評

価に係る受託

契約の完遂率

を 100% 

100% 100% 
（受託契約について

は全て完遂する。） 

100% 100% 100% 100% 100%         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
    ＜主な定量的指標＞ 

 
 
＜その他の指標＞ 
 
＜評価の視点＞ 
 

＜主要な業務実績＞ 
 

＜評定と根拠＞ 
Ａ 
 
＜課題と対応＞ 
 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
細分化した評価項目の評定の算術平均の結果を踏まえて「Ａ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」（平成 27 年４月１日国土交通省決定）の規定に基づき重要度の高い項目を考慮

した項目別評定の算術平均に最も近い評定が「Ａ評定」であること、また、下記事項を踏まえ「Ａ評定」とした。 
 
【項目別評定の算術平均】 
（Ａ４点×３項目×２＋Ａ４点×２項目＋Ｂ３点×１項目）÷（６項目＋３項目）＝３．８９ 
※なお、算術にあたっては、評定毎の点数をＳ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い３項目（項目別評定総括表、項目別評定調書参照）については、加重を２倍とし

ている。 
 
また、予算と決算の差額の乖離は、研究の受託収入増によるものである。 

 
 
 


